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「医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援 

臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金の 

運営について」の一部改正について 

 

 

 標記の交付金によって造成された基金の運営については、「医療介護提供体制改

革推進交付金、地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交

付金の運営について」（平成 26年９月 12日医政発 0912 第５号・老発 0912 第１号・

保発 0912 第２号）の別紙「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」（以下「管理

運営要領」という。）により行われているところであるが、管理運営要領を別紙新

旧対照表のとおり改め、令和５年４月１日より適用することとしたので通知する。 

 なお、貴管内関係者に対しては、貴職から周知されるよう御配慮願いたい。 
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「医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金の運営について」別紙新旧対照表 

新 旧 

別紙 

 

地域医療介護総合確保基金管理運営要領 

 

第１～第８（略） 

（別表）（略） 

 

別記１－１ 

１（略） 

２ 対象事業 

（１）（略） 

ア（略） 

イ（略） 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築

整備事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第１

項第８号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土

地。以下同じ）に所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築を行う

事業を対象とする。 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整

備事業 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築を

行う事業を対象とする。 

（ア）災害イエローゾーン 

災害イエローゾーンとは、次のいずれかに該当する区域とする。 

ａ 土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成 12 年法律第 57 号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

別紙 

 

地域医療介護総合確保基金管理運営要領 

 

第１～第８（略） 

（別表）（略） 

 

別記１－１ 

１（略） 

２ 対象事業 

（１）（略） 

ア（略） 

イ（略） 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備

事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第１

項第８号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土

地。以下同じ）に所在する老朽化等した広域型施設の移転改築を行う事業を

対象とする。 

（新規） 
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新 旧 

ｂ 浸水想定区域等 

浸水想定区域等に該当する区域は、次の区域とする。 

（ａ）水防法（昭和 24年法律第 193号）第 14条第１項又は第２項の洪

水浸水想定区域、同法第 14 条の２第１項又は第２項の雨水出水浸

水想定区域、同法第 14条の３第１項の高潮浸水想定区域 

（ｂ）津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第

10 条第３項第２号の津波浸水想定に定める浸水の区域、同法第 53

条第１項の津波災害警戒区域 

（ｃ）特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和 3年

法律第 31 号）による改正前の特定都市河川浸水被害対策法（平成

15 年法律第 77 号）第 32 条第１項の都市洪水想定区域、同法第 32

条第２項の都市浸水想定区域 

（イ）対象施設 

広域型介護施設等とは、次のいずれかに該当する施設とする。 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ 広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの。なお、改築に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・

ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けないもの）から施

設類型をケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

に変更する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの。ただし、北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、静岡

県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、
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新 旧 

岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

（ウ）対象事業 

災害イエローゾーンに所在する次のいずれかに該当する広域型介護

施設等の改築を行う事業を対象とする。 

ａ 対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から事業開始ま

でのいずれかの時点において、対象施設の当該事業用地に土砂災害警

戒区域又は浸水想定区域等の指定がなく、本事業への申請時点におい

て、対象施設の当該事業用地が、土砂災害警戒区域又は浸水想定区域

等で浸水した場合に想定される水深（以下「浸水深」という。なお、

津波災害警戒区域の場合は、津波防災地域づくりに関する法律第 53

条第２項に規定される基準水位をいう。）が１メートル以上に指定さ

れている場合 

ｂ 浸水想定区域等に所在する対象施設の建物新築工事契約時、建物購

入契約時等から事業開始までのいずれかの時点において、対象施設の

当該事業用地の浸水深が１メートル未満であって、本事業への申請時

点において、浸水深が１メートル以上となっている場合 

（エ）整備内容 

原則、災害イエローゾーンから災害イエローゾーン外への移転改築事

業を対象とする。ただし、次の全てに該当する場合には、災害イエロー

ゾーンにおける現地改築（対象施設の当該事業用地での改築をいう。一

部改築を含む。以下同じ。）事業についても対象とすることができる。 

ａ 災害イエローゾーン外での新たな事業用地の取得が困難であるこ

と、又は、移転により、対象施設に勤務する職員の確保が困難となる

おそれが高いこと。 

ｂ 対象施設の移転により、当該施設が所在する区域において都道府県

の介護保険事業支援計画で見込まれている必要な介護サービス量の

確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 対象施設又は対象施設が立地する事業用地において、災害イエロー

ゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防
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新 旧 

止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備

上の対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 現地改築に合わせ、当該施設が所在する災害イエローゾーンの災害

想定により想定される被災リスクに対して、非常災害対策計画、避難

確保計画等の改定が行われる計画となっていること。 

ｅ 当該施設について、過去に本事業を活用した現地改築を実施してい

ないこと。 

（２）～（７）（略） 

３ （略） 

４ その他 

（１）（略） 

ア（略） 

イ（略） 

ウ 過疎、山村、離島地域等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営

が確保できるもの。 

エ 災害レッドゾーンや災害イエローゾーンに所在する施設の移転改築整備

を行うもの。 

オ～キ（略） 

（２）災害レッドゾーンや災害イエローゾーンにおける施設等の移転改築整備

等が進むよう、以下のとおりの取扱いとする。 

ア 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の

事業の選定に当たっては、４（１）エの事業を他の事業より、優先的に盛

り込むよう配慮すること。 

イ 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防

災対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから

外れることが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関する

事業による補助の対象としないこと。 

 

ウ 災害イエローゾーンにおいて、介護施設等の新規整備を行う場合には、

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（７）（略） 

３（略） 

４ その他 

（１）（略） 

ア（略） 

イ（略） 

ウ 過疎、山村、離島等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営が確

保できるもの。 

エ 災害レッドゾーンや地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の

移転改築整備を行うもの。 

オ～キ（略） 

なお、災害レッドゾーンにおける施設等の移転改築整備等が進むよう、以下

のとおりの取扱いとする。 

① 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事

業の選定に当たっては、エの事業を他の事業より、優先的に盛り込むよう配

慮すること。 

② 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防災

対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから外れる

ことが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関する事業によ

る補助の対象としないこと。また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等につ

いては、安全上及び避難上の対策を補助の条件とすること。 

（新規） 
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新 旧 

防災対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害イエローゾーン

から外れることが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関

する事業による補助の対象としないこと。ただし、次に掲げる場合には補

助の対象とすることができる。 

（ア）土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の

場合は、次のａからｄの全てに該当すること 

（イ）浸水深１メートル未満の浸水想定区域等の場合は、次のｃ及びｄに該

当すること 

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域にお

いて、当該日常生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イ

エローゾーン以外での事業用地の取得が困難であること。 

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村におい

て、災害イエローゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場

合、当該施設が所在する区域において市区町村の介護保険事業計画で

見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来

にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地にお

いて、災害イエローゾーンの災害想定により想定される被災リスクに

対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするた

めの施設・設備上の対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾー

ンの災害想定により想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計

画、避難確保計画等に記載される計画となっていること。 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施

設等については、２（１）アの事業の対象としないこと。 

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型

介護施設等については、２（１）エの事業の対象としないこと。 
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新 旧 

別表１－１ 

 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業 
  

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 地域密着型特別

養護老人ホーム等

の整備（施設の整

備と一体的に整備

されるものであっ

て、都道府県知事

が必要と認めた整

備を含む。）に必

要な工事費又は工

事請負費及び工事

事務費（工事施工

のため直接必要な

事務に要する費用

であって、旅費、

消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費

及び設計監督料等

をいい、その額

は、工事費又は工

事請負費の２．

６％に相当する額

を限度額とす

る。）。 

  ただし、別の負

担（補助）金等に

おいて別途補助対

象とする費用を除

き、工事費又は工

事請負費には、こ

れと同等と認めら

れる委託費及び分

担金及び適当と認

められる購入費等

を含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設

されるショートステイ用居室 
2,000～4,880 千円 整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 25,000～61,000 千円 施設数 

  ・小規模な介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 2,600 千円 整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居者生

活介護の指定を受けるもの） 
2,000～4,880 千円 整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 1,950 千円 整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 15,000～36,600 千円 施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600 千円 施設数 

  
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所 
6,470 千円 施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600 千円 施設数 

 ・認知症対応型デイサービスセンター 13,000 千円 施設数 

 ・介護予防拠点 9,710 千円 施設数 

 ・地域包括支援センター 1,300 千円 施設数 

 ・生活支援ハウス 38,900 千円 施設数 

 ・緊急ショートステイの整備 1,300 千円 整備床数 

  ・施設内保育施設 13,000 千円 施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホー

ム又はサービス付き高齢者向け住宅であっ

て、特定施設入居者生活介護の指定を受け

るもの） 

2,000～4,880 千円 整備床数 

介護施設等の合築等     

  

  

・別記１-１の２の（１）アの事業対象施設

と合築・併設 

合築・併設する施設それぞれ上

記の配分基礎単価に 1.05 を乗

じた額 

上記に準

ずる 

空き家を活用した整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

  ・認知症高齢者グループホーム 
 

 

別表１－１ 

 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備     

 地域密着型特別

養護老人ホーム等

の整備（施設の整

備と一体的に整備

されるものであっ

て、都道府県知事

が必要と認めた整

備を含む。）に必

要な工事費又は工

事請負費及び工事

事務費（工事施工

のため直接必要な

事務に要する費用

であって、旅費、

消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費

及び設計監督料等

をいい、その額

は、工事費又は工

事請負費の２．

６％に相当する額

を限度額とす

る。）。 

  ただし、別の負

担（補助）金等に

おいて別途補助対

象とする費用を除

き、工事費又は工

事請負費には、こ

れと同等と認めら

れる委託費及び分

担金及び適当と認

められる購入費等

を含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 
25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  ・小規模な介護医療院 
25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 
2,380 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 
1,790 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 
15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 
15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 

5,940 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 ・認知症対応型デイサービスセンター 
11,900 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 ・介護予防拠点 
8,910 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 ・地域包括支援センター 
1,190 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 ・生活支援ハウス 
35,700 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 ・緊急ショートステイの整備 
1,190 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

  ・施設内保育施設 
11,900 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

介護施設等の合築等     

  

  

・別記１-１の２の（１）アの事業対象

施設と合築・併設 

合築・併設する施設それぞれ上記

の配分基礎単価に 1.05 を乗じた

額 

上記に準ず

る 

空き家を活用した整備     

  ・認知症高齢者グループホーム  
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  ・小規模多機能型居宅介護事業所 
 

9,710 千円 

 

施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設 

の大規模修繕・耐震化整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 ・特別養護老人ホーム 

1,230 千円 定員数 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム 

災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域

型介護施設等の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額  

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

 介護老人保健施設 25,000～61,000 千円 施設数  

 介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,880 千円 

 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広

域型介護施設等の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額  

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

 介護老人保健施設 25,000～61,000 千円 施設数  

 介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

8,910 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

 

 

施設数 
  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備 

 ・特別養護老人ホーム 

1,128 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
定員数 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム 

災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備  

 
特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 

 介護老人保健施設 
25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数  

 介護医療院 
25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数  

 養護老人ホーム 
2,380 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であっ

て、特定施設入居者生活介護の指定を

受けるもの） 

2,000～4,480 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 

 注）施設数単位で助成する施設等について、新規開設時に一度助成を受けている場合であっても、増床する場合に

は、配分基礎単価を平均利用定員で割るなど、合理的な方法を用いて算出した額で助成することができる。 
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ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただ

し、増員分

は対象外。 

 

注）施設数単位で助成する施設等について、新規開設時に一度助成を受けている場合であっても、増床する場合には、

配分基礎単価を平均利用定員で割るなど、合理的な方法を用いて算出した額で助成することができる。 

 
 
（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

  

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の円滑な開

所や既存施設の増

床、介護療養型医

療施設から介護老

人保健施設への転

換の際に必要な需

用費、使用料及び

賃借料、備品購入

費（備品設置に伴

う工事請負費を含

む）、報酬、給

料、職員手当等、

共済費、賃金、旅

費、役務費、委託

料又は工事請負

費。 

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

914 千円 定員数 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 
  

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

 
 

・訪問看護ステーション（大規模化やサ

テライト型事業所の設置） 
4,580 千円 施設数 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 

914 千円 

定員数 

※小規模

多機能型

居宅介護

事業所及

び看護小

規模多機

能型居宅

介護事業

所にあっ

ては、宿

泊定員数

とする。 

   ・小規模な介護老人保健施設 

   ・小規模な介護医療院 

 
  

・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

   ・認知症高齢者グループホーム 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所 

   ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

 
  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 
15,300 千円 施設数 

   ・都市型軽費老人ホーム 458 千円 定員数 

 

 

 

 

 

 

（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 
  

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の円滑な開

所や既存施設の増

床、介護療養型医

療施設から介護老

人保健施設への転

換の際に必要な需

用費、使用料及び

賃借料、備品購入

費（備品設置に伴

う工事請負費を含

む）、報酬、給

料、職員手当等、

共済費、賃金、旅

費、役務費、委託

料又は工事請負

費。 

  定員 30 名以上の広域型施設等   

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設され

るショートステイ用居室 

839 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
定員数 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 
  

・ケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの） 

 
 

・訪問看護ステーション（大規模化

やサテライト型事業所の設置） 

4,200 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等   

 
  

・地域密着型特別養護老人ホーム及

び併設されるショートステイ用居室 

839 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

   ・小規模な介護老人保健施設 

   ・小規模な介護医療院 

 
  

・小規模なケアハウス（特定施設入

居者生活介護の指定を受けるもの） 

   ・認知症高齢者グループホーム 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 
  

・看護小規模多機能型居宅介護事業

所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老

人ホーム又はサービス付き高齢者向

け住宅であって、特定施設入居者生

活介護の指定を受けるもの） 

 
  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所 

14,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 
  ・都市型軽費老人ホーム 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
定員数 
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   ・小規模な養護老人ホーム 458 千円 

   ・施設内保育施設 4,580 千円 施設数 

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への

転換整備に必要な経費（介護療養型老人保健施設

の介護医療院への転換整備に必要な経費を含

む。）※ 

※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 ・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

239 千円 

定員数 

（転換前

床数） 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の大規模修

繕の際にあわせて

行う、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入

に必要な経費（令

和２年４月 14 日

老高発 0414 第１

号・老振発 0414

第１号厚生労働省

老健局総務課長・

高齢者支援課長・

振興課長通知「地

域医療介護総合確

保基金（介護従事

者の確保に関する

事業）における

「管理者等に対す

る雇用管理改善方

策普及・促進事

業」の実施につい

て」の別紙１・別

紙２を準用す

る）。 

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

458 千円 定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

 
 

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 

 

 

 

 

 

 

 

 

458 千円 

定員数 

※小規模

多機能型

居宅介護

事業所及

び看護小

規模多機

能型居宅

介護事業

所にあっ

ては、宿

泊定員数

とする。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

 
 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 
7,630 千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 229 千円 定員数 

 
  ・小規模な養護老人ホーム 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  ・施設内保育施設 

4,200 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備に必要な経費 

 （介護療養型老人保健施設の介護医療院への転換整備に必要な経費を含む。） 

 ・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

219 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

定員数 

（転換前床

数） 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の大規模修

繕の際にあわせて

行う、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入

に必要な経費（令

和２年４月 14 日

老高発 0414 第１

号・老振発 0414

第１号厚生労働省

老健局総務課長・

高齢者支援課長・

振興課長通知「地

域医療介護総合確

保基金（介護従事

者の確保に関する

事業）における

「管理者等に対す

る雇用管理改善方

策普及・促進事

業」の実施につい

て」の別紙１・別

紙２を準用す

る）。 

  定員 30 名以上の広域型施設等  

 
 

・特別養護老人ホーム及び併設され

るショートステイ用居室 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

 
 

・ケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等  

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及

び併設されるショートステイ用居室 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入

居者生活介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 
 

・看護小規模多機能型居宅介護事業

所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老

人ホーム又はサービス付き高齢者向

け住宅であって、特定施設入居者生

活介護の指定を受けるもの） 

 
 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所 

7,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

 
 ・都市型軽費老人ホーム 

210 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
定員数 
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新 旧 
  ・小規模な養護老人ホーム 229 千円 

  ・施設内保育施設 2,290 千円 施設数 

介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点におけ

る防災意識啓発の取組に必要な経費※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

介護予防拠点に

おいて参加者の防

災に対する意識の

共有を図るために

必要な需用費（印

刷製本費、修繕

料）、備品購入費

（備品設置に伴う

工事請負費を含

む）、報酬、旅

費、役務費（通信

運搬費、広告料、

手数料）又は委託

料。 

 

・介護予防拠点 109 千円 １か所 

 

（３）略 

（４）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 既存施設のユニット化改修※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額  特別養護老人

ホーム等のユニ

ット化等の改修

（施設の整備と

一体的に整備さ

れるものであっ

て、都道府県知

事が必要と認め

た整備を含

む。）に必要な

工事費又は工事

請負費及び工事

事務費（工事施

工のため直接必

要な事務に要す

る費用であっ

て、旅費、消耗

品費、通信運搬

費、印刷製本費

及び設計監督料

等をいい、その

額は、工事費又

は工事請負費の

  「個室 → ユニット化」改修 1,300 千円 

整備床

数 
  

「多床室（ユニット型個室的多床室を

含む。） →  

ユニット化」改修 

2,600 千円 

  

ア 特別養護老人ホームのユニット化 

イ 介護老人保健施設のユニット化 

ウ 介護医療院のユニット化 

エ 介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設 

  ・ 介護老人保健施設 

  ・ ケアハウス 

  ・ 特別養護老人ホーム 

  ・ 介護医療院 

  ・ 認知症高齢者グループホーム 

  

 特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室（多床室）のプライ

バシー保護のための改修 

800 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床

数 

 介護療養型医療施設の介護老人保健施

設等への転換整備 （介護療養型老人保

健施設から転換して介護医療院を整備す

る事業についても対象とする。）※ 

※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 ・小規模な養護老人ホーム 

210 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 ・施設内保育施設 

2,100 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
施設数 

介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組に必要な経費 介護予防拠点に

おいて参加者の防

災に対する意識の

共有を図るために

必要な需用費（印

刷製本費、修繕

料）、備品購入費

（備品設置に伴う

工事請負費を含

む）、報酬、旅

費、役務費（通信

運搬費、広告料、

手数料）又は委託

料。 

 

・介護予防拠点 
100 千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
１か所 

 

（３）略 

（４）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 既存施設のユニット化改修      特別養護老人

ホーム等のユニ

ット化等の改修

（施設の整備と

一体的に整備さ

れるものであっ

て、都道府県知

事が必要と認め

た整備を含

む。）に必要な

工事費又は工事

請負費及び工事

事務費（工事施

工のため直接必

要な事務に要す

る費用であっ

て、旅費、消耗

品費、通信運搬

費、印刷製本費

及び設計監督料

等をいい、その

額は、工事費又

は工事請負費の

  「個室 → ユニット化」改修 

1,190 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 
整備床数 

  
「多床室（ユニット型個室的多床室を

含む。） → ユニット化」改修 

2,380 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

  

ア 特別養護老人ホームのユニット化 

イ 介護老人保健施設のユニット化 

ウ 介護医療院のユニット化 

エ 介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設 

  ・ 介護老人保健施設 

  ・ ケアハウス 

  ・ 特別養護老人ホーム 

  ・ 介護医療院 

  ・ 認知症高齢者グループホーム 

  

 特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室（多床室）のプライ

バシー保護のための改修 

734 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

整備床数 

 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 

 （介護療養型老人保健施設から転換して介護医療院を整備する事業

についても対象とする。）  
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新 旧 

  

  ・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設される

ショートステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

創設 2,440 千円 

転換前

床数 

２．６％に相当

する額を限度額

とする｡)｡ 

 ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

  

  
改築 3,020 千円 

  

  
改修 1,220 千円 

介護施設等の看取り環境の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

特別養護老人

ホーム等の看取

り環境又は共生

型サービス事業

所の整備のため

の改修に必要な

経費ついては同

上。設備につい

ては、需用費

（修繕料）、使

用料及び賃借料

又は備品購入費

（備品設置に伴

う工事請負費を

含む。）｡ 

 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又

はサービス付き高齢者向け住宅であっ

て、特定施設入居者生活介護の指定を

受けるもの） 

3,820 千円 施設数 

共生型サービス事業所の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 

・通所介護事業所（地域密着型通所介

護事業所を含む。） 

・短期入所生活介護事業所（介護予防

短期入所生活介護事業所を含む。） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

1,130 千円 
事業所

数 

 注）いずれの事業の介護施設等も、定員規模は問わない。 

 

（５）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

  民有地マッチング事業※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額  民有地マッチ

ング事業を実施

するために必要

な賃金、旅費、

謝金、会議費、

  
・土地等所有者と介護施設等整備法

人等のマッチング支援 
6,110 千円 自治体 

  ・整備候補地等の確保支援 5,000 千円 自治体 

  

  ・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設される

ショートステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

創設 2,240 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

転換前床

数 

２．６％に相当

する額を限度額

とする｡)｡ 

 ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

  

  

改築 2,770 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

  

  

改修  1,115 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

介護施設等の看取り環境の整備 

特別養護老人

ホーム等の看取

り環境又は共生

型サービス事業

所の整備のため

の改修に必要な

経費ついては同

上。設備につい

ては、需用費

（修繕料）、使

用料及び賃借料

又は備品購入費

（備品設置に伴

う工事請負費を

含む。）｡ 

 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又

はサービス付き高齢者向け住宅であっ

て、特定施設入居者生活介護の指定を

受けるもの） 

3,500 千円 

の範囲で都道府県知事

が定める額 

施設数 

共生型サービス事業所の整備 

 

・通所介護事業所（地域密着型通所介

護事業所を含む。） 

・短期入所生活介護事業所（介護予防

短期入所生活介護事業所を含む。） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

1,029 千円 

の範囲で都道府県知事

が定める額 

事業所数 

 注）いずれの事業の介護施設等も、定員規模は問わない。 

 

（５）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

  民有地マッチング事業      民有地マッチ

ング事業を実施

するために必要

な賃金、旅費、
  

・土地等所有者と介護施設等整備法人

等のマッチング支援 

5,610 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

自治体 
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新 旧 

  
・地域連携コーディネーターの配置

支援 
4,890 千円 １か所 

印刷製本費、備

品購入費等 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

 

 

 

（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 介護施設等における簡易陰圧装置の設

置に係る経費支援事業 
4,710 千円 

都道府県

知事が認

めた台数

（定員数

を上限と

する） 

簡易陰圧装置

を設置するため

に必要な備品購

入費、工事費又

は工事請負費及

び工事事務費

（工事施工のた

め直接必要な事

務に要する費用

であって、旅

費、消耗品費、

通信運搬費、印

刷製本費及び設

計監督料等をい

い、その額は、

工事費又は工事

請負費の２．

６％に相当する

額を限度額とす

る。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

 
介護施設等における感染拡大防止のた

めのゾーニング環境等の整備に係る経

費支援事業 

   

  ・整備候補地等の確保支援 

4,590 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

自治体 

謝金、会議費、

印刷製本費、備

品購入費等 

  
・地域連携コーディネーターの配置支

援 

4,490 千円 

の範囲で都道府県知事が

定める額 

１か所 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

 

（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 介護施設等における簡易陰圧装置の設置

に係る経費支援事業 
4,320 千円 

都道府県知事

が認めた台数

（定員数を上

限とする） 

簡易陰圧装置

を設置するため

に必要な備品購

入費、工事費又

は工事請負費及

び工事事務費

（工事施工のた

め直接必要な事

務に要する費用

であって、旅

費、消耗品費、

通信運搬費、印

刷製本費及び設

計監督料等をい

い、その額は、

工事費又は工事

請負費の２．

６％に相当する

額を限度額とす

る。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

 
介護施設等における感染拡大防止のため

のゾーニング環境等の整備に係る経費支

援事業 
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・ユニット型施設の各ユニットへの玄

関室設置によるゾーニング経費支援 

  

1,090 千円 １か所 

感染拡大防止

のためのゾーニ

ング環境等の整

備するために必

要な備品購入

費、工事費又は

工事請負費及び

工事事務費（工

事施工のため直

接必要な事務に

要する費用であ

って、旅費、消

耗品費、通信運

搬費、印刷製本

費及び設計監督

料等をいい、そ

の額は、工事費

又は工事請負費

の２．６％に相

当する額を限度

額とする。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。  

 

 

 

・従来型個室・多床室のゾーニング経

費支援 

 

 

6,540 千円 １か所 

 ・家族面会室の整備等経費支援 3,820 千円 
施設・事

業所 

 
介護施設等における多床室の個室化に

要する改修費支援事業 
1,070 千円 定員数 

介護施設等に

おける多床室の

個室化に必要な

工事費又は工事

請負費及び工事

事務費（工事施

工のため直接必

要な事務に要す

る費用であっ

て、旅費、消耗

品費、通信運搬

費、印刷製本費

及び設計監督料

等をいい、その

額は、工事費又

は工事請負費の

２．６％に相当

 

 

 

・ユニット型施設の各ユニットへの玄関

室設置によるゾーニング経費支援 

  

1,000 千円 １か所 

感染拡大防止

のためのゾーニ

ング環境等の整

備するために必

要な備品購入

費、工事費又は

工事請負費及び

工事事務費（工

事施工のため直

接必要な事務に

要する費用であ

って、旅費、消

耗品費、通信運

搬費、印刷製本

費及び設計監督

料等をいい、そ

の額は、工事費

又は工事請負費

の２．６％に相

当する額を限度

額とする。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。  

 

 

 

・従来型個室・多床室のゾーニング経費

支援 

 

 

6,000 千円 １か所 

 ・家族面会室の整備等経費支援 

 

 

3,500 千円 

  

施設・事業所 

 
介護施設等における多床室の個室化に要

する改修費支援事業 
978千円 定員数 

介護施設等に

おける多床室の

個室化に必要な

工事費又は工事

請負費及び工事

事務費（工事施

工のため直接必

要な事務に要す

る費用であっ

て、旅費、消耗

品費、通信運搬

費、印刷製本費

及び設計監督料

等をいい、その

額は、工事費又

は工事請負費の

２．６％に相当
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する額を限度額

とする。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

 

 注）いずれの介護施設等も、定員規模は問わない。 

（７）略 

 

別記１－２ 

１（略） 

２ 対象事業 

（１）（略） 

ア～イ（略） 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築

整備事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第１

項第８号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土

地。以下同じ）に所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築を行う

事業を対象とする。 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整

備事業 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築を

行う事業を対象とする。 

（ア）災害イエローゾーン 

災害イエローゾーンとは、次のいずれかに該当する区域とする。 

する額を限度額

とする。）。 

ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

 

 注）いずれの介護施設等も、定員規模は問わない。 

（７）略 

 

別記１－２ 

１（略） 

２ 対象事業 

（１）（略） 

ア～イ（略） 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備

事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第１

項第８号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土

地。以下同じ）に所在する老朽化等した広域型施設の移転改築を行う事業を

対象とする。 

（新規） 
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ａ 土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成 12年法律第 57号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

ｂ 浸水想定区域等 

浸水想定区域等に該当する区域は、次の区域とする。 

（ａ）水防法（昭和 24年法律第 193号）第 14条第１項又は第２項の洪水

浸水想定区域、同法第 14 条の２第１項又は第２項の雨水出水浸水想

定区域、同法第 14 条の３第１項の高潮浸水想定区域 

（ｂ）津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123号）第 10

条第３項第２号の津波浸水想定に定める浸水の区域、同法第 53条第

１項の津波災害警戒区域 

（ｃ）特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和 3年法

律第 31号）による改正前の特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年

法律第 77号）第 32条第１項の都市洪水想定区域、同法第 32条第２

項の都市浸水想定区域 

（イ）対象施設 

広域型介護施設等とは、次のいずれかに該当する施設とする。 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ

ートステイ用居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ 広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの。なお、改築に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・ケ

アハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けないもの）から施設類

型をケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）に変更

する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又はサ

ービス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定
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を受けるもの。ただし、北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼

玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、静岡県、

愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、

広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

（ウ）対象事業 

災害イエローゾーンに所在する次のいずれかに該当する広域型介護施

設等の改築を行う事業を対象とする。 

ａ 対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から事業開始ま

でのいずれかの時点において、対象施設の当該事業用地に土砂災害警

戒区域又は浸水想定区域等の指定がなく、本事業への申請時点におい

て、対象施設の当該事業用地が、土砂災害警戒区域又は浸水想定区域等

で浸水した場合に想定される水深（以下、「浸水深」という。なお、津

波災害警戒区域の場合は、津波防災地域づくりに関する法律第 53条第

２項に規定される基準水位をいう。）が１メートル以上に指定されてい

る場合 

ｂ 浸水想定区域等に所在する対象施設の建物新築工事契約時、建物購

入契約時等から事業開始までのいずれかの時点において、対象施設の

当該事業用地の浸水深が１メートル未満であって、本事業への申請時

点において、浸水深が１メートル以上となっている場合 

（エ）整備内容 

原則、災害イエローゾーンから災害イエローゾーン外への移転改築事

業を対象とする。ただし、次の全てに該当する場合には、災害イエローゾ

ーンにおける現地改築（対象施設の当該事業用地での改築をいう。一部改

築を含む。以下同じ。）事業についても対象とすることができる。 

ａ 災害イエローゾーン外での新たな事業用地の取得が困難であるこ

と、又は、移転により、対象施設に勤務する職員の確保が困難となるお

それが高いこと。 

ｂ 対象施設の移転により、当該施設が所在する区域において都道府県

の介護保険事業支援計画で見込まれている必要な介護サービス量の確
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保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 対象施設又は対象施設が立地する事業用地において、災害イエロー

ゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・

軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備上の

対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 現地改築に合わせ、当該施設が所在する災害イエローゾーンの災害

想定により想定される被災リスクに対して、非常災害対策計画、避難確

保計画等の改定が行われる計画となっていること。 

ｅ 当該施設について、過去に本事業を活用した現地改築を実施してい

ないこと。 

（２）～（５）（略） 

３ （略） 

４ その他 

（１）略 

 ア（略） 

 イ（略） 

ウ 過疎、山村、離島地域等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営

が確保できるもの。 

エ 災害レッドゾーンや災害イエローゾーンに所在する施設の移転改築整備

を行うもの。 

オ～キ（略） 

（２）災害レッドゾーンや災害イエローゾーンにおける施設等の移転改築整備

等が進むよう、以下のとおりの取扱いとする。 

ア 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の

事業の選定に当たっては、４（１）エの事業を他の事業より、優先的に盛

り込むよう配慮すること。 

イ 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防

災対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから

外れることが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（５）（略） 

３（略） 

４ その他 

（１）（略） 

 ア（略） 

 イ（略） 

ウ 過疎、山村、離島等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営が確

保できるもの。 

エ 災害レッドゾーンや地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の

移転改築整備を行うもの。 

オ～キ（略） 

なお、災害レッドゾーンにおける施設等の移転改築整備等が進むよう、以下

のとおりの取扱いとする。 

① 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事

業の選定に当たっては、エの事業を他の事業より、優先的に盛り込むよう配

慮すること。 

② 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防災

対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから外れる

ことが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関する事業によ
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事業による補助の対象としないこと。 

 

ウ 災害イエローゾーンにおいて、介護施設等の新規整備を行う場合には、

防災対策工事により、事業開始時点で当該建設地が災害イエローゾーン

から外れることが見込まれる場合等を除き、原則、介護施設等の整備に関

する事業による補助の対象としないこと。ただし、次に掲げる場合には補

助の対象とすることができる。 

（ア）土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の

場合は、次のａからｄの全てに該当すること 

（イ）浸水深１メートル未満の浸水想定区域等の場合は、次のｃ及びｄに該

当すること 

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域にお

いて、当該日常生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イ

エローゾーン以外での事業用地の取得が困難であること。 

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村におい

て、災害イエローゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場

合、当該施設が所在する区域において市区町村の介護保険事業計画で

見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来

にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地にお

いて、災害イエローゾーンの災害想定により想定される被災リスクに

対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするた

めの施設・設備上の対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾー

ンの災害想定により想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計

画、避難確保計画等に記載される計画となっていること。 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施

設等については、２（１）アの事業の対象としないこと。 

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型

る補助の対象としないこと。また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等につ

いては、安全上及び避難上の対策を補助の条件とすること。 

（新規） 
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介護施設等については、２（１）エの事業の対象としないこと。 
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別表１－２ 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 地域密着型特

別養護老人ホー

ム等の整備（施

設の整備と一体

的に整備される

ものであって、

都道府県知事が

必要と認めた整

備を含む。）に

必要な工事費又

は工事請負費及

び工事事務費

（工事施工のた

め直接必要な事

務に要する費用

であって、旅

費、消耗品費、

通信運搬費、印

刷製本費及び設

計監督料等をい

い、その額は、

工事費又は工事

請負費の２．

６％に相当する

額を限度額とす

る。）。 

  ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 25,000～61,000 千円 施設数 

  ・小規模な介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 2,600 千円 整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 1,950 千円 整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 15,000～36,600 千円 施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600 千円 施設数 

  
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 
6,470 千円 施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600 千円 施設数 

  ・施設内保育施設 13,000千円 施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅

であって、特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

2,000～4,880千円 整備床数 

介護施設等の合築等     

  

  

・別記１-２の２の（１）アの事業対象

施設と合築・併設 

合築・併設する施設それぞ

れ上記の 

配分基礎単価に 1.05 を乗

じた額 

上記に準

ずる 

空き家を活用した整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

  ・認知症高齢者グループホーム 

9,710 千円 施設数 
  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施

設の大規模修繕・耐震化整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

別表１－２ 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備     

 地域密着型特

別養護老人ホー

ム等の整備（施

設の整備と一体

的に整備される

ものであって、

都道府県知事が

必要と認めた整

備を含む。）に

必要な工事費又

は工事請負費及

び工事事務費

（工事施工のた

め直接必要な事

務に要する費用

であって、旅

費、消耗品費、

通信運搬費、印

刷製本費及び設

計監督料等をい

い、その額は、

工事費又は工事

請負費の２．

６％に相当する

額を限度額とす

る。）。 

  ただし、別の

負担（補助）金

等において別途

補助対象とする

費用を除き、工

事費又は工事請

負費には、これ

と同等と認めら

れる委託費及び

分担金及び適当

と認められる購

入費等を含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び

併設されるショートステイ用居室 

2,000～4,480千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 

25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  ・小規模な介護医療院 

25,000～56,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 

2,380 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居

者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,480千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 

1,790 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 

15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所 

5,940 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

15,000～33,600 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

  ・施設内保育施設 

11,900千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人

ホーム又はサービス付き高齢者向け住

宅であって、特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

2,000～4,480千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 

介護施設等の合築等     

  

  

・別記１-２の２の（１）アの事業対象

施設と合築・併設 

合築・併設する施設それぞ

れ上記の 

上記に準

ずる 
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 ・特別養護老人ホーム 

1,230 千円 

 
整備床数 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム 

災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域

型介護施設等の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 介護老人保健施設 25,000～61,000 千円 施設数 

 介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数 

 養護老人ホーム 2,600 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 
介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,880 千円 

 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広

域型介護施設等の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 介護老人保健施設 25,000～61,000 千 施設数 

 介護医療院 25,000～61,000 千円 施設数 

 養護老人ホーム 2,600 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 
2,000～4,880 千円 

整備床数 
※移転後床

数。ただし、

増員分は対象

外。 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,880 千円 
整備床数 
※移転後床

数。ただし、

 

配分基礎単価に 1.05 を乗

じた額 

空き家を活用した整備     

  ・認知症高齢者グループホーム 

8,910 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

施設数 
  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備 

 ・特別養護老人ホーム 

1,128 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

整備床数 
 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム    
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増員分は対象

外。 

注）施設数単位で助成する施設等について、新規開設時に一度助成を受けている場合であっても、増床する場合には、

配分基礎単価を平均利用定員で割るなど、合理的な方法を用いて算出した額で助成することができる。 

（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の円滑な開

所や既存施設の増

床、介護療養型医療

施設から介護老人

保健施設への転換

の際に必要な需用

費、使用料及び賃借

料、備品購入費（備

品設置に伴う工事

請負費を含む）、報

酬、給料、職員手当

等、共済費、賃金、

旅費、役務費、委託

料又は工事請負費。 

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設されるショ

ートステイ用居室 

914 千円  定員数 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 
  

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの） 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、特

定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設

されるショートステイ用居室 

914 千円  

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

   ・小規模な介護老人保健施設 

   ・小規模な介護医療院 

 
  

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生

活介護の指定を受けるもの） 

   ・認知症高齢者グループホーム 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所 

   ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホー

ム又はサービス付き高齢者向け住宅であ

って、特定施設入居者生活介護の指定を受

けるもの） 

 
  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所 
15,300 千円 施設数 

   ・都市型軽費老人ホーム 458 千円 
定員数 

   ・小規模な養護老人ホーム 458 千円 

   ・施設内保育施設 4,580 千円 施設数 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行うロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費  特別養護老人ホ

ーム等の大規模修

繕の際にあわせて

行う、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入

に必要な経費（令

和２年４月 14 日老

高発 0414 第１号・

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設されるショ

ートステイ用居室 458 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

定員数    ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 

 

（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の円滑な開

所や既存施設の増

床、介護療養型医

療施設から介護老

人保健施設への転

換の際に必要な需

用費、使用料及び

賃借料、備品購入

費（備品設置に伴

う工事請負費を含

む）、報酬、給

料、職員手当等、

共済費、賃金、旅

費、役務費、委託

料又は工事請負

費。 

  定員 30 名以上の広域型施設等   

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

839 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

定員数 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 
  

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等   

 
  

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 

839 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

   ・小規模な介護老人保健施設 

   ・小規模な介護医療院 

 
  

・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

   ・認知症高齢者グループホーム 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所 

   ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

 

  
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 

14,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

施設数 

 

  ・都市型軽費老人ホーム 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 
定員数 

 

  ・小規模な養護老人ホーム 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

 

  ・施設内保育施設 

4,200 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

施設数 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行うロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費  特別養護老人ホ

ーム等の大規模修

繕の際にあわせて
  定員 30 名以上の広域型施設等  
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・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの） 

老振発 0414 第１号

厚生労働省老健局

高齢者支援課長・

振興課長通知「地

域医療介護総合確

保基金（介護従事

者の確保に関する

事業）における

「管理者等に対す

る雇用管理改善方

策普及・促進事

業」の実施につい

て」の別紙１・別

紙２を準用す

る）。 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、特

定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設

されるショートステイ用居室 

458 千円 

 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生

活介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホー

ム又はサービス付き高齢者向け住宅であ

って、特定施設入居者生活介護の指定を受

けるもの） 

 
 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所 
7,630 千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 229 千円 
定員数 

  ・小規模な養護老人ホーム 229 千円 

  ・施設内保育施設 2,290 千円 施設数 

 

 

 

 

 

（３）略 

（４）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

  民有地マッチング事業※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額  民有地マッチ

ング事業を実施

するために必要

な賃金、旅費、

謝金、会議費、

  
・土地等所有者と介護施設等整備法人等

のマッチング支援 
6,110 千円 自治体 

  ・整備候補地等の確保支援 5,000 千円 自治体 

 
  

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

定員数 

行う、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入

に必要な経費（令

和２年４月 14 日老

高発 0414 第１号・

老振発 0414 第１号

厚生労働省老健局

高齢者支援課長・

振興課長通知「地

域医療介護総合確

保基金（介護従事

者の確保に関する

事業）における

「管理者等に対す

る雇用管理改善方

策普及・促進事

業」の実施につい

て」の別紙１・別

紙２を準用す

る）。 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

 
  

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

   ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又は

サービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等  

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併

設されるショートステイ用居室 

420 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホ

ーム又はサービス付き高齢者向け住宅で

あって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

 

 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所 

7,000 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

施設数 

 

 ・都市型軽費老人ホーム 

210 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 
定員数 

 

 ・小規模な養護老人ホーム 

210 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

 

 ・施設内保育施設 

2,100 千円 

の範囲で都道府県知事が定め

る額 

施設数 

（３）略 

（４）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

  民有地マッチング事業      民有地マッチ

ング事業を実施

するために必要

な賃金、旅費、
  

・土地等所有者と介護施設等整備法人等

のマッチング支援 

5,610 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

自治体 
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  ・地域連携コーディネーターの配置支援 4,890 千円 １か所 
印刷製本費、備

品購入費等 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

 

 

（５）（略） 

 

別記２ 

１ （略） 

２  

（略） 

（１）～（14）（略） 

（15）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業 

   以下の、イ、ロの実施に当たって、その他必要な事項については、別に通

知に定めるものとする。 

イ （略） 

ロ 外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業 

介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生や１号特定技能外国人の受入れ

を円滑に進めるため、介護福祉士養成施設と留学希望者、また、介護施設等

と特定技能１号による就労希望者等とのマッチングを適切に行うために必要

な経費について助成する。 

（16）～（29）（略） 

（30）外国人介護人材研修支援事業 

外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、

都道府県が外国人介護人材の介護技能向上のための集合研修等を実施するた

めの経費を助成する。 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定

めるものとする。 

（31）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

  ・整備候補地等の確保支援 

4,590 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

自治体 

謝金、会議費、

印刷製本費、備

品購入費等 

  ・地域連携コーディネーターの配置支援 

4,490 千円 

の範囲で都道府県知事が定

める額 

１か所 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

（５）（略） 

 

別記２ 

１ （略） 

２  

（略） 

（１）～（14）（略） 

（15）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

   以下の、イ、ロの実施に当たって、その他必要な事項については、

別に通知に定めるものとする。 

イ （略） 

ロ 外国人留学生及び特定技能１号外国人のマッチング支援事業 

介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生や特定技能１号外国人 

の受入れを円滑に進めるため、介護福祉士養成施設と留学希望者、ま

た、介護施設等と特定技能１号による就労希望者等とのマッチングを

適切に行うために必要な経費について助成する。 

（16）～（29）（略） 

（新規） 
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経済連携協定（EPA）又は交換公文に基づき入国し、介護施設等で就労しな

がら介護福祉士国家資格の取得を目指す者が介護福祉士国家試験に合格でき

るよう、受入施設における日本語及び介護分野の専門知識に係る学習の支援

に対する経費を助成する。 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定

めるものとする。 

（32）介護職員長期定着支援事業 

  （略） 

（33）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

  （略） 

（34）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

   以下の、ロ、ハ、ニの実施に当たって、その他必要な事項については、別

に通知に定めるものとする。 

  イ （略） 

  ロ 介護ロボット導入支援事業 

    職場環境の改善（介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、

介護従事者が継続して就労するための環境整備）に向けて、介護事業所が

介護ロボットを導入するための経費に対し助成する。 

 

 

 

ハ ＩＣＴ導入支援事業 

介護分野におけるＩＣＴ化を抜本的に進めるため、ＩＣＴを活用して介

護記録から請求業務までが一気通貫となること等を要件として、介護ソフ

ト及びタブレット端末等を導入するための経費に対し助成する。 

 

二 介護生産性向上推進総合事業 

  介護現場において、生産性向上の取組を進めるためには、一つの介護事

業者のみの自助努力だけでは限界があり、発信力のあるモデル事業所を地

 

 

 

 

 

 

（30）介護職員長期定着支援事業 

  （略） 

（31）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

  （略） 

（32）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

   以下の、ロ、ハ、ニの実施に当たって、その他必要な事項について

は、別に通知に定めるものとする。 

  イ （略） 

  ロ 介護ロボット導入支援事業 

    現在市場化されつつある新たな技術を活用した介護ロボットは、

介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護従事者が

継続して就労するための環境整備策として有効である。これらの介

護ロボットにより、介護環境の改善に即効性を持たせるとともに、

広く一般に介護事業所による導入が可能となるよう先駆的な取り

組みを実施するための経費に対し助成する。 

ハ ＩＣＴ導入支援事業 

介護分野におけるＩＣＴ化を抜本的に進めるため、ＩＣＴを活用

して介護記録から請求業務までが一気通貫となること等を要件とし

て、介護ソフト及びタブレット端末等を導入するための経費に対し

助成する。 

二 介護事業所に対する業務改善支援事業 

①第三者が生産性向上の取組を支援するための費用の助成 

厚生労働省が作成する生産性向上ガイドラインに基づき業務改 
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域で育成し、周辺に取組を伝播させていくことが重要である。この取組を

自治体が主導し、地域の福祉関係者はもとより、雇用や教育などの多様な

関係者とも連携しながら、地域全体で取組を推進していく必要がある。 

このため、都道府県が主体となって、生産性向上に資するワンストップ

型の総合相談センターの設置、関係機関との協議会（介護現場革新会議）

の実施等の取組を実施するための経費に対し助成する。 

 

 

 

 

 

ホ （略） 

（35）雇用管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 

  （略） 

（36）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 

  （略） 

（37）介護サービス事業者等の職員に対する育児支援（ベビーシッター派遣等）

事業 

  （略） 

（38）子育て支援のための代替職員のマッチング事業 

  （略） 

（39）外国人介護人材受入施設等環境整備事業 

外国人介護人材を受入れる（予定を含む）介護施設等において、多言語翻

訳機の導入等のコミュニケーション支援、介護福祉士の資格取得を目指す外

国人職員への学習支援、メンタルヘルスケア等の生活支援を行うことにより、

外国人介護人材の受入環境整備を推進するための経費に対して助成する。ま

た、介護福祉士養成施設において留学生に適切な教育・指導を行うための教

員の質の向上に資する取組に必要な経費に対して助成する。 

善に取り組む介護事業所について、以下の要件に該当すると都道

府県又は市町村が認める場合、当該介護事業所が業務改善に係る

知識・経験を有する第三者から取組の支援を受けるための費用の

一部に対して助成する。 

     ・人材不足に関連した課題を解決することが急務であること 

     ・その取組を後押しすることにより地域全体における取組の拡大

にも資するものであること 

②都道府県等が開催する介護現場革新会議で必要と認められた経費

の助成 

     都道府県等が開催する介護現場革新会議において、必要と認め

られる取組に要する経費の一部に対して助成する。 

ホ （略） 

（33）雇用管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 

  （略） 

（34）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 

  （略） 

（35）介護サービス事業者等の職員に対する育児支援（ベビーシッター派

遣等）事業 

  （略） 

（36）子育て支援のための代替職員のマッチング事業 

  （略） 

（37）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

外国人介護人材を受入れる（予定を含む）介護施設等において、多

言語翻訳機の導入等のコミュニケーション支援、介護福祉士の資格取

得を目指す外国人職員への学習支援、メンタルヘルスケア等の生活支

援を行うことにより、外国人介護人材の受入れ環境整備を推進するた

めの経費に対して助成する。また、介護福祉士養成施設において留学

生に適切な教育・指導を行うための教員の質の向上に資する取組に必

要な経費に対して助成する。 
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なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定

めるものとする。 

（40）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービ

ス提供体制確保事業 

（略） 

（41）離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業 

  （略） 

 

別記３ 

１ 目的 （略） 

２ 対象事業 （略） 

３ 補助対象経費 （略） 

４ 交付要件 

次の（１）～（４）のいずれをも満たすこと。 

（１） （略） 

（２）月の時間外・休日労働が 80 時間を超える医師を雇用している若しくは雇用を予定 

している医療機関で、労働基準法第 36 条に規定される労働組合若しくは労働者の代 

表と結ぶ協定（以下「36 協定」という。）において全員又は一部の医師の年の時間外・ 

休日労働時間の上限が 960 時間を超えていること又は全員若しくは一部の医師の年 

の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えた 36 協定の締結に向けた見直しを 

予定若しくは検討していること。 

ただし、他の医療機関へ医師派遣を行うことによって当該派遣される医師の労働 

時間が、やむを得ず長時間となる医療機関及び当該派遣医師を受け入れる医療機関 

については、年の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えた 36 協定の締結や 

締結の検討を行うことについての要件は適用しない。 

※派遣受入医療機関においては、様式２「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資 

する体制」の（１）イ（オ）に派遣元となる医療機関名を記載すること。 

（３）～（４） （略） 

 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通

知に定めるものとする。 

（38）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の

サービス提供体制確保事業 

（略） 

（39）離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業 

  （略） 

 

別記３ 

１ 目的 （略） 

２ 対象事業 （略） 

３ 補助対象経費 （略） 

４ 交付要件 

 次の（１）～（４）のいずれをも満たすこと。 

（１） （略） 

（２）月の時間外・休日労働が 80 時間を超える医師を雇用している若しくは雇用を予定 

している医療機関で、労働基準法第 36 条に規定される労働組合若しくは労働者の代 

表と結ぶ協定（以下「36 協定」という。）において全員又は一部の医師の年の時間外・ 

休日労働時間の上限が 960 時間を超えていること又は全員若しくは一部の医師の年 

の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えた 36 協定の締結に向けた見直しを 

予定若しくは検討していること。 

   ただし、他の医療機関へ医師派遣を行うことによって当該派遣される医師の労働 

時間が、やむを得ず長時間となる医療機関については、年の時間外・休日労働時間の 

上限が 960 時間を超えた 36 協定の締結や締結の検討を行うことについての要件は適 

用しない。 

 

 

（３）～（４） （略） 
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５ 算定方法等 

（１）当該医療機関が病床機能報告により都道府県へ報告している最大使用病床数（療養

病床除く。２（１）③において「精神科救急」を根拠とする対象医療機関の場合は病床機

能報告における同時点での精神科病床の最大使用病床数とする。）１床当たり、１３３千

円を標準単価（※）とし、当該病床数に乗じて得た額を補助額の基準とし、３の経費に対

してそれぞれ（２）の補助率を乗じて得た額とを比較して少ない方の額を助成額とする。 

ただし、報告している病床数が２０床未満の場合は、２０床として算定する。 

※前年度に当該事業を活用していない医療機関に限り、１床当たりの標準単価を 266 千

円まで可とする。（令和３年度限りの措置） 

（２）～（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 算定方法等 

（１）当該医療機関が病床機能報告により都道府県へ報告している稼働病床数（療養病

床除く。２（１）③において「精神科救急」を根拠とする対象医療機関の場合は病床機

能報告における同時点での精神科病床の稼働病床数とする。）１床当たり、１３３千円を

標準単価（※）とし、当該病床数に乗じて得た額を補助額の基準とし、３の経費に対し

てそれぞれ（２）の補助率を乗じて得た額とを比較して少ない方の額を助成額とする。 

ただし、報告している病床数が２０床未満の場合は、２０床として算定する。 

※前年度に当該事業を活用していない医療機関に限り、１床当たりの標準単価を266千円

まで可とする。（令和３年度限りの措置） 

（２）～（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

29 

 

新 旧 
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新 旧 

様式２（略） 

 

別記４（略） 

（別葉１）～（別葉３）（略） 

（別紙様式１）～（別紙様式２）（略） 

（別添様式１）～（別添様式２）（略） 

様式２（略） 

 

別記４（略） 

（別葉１）～（別葉３）（略） 

（別紙様式１）～（別紙様式２）（略） 

（別添様式１）～（別添様式２）（略） 

 



 

参 考 （ 改 正 後 全 文 ） 

医政発０９１２第５号 

老  発０９１２第１号 

保  発０９１２第２号 

平 成 2 6 年 ９ 月 1 2 日 

 

一 部 改 正 

医政発０６２３第１５号 

老  発０６２３第５号 

保  発０６２３第４号 

令 和 ５ 年 ６ 月 2 3 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長     

（公 印 省 略）     

 

厚生労働省老健局長     

（公 印 省 略）     

 

厚生労働省保険局長     

（公 印 省 略）     

 

 

医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援 

臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金 

の運営について 

 

 標記については、「平成２６年度医療介護提供体制改革推進交付金及び地域医

療対策支援臨時特例交付金の交付について」（平成２６年９月１２日厚生労働省

発医政０９１２第２号）をもって通知されたところであるが、今般、別紙のとお

り「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」を定め、令和２６年９月１２日か

ら適用することとしたので通知する。 

 なお、貴管内関係者に対しては、貴職から周知されるよう御配慮願いたい。 
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別紙 

 

地域医療介護総合確保基金管理運営要領 

 

第１ 通則 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律

第 64号。以下「法」という。）第６条に基づき、医療介護提供体制改革推進交

付金、地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金に

より都道府県に設置された地域医療介護総合確保基金（以下「基金」という。）

の管理、運用、取崩し等に係る事業（以下「基金管理事業」という。）及び基金

を活用して行われる事業（以下「基金事業」という。）については、この要領の

定めるところによるものとする。 

なお、この要領は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30年法律第 179 号）第７条に規定する補助金等の交付の条件である。 

 

 

第２ 基金管理事業の実施 

（１）基金の造成 

基金は、「平成２６年度医療介護提供体制改革推進交付金及び地域医療対策

支援臨時特例交付金交付要綱」（平成２６年９月１２日厚生労働省発医政０９

１２第２号厚生労働事務次官通知。以下「交付要綱」という。）等に基づき、

都道府県が国から消費税増収分を財源とする医療介護提供体制改革推進交付

金及び消費税増収分以外の税収等による地域医療対策支援臨時特例交付金及

び地域介護対策支援臨時特例交付金の交付を受けて造成するものとする。 

（２）基金の造成方法 

① 都道府県は、基金について次の事項を条例等において規定するものとする。 

ア 基金の造成目的 

イ 基金の額 

ウ 基金の管理 

エ 運用益の処理 

オ 基金の処分 

② 都道府県は、別表に規定する事項について、基金を造成した日の翌日から

起算して４５日以内に自らのホームページにおいて公表しなければならない。 

（３）基金の取崩し 

① 都道府県は、法第４条第１項の規定により作成した計画（以下「都道府県

計画」という。）の範囲内で、必要に応じ、基金事業に必要な経費を基金か
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ら取り崩し、基金事業の財源に充てるものとする。 

② 都道府県は、各年度の都道府県計画を実施するに当たり、当該年度毎に決

定された交付額（都道府県の負担を含む。）及び運用益の範囲内で各基金事

業に充当するものとする。 

なお、当該年度の交付額の一部を翌年度以降に執行することを妨げる趣旨

ではなく、その場合は、当該都道府県計画を必要に応じて変更することによ

り執行は可能である。また、当該執行の取扱いについては、別途定める。 

（４）基金の運用 

基金の運用については、次の方法によるものとする。 

① 国債、地方債その他確実かつ有利な有価証券の取得 

② 金融機関への預金 

③ 信託業務を営む銀行又は信託銀行への金銭信託（ただし、元本保証のある

ものに限る。） 

基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとする。 

（５）基金の処分の制限 

基金（（４）により繰り入れた運用益を含む。）は、基金管理事業を実施す

る場合を除き、取り崩してはならない。 

 

 

第３ 基金事業の実施 

（１）基金事業の対象 

基金事業は、都道府県計画に定めるもののうち、次に掲げる事業を対象とす

る。 

① －１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 

関する事業 

① －２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に 

関する事業（別記４） 

②    居宅等における医療の提供に関する事業 

③    介護施設等の整備に関する事業（別記１－１、１－２） 

④    医療従事者の確保に関する事業 

⑤    介護従事者の確保に関する事業（別記２） 

⑥    勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業（別記３） 

（２）基金事業の実施主体 

基金事業の実施主体は、事業者（（１）の①～⑥の事業を実施する者をいう。）

又は都道府県とする。 

また、都道府県は、外部の団体等へ基金事業の一部を委託することができる
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ものとする。 

 

 

第４ 基金事業を実施する場合の条件 

（１）都道府県が基金事業を実施する場合 

都道府県がこの基金を財源の全部又は一部として基金事業を実施する場合

には、都道府県に対し次の条件が付されるものとする。 

① 基金事業の対象事業（第３の（１）に規定する事業。以下同じ。）の内容

を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、厚生労働大臣の承認を受けな

ければならない。ただし、基金事業の対象事業間の経費の配分の変更はして

はならないものとする。 

② 基金事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに基

金事業により取得し、又は効用の増加した価格が 50万円以上の機械、器具

及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

40年大蔵省令第 15号）で定める耐用年数を経過するまでの間、厚生労働大

臣の承認を受けないで、当該基金事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。 

③ 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

④ 基金事業により取得し、又は効用の増加した財産については、基金事業の

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運用を図らなければならない。 

⑤ 基金事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、基金事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書

及び証拠書類を基金事業完了の日（基金事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

⑥ 基金事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契

約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせるこ

とを承諾してはならない。 

⑦ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合に、当該仕入控除税額の

全部又は一部を基金に納付させることがある。 

⑧ 充当すべき基金の額が確定した場合において、既にその額を超える額を都

道府県が基金から取り崩しているときは、その超える部分について、基金に

納付しなければならない。 
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（２）都道府県の助成により事業者が基金事業を実施する場合 

都道府県が、事業者が実施する基金事業に対して、この基金を財源の全部又

は一部として助成する場合には、事業者に対し次の条件が付されるものとす

る（ただし、（３）に定める場合は除く。） 

① 事業者が基金事業を実施するために必要な調達を行う場合には、都道府県

の助成を受けて行う事業であることに留意し、原則として一般競争入札によ

るものとする。 

② 基金事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、都道府県知

事の承認を受けなければならない。ただし、基金事業の対象事業間の経費の

配分の変更は承認しないものとする。 

③ 基金事業を中止し、又は廃止する場合は、都道府県知事の承認を受けなけ

ればならない。 

④ 基金事業に係る関係書類の保存については、次のとおりとする。 

ア 事業者が地方公共団体の場合 

基金事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成する

とともに、基金事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ

調書及び証拠書類を事業が完了する日（基金事業の中止又は廃止の承認を

受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管

しておかなければならない。 

イ 事業者が地方公共団体以外の場合 

基金事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了

する日（基金事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

⑤ 基金事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに基

金事業により取得し、又は効用の増加した価格が 50万円以上（事業者が地

方公共団体以外の者の場合は 30 万円以上）の機械、器具及びその他財産に

ついては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を経過

するまで、都道府県知事の承認を受けないで、当該事業の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはな

らない。 

⑥ 都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。 

⑦ 基金事業により取得し、又は効用の増加した財産については、基金事業の

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運用を図らなければならない。 
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⑧ 基金事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契

約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせるこ

とを承諾してはならない。 

⑨ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円

の場合を含む。）に速やかに、遅くとも基金事業完了日の属する年度の翌々

年度６月３０日までに報告しなければならない。また、この助成金に係る仕

入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を都道府県に

納付しなければならない。 

⑩ 交付すべき助成金の額が確定した場合において、既にその額を超える助成

金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について都道府

県に納付しなければならない。 

⑪ 基金事業を行う者が①から⑩までにより付した条件に違反した場合には、

この助成金の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。 

（３）市町村の助成により事業者が基金事業を実施する場合 

都道府県が、市町村の助成により事業者が実施する基金事業に対して、この

基金を財源の全部又は一部として助成する場合には、市町村に対し次の条件が

付されるものとする。 

① 基金事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、都道府県知

事の承認を受けなければならない。ただし、基金事業の対象事業間の経費の

配分の変更は承認しないものとする。 

② 基金事業を中止し、又は廃止する場合は、都道府県知事の承認を受けなけ

ればならない。 

③ 基金事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、基金事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書

及び証拠書類を事業が完了する日（基金事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

④ 市町村が、事業者が実施する基金事業に対して、都道府県からの助成金を

財源の全部又は一部として助成する場合には、事業者に対し次の条件が付さ

れるものとする。 

ア 事業者が基金事業を実施するために必要な調達を行う場合には、市町村

の助成を受けて行う事業であることに留意し、原則として一般競争入札に

よるものとする。 

イ 基金事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、市町村長

の承認を受けなければならない。ただし、基金事業の対象事業間の経費の
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配分の変更は承認しないものとする。 

ウ 基金事業を中止し、又は廃止する場合は、市町村長の承認を受けなけれ

ばならない。 

エ 基金事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了

する日（基金事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

オ 基金事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

基金事業により取得し、又は効用の増加した価格が 30 万円以上の機械、

器具及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

で定める耐用年数を経過するまで、市町村長の承認を受けないで、当該事

業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り

壊し、又は廃棄してはならない。 

カ 市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

キ 基金事業により取得し、又は効用の増加した財産については、基金事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その

効率的な運用を図らなければならない。 

ク 基金事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる

契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせ

ることを承諾してはならない。 

ケ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が

０円の場合を含む。）に速やかに、遅くとも基金事業完了日の属する年度

の翌々年度６月３０日までに市町村長に報告しなければならない。また、

この助成金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入

控除税額を市町村に納付しなければならない。 

コ 交付すべき助成金の額が確定した場合において、既にその額を超える助

成金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について市

町村に納付しなければならない。 

サ 基金事業を行う者がアからコまでにより付した条件に違反した場合に

は、この助成金の全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

⑤ ④により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合には、あ

らかじめ都道府県知事の承認又は指示を受けなければならない。 

⑥ ④のカにより事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付が

あった場合には、その納付額の全部又は一部を都道府県に納付させることが
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ある。 

⑦ ④のケにより事業者から助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を都道府県に

納付させることがある。 

⑧ ④のコにより事業者から納付させた場合には、その納付額の全部又は一部

を都道府県に納付させることがある。 

⑨ ④のサにより事業者から納付させた場合には、その納付額の全部又は一部

を都道府県に納付させることがある。 

（４）（２）の⑥及び（３）の⑥により事業者又は市町村から財産の処分による収

入の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫

に納付させることがある。 

（５）（２）の⑨及び（３）の⑦により事業者又は市町村から納付させた場合には、

その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（６）（２）の⑩及び（３）の⑧により事業者又は市町村から納付させた場合には、

その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（７）（２）の⑪及び（３）の⑨により事業者又は市町村から納付させた場合には、

その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

 

第５ 都道府県計画の変更 

（１）都道府県は、必要に応じて都道府県計画を変更することができるものとする。 

（２）都道府県は、都道府県計画を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、あ

らかじめ、市町村長、医療又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、

介護サービス事業者、診療又は調剤に関する学識経験者の団体その他の関係団体（医

師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体等）、学識経験を有する者その他

の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じるよう努めるものとす

る。 

（３）都道府県は、都道府県計画の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、

当該変更につき、あらかじめ、厚生労働大臣に報告し、協議した後に、当該変

更した計画を、厚生労働大臣に提出するものとする。 

（４）都道府県は、都道府県計画について軽微な変更をした場合には、厚生労働大

臣に報告するものとする。 

 

 

第６ 基金管理事業及び基金事業の中止・終了 

（１）都道府県は、基金管理事業を中止し、又は終了する場合には、厚生労働大臣
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の承認を受けなければならない。 

（２）厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、基金管理事業及び基金事業について

終了又は変更を命ずることができるものとする。 

① 都道府県が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255 号）、

交付要綱若しくはこの要領又はこれらに基づく厚生労働大臣の処分若しく

は指示に違反した場合 

② 都道府県が、基金を基金事業以外の用途に使用した場合 

③  都道府県が、基金の運営に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場

合 

④ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（３）厚生労働大臣は、（２）の終了又は変更を命じた場合において、期限を付し

て、基金から支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命

ずることができるものとする。 

（４）基金の解散は、次に掲げる精算手続が全て完了した上で行うものとする。 

① 第２の（３）の②に規定する各年度の都道府県計画における第３の（１）

の①－１、①－２、②、④及び⑥の全ての事業が完了した場合又は第３の（１）

の③及び⑤の全ての事業が完了した場合、都道府県知事は、完了した年度の

実績が確定した後、速やかに厚生労働大臣あて別葉１又は別葉２により報告

を行うこととする。ただし、この厚生労働大臣への報告については、第７の

（２）の規定による基金事業の実績及び保管額等の報告と同時となる場合は

この限りでない。 

②  事業が完了したときに保有する基金の残余額（運用益を含む。）がある

場合は、国からの交付金の交付年度及び交付金毎に、これに３分の２を乗

じて得た額（１円未満の端数は切り捨てる。）を厚生労働大臣に報告し、

その指示を受けて厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に納付しなけれ

ばならない。 

③  厚生労働大臣の指示に従い、残余額の国庫納付を行うことで、精算手続

きを完了したものとする。また、残余額が無い場合においては、別葉１又

は別葉２による報告を行うことで精算手続きを完了したものとする。 

（５）精算手続き完了後において、事業者からの納付等が生じた場合は、別葉３に

より、国からの交付金の交付年度及び交付金毎に、これに３分の２を乗じて得

た額（１円未満の端数は切り捨てる。）を厚生労働大臣に報告し、その指示を

受け、厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に納付しなければならない。 

（６）基金を解散（終了）する前に残余額の一部について基金事業の実施の見込み

がないなどの事実が生じた場合は、厚生労働大臣に報告し、その指示を受け、

厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に納付しなければならない。ただし、



 

9 

 

この厚生労働大臣への報告については、第７の（２）の規定による基金事業の

実績及び保管額等の報告と同時となる場合はこの限りでない。 

（７）基金の保管額が基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大であると

厚生労働大臣が認め、助成金の全部又は一部に相当する額の納付を命じた場合

には、厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に納付しなければならない。 

（８）（３）から（７）の期限内に基金への充当又は国庫納付がなされない場合に

は、厚生労働大臣は、未納に係る額に対して、その未納に係る期間に応じて年

利3.0％の割合で計算した延滞金の基金への充当又は国庫納付を併せて命ずる

ものとする。 

 

 

第７ 基金事業の実績報告等 

（１）事業者から都道府県知事への報告 

第４の（２）により事業者が事業を実施した場合については、事業者は、毎

年度、基金事業の実績報告を都道府県知事が定める様式により、都道府県知事

に提出しなければならない。 

また、第４の（３）により事業者が事業を実施した場合については、事業者

は、毎年度、基金事業の実績報告を都道府県知事が定める様式により、市町村

を経由して都道府県知事に提出しなければならない。 

（２）都道府県知事から厚生労働大臣への報告 

都道府県知事は、毎年度、基金事業に係る決算終了後速やかに、当該基金事

業に係る目標の達成状況を評価し、実績報告を作成するとともに、基金に係る

保管額等とあわせて別紙様式１及び別紙様式２により厚生労働大臣に提出し

なければならない。 

（３）基金の経理 

基金事業の実績報告（事業者からの納付金を含む。）をする際には、国から

の交付金の交付年度毎に経理を区分しなければならない。 

その際、交付金が医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援臨時

特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金それぞれから交付された場

合には、年度の他に交付金毎に経理を区分しなければならない。 

  

 

第８ その他 

（１）都道府県は、基金事業に係る助成金の交付申請及び交付決定の事務に係る手

続等の助成要綱を定め、実施するものとする。 

（２）都道府県は、管内市町村、関係団体等に基金事業の趣旨について十分な説明

を行うとともに、事業者との連携を十分に行い、事務処理に遺漏のないよう取
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り扱われたい。 

 

（別表）都道府県が公表すべき事項 

基金の名称 基金の名称を記載。「～基金」という名称を用いていない場合で

も、基金事業に該当する限り「○○積立金」、「××勘定」、「△

△資金」として記載すること。 

基金設置法人名 基金を造成した都道府県名を記載。 
 

基金の額 今回の基金造成額及び基金設置または積み増し完了時点におけ

る基金残高を記載。 
 

国費相当額 今回の基金造成額及び基金設置または積み増し完了時点におけ

る基金残高のうち、国費分の金額を記載。 
 
※基金残高に国費以外の金額（都道府県等の負担分や運用収

入等）が含まれる場合、按分するなどの方法を用いて算出

した国費見合いの額を記載。 
 

基金事業の概要 当該基金事業の概要を３行から５行程度で記載。 
 

基金事業を終了する時期 「地域医療介護総合確保基金は、地域における医療及び介護の

総合的な確保のための事業を実施するため、この基金を造成し

ていることから、終了する時期を設定していない。」のように記

載。 
 

基金事業の目標 当該基金事業の実施の成果として数値で定量的に示される指標

を記載。定量的な指標を示すことができない場合は、その理由

を記載した上で、定性的な指標を記載。 
 

基金事業の採択に当たっ

ての申請方法、申請期限、

審査基準、審査体制 

基金事業を公募により行う場合は、採択に当たっての申請方法、

申請期限、審査基準、審査体制を記載。 
同内容を記載した公募要領等をインターネットで公表している

場合は当該ＵＲＬの記載で代えることも可。 
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別記１－１ 

 

介護施設等の整備に関する事業 

 

１ 目的 

  病床の機能分化及び連携に伴って増加する退院患者に対応しつつ、また、今後急増する高齢

単身世帯、夫婦のみの世帯、認知症高齢者等が可能な限り住み慣れた地域において継続して日

常生活を営むことを可能とするため、地域密着型サービス（介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第８条第１４項に規定する地域密着型サービスをいう。）等、地域の実情に応じた介護

サービス提供体制の整備を促進することを目的とする。 

 

２ 対象事業 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業 

ア 地域密着型サービス等整備助成事業 

（ア）に掲げる施設等（サテライト型居住施設・事業所を含む。）を整備する事業を対

象とする。 

また、土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事

業も対象とする。この場合、施設等運営法人が事業実施に当たって適当な法人であること

の確認を行った上で、選定されていることを前提とし、経営が安定的・継続的に行われる

よう、当該法人が以下に掲げる要件を満たしていることを条件とする。 

・ 貸与を受けている不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期間の地上

権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。 

・ 賃借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に賃借料を支

払い得る財源が確保されていること。 

・ 賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法人が当該賃

借料を長期間にわたって安定的に支払可能であると認められること。 

さらに、次に掲げる施設等を合築・併設して整備を行う場合に補助単価の加算を行うと

ともに、空き家を活用した地域密着型サービス施設・事業所等を整備する事業を対象とす

る。 

なお、障害者や子ども等と交流することにより高齢者が地域において自立した日常生活

を営むことができるよう支援するものである場合については、障害者や子ども等が併せて

利用する場合であっても対象とする。 

（ア）対象施設等 

ａ 地域密着型（定員２９人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステ

イ用居室（ユニット型を基本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるものとす

る。） 
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ｂ 小規模（定員２９人以下）な介護老人保健施設（ユニット型を基本としつつ、地域

における特別の事情も踏まえるものとする。） 

ｃ 小規模（定員２９人以下）な介護医療院 

ｄ 小規模（定員２９人以下）な養護老人ホーム（地域で居住できる支援機能を持つ養

護老人ホーム） 

ｅ 小規模（定員２９人以下）の特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス

（ユニット型を基本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるものとする。） 

ｆ 低所得高齢者の居住対策として「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成２０年厚生労働省令第１０７号）」第３４条の規定に定める都市型軽費老人ホーム

（都市型軽費老人ホームの居室面積については、１０．６５㎡（収納設備を除く）以

上とすることが望ましい。） 

ｇ 認知症高齢者グループホーム 

ｈ 小規模多機能型居宅介護事業所（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を含む。

以下同じ。） 

ｉ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

ｊ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｋ 認知症対応型デイサービスセンター 

ｌ 介護予防拠点（要介護状態等（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２条第１

項に規定する要介護状態等をいう。）となることの予防又は要介護状態等の軽減若し

くは悪化の防止のため必要な事業を行う拠点をいい、同法第１１５条の４５第１項に

規定する介護予防・日常生活支援総合事業等の実施のために、介護予防・生活支援サ

ービス事業の通所型サービスＢ・Ｃや、多様な通いの場を整備する場合を含む。以下

同じ。） 

ｍ 地域包括支援センター 

ｎ 生活支援ハウス（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、奄美群島振興開発特別

措置法（昭和２９年法律第１８９号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）、水

源地域対策特別措置法（昭和４８年法律第１１８号）、半島振興法（昭和６０年法律

第６３号）、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９

号）、沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）又は豪雪地帯対策特別措置法

（昭和３７年法律第７３号）に基づくものに限る（過疎地域の持続的発展の支援に関

する特別措置法の施行に伴う厚生労働省関係省令の整理等に関する省令（令和３年厚

生労働省令第８３号）附則第４条の適用をうける場合を含む）。以下同じ。） 

ｏ 虐待のほか、要介護者の急な疾病等に対応するための緊急ショートステイ 

ｐ 介護関連施設等に雇用される介護職員等のための施設内保育施設（主として当該施

設又は事業者の職員を対象としたものでなければならない。ただし、施設職員等の利

用に支障のない範囲において、外部の利用も認めて差し支えない。また、設置場所に
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ついては、利用の便（近接地、通勤経路）への配慮や障害者や子ども等と交流等の面

から検討することが重要であり、個々の施設により事情が様々であることから、敷地

内の設置に限定されない。） 

ｑ 小規模（定員２９人以下）な介護付きホーム（老人福祉法（昭和２６年法律第４５

号）第２９条第１項に規定される有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定確保に関す

る法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１項の登録を受けたサービス付き高齢者

向け住宅（スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付要綱（平成26年３月31日

付け国住心第 178 号）に規定するサービス付き高齢者向け住宅整備事業の補助対象と

なるものに限る。（４）ウ及び（６）を除いて以下同じ。）であって、特定施設入居

者生活介護の指定を受けるもの）（ただし、北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、静岡県、愛知県、

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、広島県、福岡県、熊

本県における整備に限る。） 

（イ）整備区分 

「整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。（（４）ウ及び（７）

の事業を除き、以下同じ。） 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創   設 

（開 設） 

新たに施設等を整備すること。（空き家等の既存建物や

地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地

等）を改修（本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、

屋内改修（壁撤去等）で工事を伴うもの）して、施設等

を整備する事業を含む。） 

増築（床） 
既存の施設等の現在定員の増員を図るための整備をする

こと。 

改   築 

（再開設） 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備するこ

と。（一部改築を含む。）なお、現在定員を維持するこ

と基本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるも

のとする。 

※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存施設等を移転して改築する事業を含む。この

場合、既存施設等を取り壊すがどうかは問わない。 

※３ 改築にあたり定員を見直す場合には、改築後の定員

等について、地域のニーズ等を踏まえたものとなるよう

指定権者とあらかじめ協議すること。 

増 改 築 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備するこ

とにあわせて現在定員の増員を図るための整備をするこ

と。（一部増改築を含む。） 

※１、※２について同上。 

イ 介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

介護の受け皿整備量拡大と老朽化した定員３０人以上の広域型施設の修繕を同時に進め

るため、都道府県計画及び市町村計画に定める介護施設等（特別養護老人ホーム、介護老
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人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス、認知症高

齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、介護付きホーム。いずれも、定員規模及

び助成を受けているかは問わない。）を１施設創設することを条件に、（ア）に掲げる広

域型施設１施設の大規模修繕又は耐震化を行う事業を対象とする。 

なお、創設する介護施設等と大規模修繕又は耐震化を行う広域型施設の場所は、同一敷

地内又は近接の設置に限定されない。 

また、介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の整備主体は同一法人で

あることとし、都道府県計画及び市町村計画に沿った介護施設等の創設と広域型施設の大

規模修繕又は耐震化の両方に係る１年から４年程度の範囲内を期間とする整備計画を定め

ることとする。介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の実施順序は問わ

ないが、いずれも令和５年度中に着工することとする。 

（ア）大規模修繕・耐震化の対象施設 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ  広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）の軽費老人ホーム 

（イ）整備区分 

ａ 「大規模修繕」とは、本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、次の表の整備区分

ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

（１）施設の一部改修 

 

 

 

（２）施設の付帯設備の改造 

 

 

 

（３）施設の冷暖房設備の設置等 

 

 

 

 

（４）避難経路等の整備 

一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が

必要となった浴室、食堂等の改修工事や外壁、屋

上等の防水工事等施設の改修工事 

 

一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が

必要となった給排水設備、電気設備、ガス設備、

消防用設備等付帯設備の改造工事 

 

気象状況により特に必要とされる熱中症対策等の

ための施設の冷暖房設備の新規設置工事及び一定

年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要

となった冷暖房設備の改造工事 

 

居室と避難通路（バルコニー）等との段差の解消



5 

 

 

 

 

 

（５）環境上の条件等により必要

となった施設の一部改修 

 

 

 

（６）消防法及び建築基準法等関

係法令の改正により新たにそ

の規定に適合させるために必

要となる改修 

 

（７）消融雪設備整備 

 

 

 

 

（８）土砂災害等に備えた施設の

一部改修等 

 

 

（９）施設の改修整備 

 

 

 

（１０）その他施設における大規

模な修繕等 

を図る工事や自力避難が困難な者の居室を避難階

へ移すための改修等防災対策に配慮した施設の内

部改修工事 

 

① 活火山周辺の降灰地域等における施設の換気

設備整備や窓枠改良工事等 

② アスベストの処理工事及びその後の復旧等関

連する改修工事 

 

消防法設備等(スプリンクラー設備等を除く。)に
ついて、消防法令等が改正されたことに伴い、新

たに必要となる設備の整備 

 

 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３

号）第２条第２項の規定に基づき指定された豪雪

地域に所在する施設の安全確保上、必要な消融雪

設備の整備 

 

都道府県等が土砂災害等の危険区域等として指定

している区域に設置されている施設の防災対策

上、必要な補強改修工事や設備の整備等 

 

施設事業を行う場合に必要な、既存建物（賃貸物

件を含む。）のバリアフリー化工事等、施設等の

基盤整備を図るための改修工事 

 

特に必要と認められる上記に準ずる工事 

（注） 一定年数は、おおむね１０年とする。 

 

ｂ 「耐震化」とは、本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、次の表の整備区分ごと

に掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

耐震化 地震防災対策上倒壊等の危険性のある施設等の耐

震補強のために必要な補強改修工事 
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  ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和43年法律第100号）第33条第１項第８号におい

て規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土地。以下同じ）に所在する老朽化

等した広域型介護施設等の移転改築を行う事業を対象とする。 

（対象施設） 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用

居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ  広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの。なお、移転に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・ケアハウス（特定施設入居者 

生活介護の指定を受けないもの）から施設類型をケアハウス（特定施設入居者生活介

護の指定を受けるもの）に変更する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの。ただし、北海

道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌

山県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築を行う事業を対象

とする。 

（ア）災害イエローゾーン 

災害イエローゾーンとは、次のいずれかに該当する区域とする。 

ａ 土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法

律第57号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

ｂ 浸水想定区域等 

浸水想定区域等に該当する区域は、次の区域とする。 

（ａ）水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項又は第２項の洪水浸水想定区域、

同法第14条の２第１項又は第２項の雨水出水浸水想定区域、同法第14条の３第１

項の高潮浸水想定区域 

（ｂ）津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第10条第３項第２

号の津波浸水想定に定める浸水の区域、同法第53条第１項の津波災害警戒区域 

（ｃ）特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和 3 年法律第 31 号）

による改正前の特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第 32 条第
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１項の都市洪水想定区域、同法第32条第２項の都市浸水想定区域 

（イ）対象施設 

広域型介護施設等とは、次のいずれかに該当する施設とする。 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用

居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ 広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの。なお、改築に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・ケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けないもの）から施設類型をケアハウス（特定施設入居者生活介

護の指定を受けるもの）に変更する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの。ただし、北海

道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌

山県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

（ウ）対象事業 

災害イエローゾーンに所在する次のいずれかに該当する広域型介護施設等の改築を行

う事業を対象とする。 

ａ 対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から事業開始までのいずれかの

時点において、対象施設の当該事業用地に土砂災害警戒区域又は浸水想定区域等の指

定がなく、本事業への申請時点において、対象施設の当該事業用地が、土砂災害警戒

区域又は浸水想定区域等で浸水した場合に想定される水深（以下「浸水深」という。

なお、津波災害警戒区域の場合は、津波防災地域づくりに関する法律第 53 条第２項

に規定される基準水位をいう。）が１メートル以上に指定されている場合 

ｂ 浸水想定区域等に所在する対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から

事業開始までのいずれかの時点において、対象施設の当該事業用地の浸水深が１メー

トル未満であって、本事業への申請時点において、浸水深が１メートル以上となって

いる場合 

（エ）整備内容 

原則、災害イエローゾーンから災害イエローゾーン外への移転改築事業を対象とする。

ただし、次の全てに該当する場合には、災害イエローゾーンにおける現地改築（対象施

設の当該事業用地での改築をいう。一部改築を含む。以下同じ。）事業についても対象

とすることができる。 

ａ 災害イエローゾーン外での新たな事業用地の取得が困難であること、又は、移転に



8 

 

より、対象施設に勤務する職員の確保が困難となるおそれが高いこと。 

ｂ 対象施設の移転により、当該施設が所在する区域において都道府県の介護保険事業

支援計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来に

わたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 対象施設又は対象施設が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想

定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な

避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 現地改築に合わせ、当該施設が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定

される被災リスクに対して、非常災害対策計画、避難確保計画等の改定が行われる計

画となっていること。 

ｅ 当該施設について、過去に本事業を活用した現地改築を実施していないこと。 

 

（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

ア 介護施設等の施設開設準備経費支援事業 

介護施設等の開設時から安定した、質の高いサービスを提供するための体制整備等を支

援するため、 

・ 施設等の開設時（改築による再開設時を含む。）や既存施設の増床 

・ また、介護療養型医療施設等から介護医療院や介護老人保健施設等への転換（改修等

を伴わずに転換する場合を含む。） 

・ さらに、訪問看護ステーションの大規模化（緊急時訪問看護の体制整備やサービス提

供範囲の拡大を目的に、訪問看護事業所の看護職員や事務職員を増やすこと等）やサテ

ライト型事業所の設置 

の際に必要な初度経費（設備整備、職員訓練期間中の雇上げ（最大６ヶ月間）、職員募集

経費、開設のための普及啓発経費、その他事業の立ち上げに必要な経費）を支援する事業

を対象とする。 

 なお、以下の条件を全て満たす場合に限り、「開設時」の定義に、「災害復旧時（再開

設時）」も含まれることとする。この場合、新規開設時に開設準備経費支援事業の補助を

受けている施設等であっても、災害復旧時にあたっては当該事業を再度活用できることと

する。 

・ 「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和３７年法律第１   

５０号）第２条に基づき激甚災害指定されている災害により被災した施設等であること。 

・  暴風、洪水、高潮、地震、その他の異常な天然現象により、建物が倒壊・水没する

等、全壊・大規模半壊・半壊（罹災証明書の交付に係る被害認定による等）し、かつ、

既存施設を休止し、施設を再び開設する   

場合を目安として、都道府県がこれと同程度と認める場合であること。 

・  施設・事業所単位でみたときに、他の補助金等により設備災害復旧の補助を受けてい 
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ないこと（法人単位でみたときに、他の補助金と組み合わせて補助を受けることは可能 

である。）。  

イ 介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援 

介護施設等において、（１）イ（イ）の表中（１）又は（２）に該当する大規模修繕

（助成を受けているかは問わない。）を実施する際に、別記２の（32）ロの介護ロボット

導入支援事業及びハのＩＣＴ導入支援事業において対象となっている機器等を導入するた

めに必要な経費を支援する事業を対象とする。 

なお、本事業においては、介護ロボット・ＩＣＴ以外の設備整備、職員訓練期間中の雇

上げ（最大６ヶ月間）、職員募集経費、開設のための普及啓発経費等は対象とならない。 

また、事業実施にあたっての導入計画の策定及び導入効果の報告については、令和

２年４月14日老高発0414第１号・老振発0414第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長・

振興課長通知「地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保に関する事業）における

「管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施について」の別紙１・別紙

２を準用する。 

ウ 介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援事業 

市町村(特別区を含む。以下同じ。)が地域住民の介護予防・健康づくりと防災の意識啓

発を連携して取り組むことができる地域の場の設置を図り、もって新たな地域コミュニテ

ィ（地域のつながり）の構築を支援することを目的とする。 

実施主体は、市町村とする。市町村の助成により事業者が事業を実施する場合は、適切

に介護予防拠点で備品購入等が行われるよう、市町村において、その必要性を十分に確認

した上で補助すること。 

（ア）介護予防拠点（（１）アの助成を受けているかは問わない。）における、 

・ 参加者の介護予防・健康づくりや防災に対する意識の共有を図るために必要な備品

購入費（例えば、介護予防・健康づくり・防災教室のための映像機器、ホワイトボー

ド、研修教材等の購入費） 

・ 介護予防拠点に対して、出前授業を行う消防団員や災害拠点病院の職員等に対する

講師謝金や講師旅費、当該授業のための普及啓発経費 

を支援する事業を対象とする。 

（イ）体操等の介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点に、高齢者の防災に対する意識啓

発の機能を付加するものであるため、購入した備品を介護予防・健康づくりに利用する

ことは妨げないが、防災教室の開催や介護予防・健康づくりの取組の中で防災の要素も

取り入れて実践する（例えば、歩行訓練を兼ねて地域の避難所を訪問して回る）等の事

業の実施は必須とする。 

（ウ）本事業の実施については、介護予防拠点の開設時等に限らないが、１か所につき１回

限りとする。 
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（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業 

   施設等用地の確保を容易にし、特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、用地確保の

ための定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払いとして授受さ

れたものに限る。）を支援する事業を対象とする。 

また、地域の実情に合わせて、普通借地権設定でも可能とするが、この場合、当該用地に

整備される施設等の経営が安定的・継続的に行われるよう、当該施設等運営法人が以下に掲

げる要件を満たしていることを条件とする。 

・ 貸与を受けている不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期間の地上

権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。 

・ 賃借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に賃借料を支

払い得る財源が確保されていること。 

・ 賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法人が当該賃

借料を長期間にわたって安定的に支払可能であると認められること。 

さらに、本体施設（特別養護老人ホーム等）を整備する際に、合築・併設施設（定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所等）を整備する場合においては、当該敷地についても補

助対象とする。 

なお、介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定

施設入居者生活介護の指定を受けるもの）を整備する際に、本事業を活用する場合は、北海

道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井

県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山

県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限るものとする。 

 

（４）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

  ア 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修支援事業 

 次に掲げる施設（いずれも、定員規模は問わない。）のユニット化改修に要する経費を

支援する事業を対象とする。 

（ア）特別養護老人ホーム 

（イ）介護老人保健施設 

（ウ）介護医療院 

（エ）介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設 

 ・介護老人保健施設 

  ・ケアハウス 

  ・特別養護老人ホーム 

  ・介護医療院 

  ・認知症高齢者グループホーム 

イ 既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修支援事業 
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  特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（いずれも、定員規模は問わ

ない。）の多床室について、居住環境の質を向上させるために、プライバシー保護のため

の改修を行う費用を支援する事業を対象とする。 

  なお、改修は、各床間に間仕切りや壁等を設置し、他の入所者からの視線が遮断される

ことを前提とする。建具による仕切りは認めるが、家具やカーテンによる仕切りは認めら

れない。また、天井から隙間が空いていることは認めるものとする。 

１人当たりの面積基準については、４人部屋に中廊下を設けて居室を仕切るなど様々な

工夫が考えられることから、仕切られた空間についての１人当たり面積基準は設けず、多

床室全体として１人当たりの面積基準を満たしていれば足りることとする。 

ウ 介護療養型医療施設等転換整備支援事業 

（ア）対象事業 

介護療養型医療施設から転換して次に掲げる施設を整備する事業を対象とする。また、

介護療養型老人保健施設から転換して介護医療院を整備する事業についても対象とする。 

なお、いずれも、定員規模は問わないこととし、ｃ、ｄ及びｊについては特定施設入

居者生活介護の指定の有無を問わないこととする。また、本事業の助成を受けず、転換

先の介護老人保健施設等の施設基準の一部の緩和（療養室の床面積１床当たり６．４㎡

を維持したままの病床の転換）を適用し介護医療院又は介護老人保健施設等に転換した

療養病床等が、その後、令和５年度末までに１床当たり８．０㎡を満たすための改修等

を行う場合については、本事業の対象とする。 

ａ 介護老人保健施設 

ｂ 介護医療院 

ｃ ケアハウス 

ｄ 有料老人ホーム（居室は個室であって、入居者 1 人当たりの床面積が１３㎡以上で

あるもののうち、利用者負担第３段階以下の人でも入居することが可能な居室を確保

しているものに限る。） 

ｅ 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（社会福祉法人を設立等

する場合） 

ｆ 認知症高齢者グループホーム 

ｇ 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｈ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｉ 生活支援ハウス  

ｊ サービス付き高齢者向け住宅 
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（イ）整備区分 

「転換」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創  設 
既存の介護療養型医療施設を取り壊さずに、新たに施設

を整備すること。 

改  築 
既存の介護療養型医療施設を取り壊して、新たに施設を

整備すること。 

改  修 
既存の介護療養型医療施設を本体の躯体工事に及ばない

屋内改修（壁撤去等）で工事を伴うものであること。 

エ 介護施設等における看取り環境整備推進事業 

次に掲げる介護施設等（いずれも、定員規模は問わない。）において、看取り対応が可

能な環境を整備するため、看取り及び家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行う

施設の改修、ベッド等の整備事業に要する経費を支援する事業を対象とする。 

なお、整備を行う個室については、看取り及び家族等の宿泊のために充分なスペースを

確保することとする。 

また、整備した個室に関しては看取りに利用することを原則とするが、看取りとしての

利用がない期間において、入所者の静養や家族等の一時的な宿泊等に使用することを可能

とする。 

（ア）特別養護老人ホーム 

（イ）介護老人保健施設 

（ウ）介護医療院 

（エ）養護老人ホーム 

（オ）軽費老人ホーム 

（カ）認知症高齢者グループホーム 

（キ）小規模多機能型居宅介護事業所 

（ク）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（ケ）介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

オ 共生型サービス事業所の整備推進事業 

 障害者や障害児と交流することにより高齢者が地域において自立した日常生活を営むこ

とができるように支援するため、次に掲げる共生型サービスの指定を受けた介護保険事業

所（本事業完了の日までに当該指定を受ける見込みの既存の事業所及び創設する事業所を

含む。）において、障害者や障害児を受け入れるために必要な施設の改修、設備整備に要

する経費を支援する事業を対象とする。 

（ア）通所介護事業所（地域密着型通所介護事業所を含む。） 

（イ）短期入所生活介護事業所（介護予防短期入所生活介護事業所を含む。） 

（ウ）小規模多機能型居宅介護事業所 
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（エ）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

（５）民有地マッチング事業 

介護施設等の整備等を促進するため、土地等所有者と介護施設等を運営する法人等（以下

「介護施設等整備法人等」という。）のマッチングを行うための経費の補助を行い、都市部

を中心とした用地不足への対応を図ることを目的とする。 

 実施主体は、都道府県及び市町村（以下「都道府県等」という。） 

とする。なお、都道府県等が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 委託により事業を実施する場合は、適切な地域で介護施設等の整備が行われるよう、都道

府県等において地域の介護の需給状況を十分に把握した上で委託すること。 

ア 土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援 

土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行うため、土地等所有者から整備

候補地等を募集し、当該候補地等での介護施設等整備を希望する法人の公募・選考等を行

う。 

（ア）介護施設等の整備のために提供が可能な土地等について公募等により募集し、介護施

設等の実施に適当な場所（地域の介護ニーズの状況、立地、土地の広さ、各種関係法令

との整合性に問題がない等）であることの確認を行った上で、選定を行うこと。 

（イ）（ア）で選定された介護施設等整備候補物件において、介護施設等の整備を希望する

法人を公募等により募集し、事業実施に当たって適当な法人（過去の決算書、監査の結

果に重大な指摘がない等）であることの確認を行った上で、選定を行うこと。 

（ウ）土地等所有者及び介護施設等整備法人等の公募に当たっては、公募条件やマッチング

後の整備要件や手続き等について、予め周知しておくこと。 

（エ）選定した土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行い、交渉可能な物件

及び連絡先等について紹介をすること。 

（オ）本事業の趣旨は、介護の需要の多い地域及び利便性の高い地域での整備を推進する目

的で、土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行うものであるため、両者

の選定・交渉可能な相手の紹介後の具体の契約締結については、当事者間で実施するこ

とを原則とする。 

イ 整備候補地等の確保支援 

介護施設等の設置が可能な土地等の確保のため、地域の不動産事業者・金融機関・関係

団体等と連携するなどにより、土地等の所有者を把握し、介護施設等の用に供する土地等

としての活用に向けた働きかけを行うことにより、整備候補地等の確保に向けた取組を行

う。 

（ア）介護施設等の用に供する土地等の積極的な掘り起こしを行うため、地域の不動産事業

者・金融機関・関係団体等を含めた協議会の設置や担当職員の配置を行うこと。 

（イ）介護施設等の用に供する土地等としての活用に向けた働きかけを行う際には、市町村
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の整備計画と整合するよう、立地や土地の広さ等、必要な要件を明らかにした上で行う

こと。 

（ウ）実施に当たっては、地域の不動産事業者・金融機関・関係団体等と連携し適切な整備

候補地等を把握した上で個々に当該土地等の所有者に働きかけるほか、民間事業者の資

産活用セミナー、個別相談会、説明会・施設見学会を活用するなど効率的な事業実施に

努めること。 

（エ）土地等の所有者への説明に当たっては、介護施設等の用に供することが決定した後の

手続きや、各種の補助制度や税制等について説明を行うことが望ましいこと。 

（オ）介護施設等の用に供することが決定した際には、アの活用その他適切な方法で介護施

設等設置法人等とのマッチングや紹介を行うとともに、介護施設等の整備が円滑に進む

よう支援すること。 

ウ 地域連携コーディネーターの配置支援 

介護施設等の設置や増設に向けた地域住民との調整、介護施設等設置後における施設利

用希望者の介護施設等への接続支援、地域活動への参加、利用者等への相談援助の実施な

ど、介護施設等の設置、運営の円滑化を推進するためのコーディネーターを都道府県、市

町村又は介護施設等に配置する。 

（ア）本事業の実施に当たっては、担当職員を配置すること。 

（イ）コーディネーターは、地域住民との調整や施設利用希望者の介護施設等への接続支援

等の実施に当たっては、都道府県及び市町村の整備計画や地域の介護の受け皿の状況に

関する情報の共有など都道府県及び市町村と連携するととともに、都道府県及び市町村

は必要に応じ介護施設等の支援を行うこと。 

（ウ）他の補助金等により人件費の補助が行われている職員については、本事業の補助対象

とはしない。 

 

（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 

介護施設等において新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、簡易陰圧装置の設

置、ゾーニング環境等の整備、多床室の個室化に係る費用を支援することを目的とする。 

  ア 介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業 

（ア）対象事業 

介護施設等において、感染拡大のリスクを低減するためには、ウイルスが外に漏れな

いよう、気圧を低くした居室である陰圧室の設置が有効であることから、居室等に陰圧

装置を据えるとともに簡易的なダクト工事等を行う事業を対象とする 

（イ）対象施設等（いずれも定員規模は問わない） 

ａ 特別養護老人ホーム 

ｂ 介護老人保健施設 

ｃ 介護医療院、介護療養型医療施設 
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ｄ 養護老人ホーム 

ｅ 軽費老人ホーム 

ｆ 認知症高齢者グループホーム 

ｇ 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｈ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｉ 有料老人ホーム 

ｊ サービス付き高齢者向け住宅 

ｋ 短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所 

ｌ 生活支援ハウス 

イ 介護施設等における感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業 

（ア）対象事業 

ａ ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング経費支援 

ユニット型である介護施設等において、各ユニットの共同生活室の入口に玄関室

を設置する等により、消毒や防護服の着脱等を行うためのスペースを設置するための

事業を対象とする。 

ｂ 従来型個室・多床室のゾーニング経費支援 

介護施設等のうち、従来型個室、多床室である介護施設等について、新型コロナウ

イルス感染症が発生した際に感染者と非感染者の動線を分離することを目的として行

う従来型個室・多床室の改修を行う事業を対象とする。 

ｃ 家族面会室の整備等経費支援 

介護施設等において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止しつつ家族との

面会を実施するために必要な家族面会室を整備（２方向から出入りできる家族面会室

の設置の他、家族面会室の複数設置や拡張、家族面会室における簡易陰圧装置・換気

設備の設置、家族面会室の入口に消毒等を行う玄関室の設置、家族面会室がない場合

の新規整備等）するための事業を対象とする。 

（イ）対象施設等（いずれも定員規模は問わない） 

ａ 特別養護老人ホーム 

ｂ 介護老人保健施設 

ｃ 介護医療院、介護療養型医療施設 

ｄ 養護老人ホーム 

ｅ 軽費老人ホーム 

ｆ 認知症高齢者グループホーム 

ｇ 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｈ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｉ 有料老人ホーム 

ｊ サービス付き高齢者向け住宅 
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ｋ 短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所 

ｌ 生活支援ハウス 

  ウ 介護施設等における多床室の個室化に要する改修費支援事業 

（ア）対象事業 

介護施設等において、感染が疑われる者が複数発生して多床室に分離する場合に備え、

感染が疑われる者同士のスペースを空間的に分離するための個室化に要する改修するため

の事業を対象とする。 

なお、可動の壁は認めるが、天井から隙間が空いていることは認めないものとする。 

（イ）対象施設等（いずれも定員規模は問わない） 

ａ 特別養護老人ホーム 

ｂ 介護老人保健施設 

ｃ 介護医療院 

ｄ 養護老人ホーム 

ｅ 軽費老人ホーム 

ｆ 認知症高齢者グループホーム 

ｇ 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｈ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｉ 有料老人ホーム 

j 短期入所生活介護事業所 

k  生活支援ハウス 

 

（７）介護職員の宿舎施設整備事業 

介護人材（外国人を含む。）を確保するため、イに掲げる介護施設等（いずれも、定員規

模は問わない。）の事業者が当該介護施設に勤務する職員（職種は問わず、幅広く対象）の

宿舎を整備するための費用の一部を補助することにより、介護職員が働きやすい環境を整備

することを目的とする。 

ア 対象事業 

（ア）地域の実情や利用者のニーズに応じて柔軟に整備できるよう、宿舎の定員規模や設備

（居室類型、入居者の１人当たりの居室の床面積や台所、浴室、便所及び洗面設備等）

は問わない。ただし、補助対象となるのは、イに掲げる介護施設等（建築中のものを含

む。）に勤務する職員数分の定員規模までであって、１定員当たりの延べ床面積（バル

コニー、廊下、階段等共用部分を含む。）３３㎡以下を助成配分基準とする。なお、土

地の買収又は整地に要する費用、設備整備に係る経費は対象としないものとする。 

（イ）家賃設定については、居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情

を勘案し、近傍（原則として本事業で整備する宿舎の所在する市町村内の地域内とす

る。）類似の家賃と比較して低廉なものとすること。 
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（ウ）設置場所については、利用の便（近接地、通勤経路）の面等から検討するものであり、

個々の施設により事情が様々であることから、敷地内又は近隣の設置に限定されない。 

（エ）入居者については、イに掲げる介護施設等に勤務する職員でなければならない。ただ

し、当該介護施設等の職員の利用に支障のない範囲（定員規模の２割以内）において、

当該職員の家族等やイに掲げる以外の介護保険・老人福祉関連施設・事業所（サービス

付き高齢者向け住宅を含む。）に勤務する職員に限り、その利用を認めて差し支えない。 

（オ）土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事業も

対象とする。この場合、施設等運営法人が事業実施に当たって適当な法人であることの

確認を行った上で、選定されていることを前提とする。また、宿舎の管理及び活用が適

切に行われるよう、貸付を受ける施設等運営法人は、本事業で整備する宿舎所有者から

宿舎を一括して借り上げ入居者に転貸することを条件とする。 

イ 対象施設等 

（ア）特別養護老人ホーム 

（イ）介護老人保健施設 

（ウ）介護医療院 

（エ）特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス 

（オ）認知症高齢者グループホーム 

（カ）小規模多機能型居宅介護事業所 

（キ）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（ク）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（ケ）介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定施

設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

ウ 整備区分 

「整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創   設 

新たに宿舎を整備すること。 

※ 空き家等の既存建物を買収することが建物を新築する

ことより効率的であると認められる場合において、当該

建物を買収して、宿舎を整備する事業を含む。 

※ 空き家等の既存建物を改修（本体の躯体工事に及ぶか

どうかは問わず、屋内改修（壁撤去等）で工事を伴うも

の）して、宿舎を整備する事業を含む。 

増   築 
既存の宿舎の現在定員の増員を図るための整備をするこ

と。 

改   築 

既存の宿舎を取り壊して、現在定員の増員を行わずに、新

たに宿舎を整備すること。（一部改築を含む。） 

※１ 取壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存宿舎を移転して改築する事業を含む。この場

合、既存宿舎を取り壊すかどうかは問わない。 
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増 改 築 
既存の宿舎を取り壊して、新たに宿舎を整備するのにあわ

せて現在定員の増員を図るための整備をすること。（一部

増改築を含む。）※１、※２について同上。 

改   修 
既存の宿舎を本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、屋

内改修（壁撤去等）で工事を伴うものであること。 

 

３ 助成額の算定方法 

（１）算定方法 

都道府県計画に記載された事業について、別表１－１の第１欄に定める施設等の区分ごと

に、第２欄に定める配分基礎単価に第３欄に定める単位の数を乗じて得た額と第４欄に定め

る対象経費の実支給額とを比較して少ない方の額を助成額とする。 

ただし、「定期借地権設定のための一時金の支援事業」及び「介護職員の宿舎施設整備事

業」については、別表１－１の（３）及び（７）の第１欄に定める施設等の区分ごとに、第

２欄に定める配分基準により算定した額と第４欄に定める対象経費の実支給額とを比較して

少ない方の額に、第３欄に定める補助率を乗じて得た額を助成額とする。 

また、1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（２）財政上の特別措置 

   上記２の対象事業のうち（１）及び（４）の事業の助成額については、次表の第１欄に定

める区分につき、第２欄に定める対象施設が都道府県計画に記載される場合には、当該施設

の種類ごとに、３の（１）により算定した額に第３欄に定める加算率を乗じて得た額を加算

することができるものとする。 

ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

１ 区 分 ２ 対象施設の種類 ３ 加算額 

公害の防止に関する事業に係る国の
財政上の特別措置に関する法律（昭和
４６年法律第７０号）第２条に規定す
る公害防止対策事業として行う場合 

・特別養護老人ホーム 
・ケアハウス 
・生活支援ハウス 
 
 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．１
０を乗じて得た額 
 
 

沖縄振興特別措置法（平成１４年法
律第１４号）第４条に規定する沖縄振
興計画に基づく事業として行う場合 

・特別養護老人ホーム 
・生活支援ハウス 
 
 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．５
０を乗じて得た額 
 

地震防災対策強化地域における地震
対策緊急整備事業に係る国の財政上の
特別措置に関する法律（昭和５５年法
律第６３号）第２条に規定する地震対
策緊急整備事業計画に基づいて実施さ
れる事業のうち、同法別表第１に掲げ
る社会福祉施設（木造施設の改築とし

・特別養護老人ホーム 
 
 
 
 
 
 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．３
０を乗じて得た額 
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（３）豪雪地帯対策特別措置法及び離島等による特例 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の規定に基づき指定さ

れた特別豪雪地帯又は離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、奄美群島振興開発特別措置

法（昭和２９年法律第１８９号）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９

号）若しくは沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）に基づく離島等に所在する場

合は、（１）及び（２）により算定された当該額に０．０８を乗じて得た額を加算すること

ができるものとする。 

ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

て行う場合）  
 

 
 

地震防災対策特別措置法（平成７年
法律第１１１号）第２条に規定する地
震防災緊急事業五箇年計画に基づいて
実施される事業のうち、同法別表第１
に掲げる社会福祉施設（木造施設の改
築として行う場合） 

・特別養護老人ホーム 
 
 
 
 
 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．３
０を乗じて得た額 
 
 
 

南海トラフ地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法（平成２５
年法律第８７号）第１２条第１項に規
定する津波避難対策緊急事業計画に基
づいて実施される事業のうち、同項第
４号に基づき政令で定める施設（取壊
し費用含む） 

・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・ケアハウス 
・認知症高齢者グループ
ホーム 
・小規模多機能型居宅介
護事業所 
・看護小規模多機能型居
宅介護事業所 
・認知症対応型デイサー
ビスセンター 
・生活支援ハウス 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．３
２を乗じて得た額 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
に係る地震防災対策の推進に関する特
別措置法（平成16年法律第27号）第11
条第１項に規定する津波避難対策緊急
事業計画に基づいて実施される事業の
うち、同項第４号に基づき政令で定め
る施設（取壊し費用含む） 

・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・ケアハウス 
・認知症高齢者グループ
ホーム 
・小規模多機能型居宅介
護事業所 
・看護小規模多機能型居
宅介護事業所 
・認知症対応型デイサー
ビスセンター 
・生活支援ハウス 

別表１－１の第２欄に定
める配分基礎単価に０．３
２を乗じて得た額 
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４ その他 

（１）介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事業の選定に当たっ

ては、次のものを優先的に盛り込むよう配慮するものとする。 

ア 施設利用者に対するサービス提供に止まらず、広く地域に開かれた在宅福祉の推進拠点

としての機能を果たすもの。 

イ 都市部における用地取得の困難性に鑑み、地方公共団体が土地を貸与するものや施設の

高層化を図るなど高齢者が利用する施設を中心市街地等の利用しやすい場所に整備するも

のや、文教施設等の利用も含め各種施設の合築、併設を行うこと等により土地の有効活用

等を図るもの。 

ウ 過疎、山村、離島地域等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営が確保できる

もの。 

エ 災害レッドゾーンや災害イエローゾーンに所在する施設の移転改築整備を行うもの。 

オ 入所者等の精神的なゆとりと安らぎのある生活環境づくりや資源循環型社会の構築に寄

与していくため、施設の木造化、内装等への木材の利用、木製品の利用等を行うもの。 

カ 内閣府による地域再生計画の評価結果を踏まえ、地域経済の活性化、地域における雇用

機会の創出その他の地域の活力の再生の総合的かつ効果的な推進に資するものと認められ

るもの。 

キ 都市再生特別措置法を踏まえ、医療・福祉・商業等の生活サービス機能や居住の集約・

誘導により持続可能なまちづくりを進めるためのコンパクトシティ形成に向けた取組に資

するもの。 

（２）災害レッドゾーンや災害イエローゾーンにおける施設等の移転改築整備等が進むよう、以

下のとおりの取扱いとする。 

ア 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事業の選定に当た

っては、４（１）エの事業を他の事業より、優先的に盛り込むよう配慮すること。 

イ 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防災対策工事により、

事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから外れることが見込まれる場合等を除き、

原則、介護施設等の整備に関する事業による補助の対象としないこと。 

ウ 災害イエローゾーンにおいて、介護施設等の新規整備を行う場合には、防災対策工事に

より、事業開始時点で当該建設地が災害イエローゾーンから外れることが見込まれる場合

等を除き、原則、介護施設等の整備に関する事業による補助の対象としないこと。ただし、

次に掲げる場合には補助の対象とすることができる。 

（ア）土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａか

らｄの全てに該当すること 

（イ）浸水深１メートル未満の浸水想定区域等の場合は、次のｃ及びｄに該当すること 

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生

活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の
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取得が困難であること。 

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエローゾ

ーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において

市区町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難にな

り、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエロ

ーゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための

対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画となって

いること。 

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定によ

り想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計

画となっていること。 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施設等については、

２（１）アの事業の対象としないこと。 

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型介護施設等につい

ては、２（１）エの事業の対象としないこと。 
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別表１－１ 配分基礎単価 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 地域密着型特別養

護老人ホーム等の整

備（施設の整備と一

体的に整備されるも

のであって、都道府

県知事が必要と認め

た整備を含む。）に

必要な工事費又は工

事請負費及び工事事

務費（工事施工のた

め直接必要な事務に

要する費用であっ

て、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印

刷製本費及び設計監

督料等をいい、その

額は、工事費又は工

事請負費の２．６％

に相当する額を限度

額とする。）。 

  ただし、別の負担

（補助）金等におい

て別途補助対象とす

る費用を除き、工事

費又は工事請負費に

は、これと同等と認

められる委託費及び

分担金及び適当と認

められる購入費等を

含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショート

ステイ用居室 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数 

  ・小規模な介護医療院 25,000～61,000千円 施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 2,600千円 整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を

受けるもの） 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 1,950千円 整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 15,000～36,600千円 施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600千円 施設数 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 6,470千円 施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600千円 施設数 

 ・認知症対応型デイサービスセンター 13,000千円 施設数 

 ・介護予防拠点 9,710千円 施設数 

 ・地域包括支援センター 1,300千円 施設数 

 ・生活支援ハウス 38,900千円 施設数 

 ・緊急ショートステイの整備 1,300千円 整備床数 

  ・施設内保育施設 13,000千円 施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス

付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の

指定を受けるもの） 

2,000～4,880千円 整備床数 

介護施設等の合築等   

  

  
・別記１-１の２の（１）アの事業対象施設と合築・併設 

合築・併設する施設それぞれ上記の 

配分基礎単価に1.05を乗じた額 
上記に準ずる 

空き家を活用した整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

  ・認知症高齢者グループホーム 

9,710千円 施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設 

の大規模修繕・耐震化整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 ・特別養護老人ホーム 

1,230千円 定員数 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム 
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災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の

移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額  

 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数  

 介護医療院 25,000～61,000千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者

向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受け

るもの） 

2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等

の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額  

 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数  

 介護医療院 25,000～61,000千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者

向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受け

るもの） 

2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。

ただし、増員分

は対象外。 

 

注）施設数単位で助成する施設等について、新規開設時に一度助成を受けている場合であっても、増床する場合には、配分基礎単価を平均利用定員で割る

など、合理的な方法を用いて算出した額で助成することができる。 
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（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費 

 特別養護老人ホ

ーム等の円滑な開

所や既存施設の増

床、介護療養型医

療施設から介護老

人保健施設への転

換の際に必要な需

用費、使用料及び

賃借料、備品購入

費（備品設置に伴

う工事請負費を含

む）、報酬、給

料、職員手当等、

共済費、賃金、旅

費、役務費、委託

料又は工事請負

費。 

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 

914 千円 定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

 
 

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 

 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施設

入居者生活介護の指定を受けるもの） 

 
 

・訪問看護ステーション（大規模化やサテラ

イト型事業所の設置） 
4,580 千円 施設数 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設さ

れるショートステイ用居室 

914 千円 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 15,300 千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 458 千円 
定員数 

  ・小規模な養護老人ホーム 458 千円 

  ・施設内保育施設 4,580 千円 施設数 

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換

整備に必要な経費（介護療養型老人保健施設の介護

医療院への転換整備に必要な経費を含む。）※ 

※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 ・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるショート

ステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

239 千円 

定員数 

（転換前床

数） 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費  特別養護老人ホ

ーム等の大規模修

繕の際にあわせて

行う、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入

に必要な経費（令

和２年４月 14 日

老高発 0414 第１

号・老振発 0414

第１号厚生労働省

老健局総務課長・

高齢者支援課長・

  定員 30 名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 

458 千円 定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

 
 

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 
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・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施設

入居者生活介護の指定を受けるもの） 

振興課長通知「地

域医療介護総合確

保基金（介護従事

者の確保に関する

事業）における

「管理者等に対す

る雇用管理改善方

策普及・促進事

業」の実施につい

て」の別紙１・別

紙２を準用す

る）。 

  定員 29 名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設さ

れるショートステイ用居室 

458 千円 

定員数 

※小規模多

機能型居宅

介護事業所

及び看護小

規模多機能

型居宅介護

事業所にあ

っては、宿

泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 7,630 千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 229 千円 
定員数 

  ・小規模な養護老人ホーム 229 千円 

  ・施設内保育施設 2,290 千円 施設数 

介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における

防災意識啓発の取組に必要な経費※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

介護予防拠点に

おいて参加者の防

災に対する意識の

共有を図るために

必要な需用費（印

刷製本費、修繕

料）、備品購入費

（備品設置に伴う

工事請負費を含

む）、報酬、旅

費、役務費（通信

運搬費、広告料、

手数料）又は委託

料。 

 

・介護予防拠点 109 千円 １か所 
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（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基準 ３ 補助率 ４ 対象経費 

【本体施設】 

当該施設等を整備する用地に係る

国税局長が定める路線価（路線価

が定められていない地域において

は、固定資産税評価額に国税局庁

が定める倍率を乗じた額等、都道

府県知事が定める合理的な方法に

よる額）の２分の１ 

１／２ 

 定期借地権設定に際して授

受される一時金であって、借

地代の前払いの性格を有する

もの（当該一時金の授受によ

り、定期借地権設定期間中の

全期間又は一部の期間の地代

の引き下げが行われていると

認められるもの）。 

 定員30名以上の広域型施設 

 
・特別養護老人ホーム及び併設されるショー

トステイ用居室 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 
・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

 ・養護老人ホーム 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施設

入居者生活介護の指定を受けるもの） 

 定員29名以下の地域密着型施設等 

 
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設さ

れるショートステイ用居室 

 ・小規模な介護老人保健施設 

 ・小規模な介護医療院 

 
・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

 ・認知症高齢者グループホーム 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・都市型軽費老人ホーム 

 ・小規模な養護老人ホーム 

 ・施設内保育施設 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

【合築・併設施設】 

 定員29名以下の地域密着型施設等 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ・認知症対応型デイサービスセンター 

 ・介護予防拠点 

 ・地域包括支援センター 

 ・生活支援ハウス 

 ・緊急ショートステイ 
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（４）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 
  

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 既存施設のユニット化改修※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額  特別養護老人ホ

ーム等のユニット

化等の改修（施設

の整備と一体的に

整備されるもので

あって、都道府県

知事が必要と認め

た整備を含む。）

に必要な工事費又

は工事請負費及び

工事事務費（工事

施工のため直接必

要な事務に要する

費用であって、旅

費、消耗品費、通

信運搬費、印刷製

本費及び設計監督

料等をいい、その

額は、工事費又は

工事請負費の２．

６％に相当する額

を限度額とする｡)｡ 

 ただし、別の負

担（補助）金等に

おいて別途補助対

象とする費用を除

き、工事費又は工

事請負費には、こ

れと同等と認めら

れる委託費及び分

担金及び適当と認

められる購入費等

を含む。 

 「個室 → ユニット化」改修 1,300千円 

整備床数 

 
「多床室（ユニット型個室的多床室を含む。） →  

ユニット化」改修 
2,600千円 

 

ア 特別養護老人ホームのユニット化 

イ 介護老人保健施設のユニット化 

ウ 介護医療院のユニット化 

エ 介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設 

  ・ 介護老人保健施設 

  ・ ケアハウス 

  ・ 特別養護老人ホーム 

  ・ 介護医療院 

  ・ 認知症高齢者グループホーム 

  

 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居

室（多床室）のプライバシー保護のための改修 

800千円 

の範囲で都道府県知事が定める額 
整備床数 

 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 

（介護療養型老人保健施設から転換して介護医療院を整備

する事業についても対象とする。）※ 

※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 

 

・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用

居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・サービス付き高齢者向け住宅 

創設 2,440千円 

転換前床数 
 

 
改築 3,020千円 

 

 
改修 1,220千円 

介護施設等の看取り環境の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

特別養護老人ホ

ーム等の看取り環

境又は共生型サー

ビス事業所の整備

のための改修に必

要な経費ついては

同上。設備につい

ては、需用費（修

繕料）、使用料及

び賃借料又は備品

購入費（備品設置

に伴う工事請負費

を含む。）｡ 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・介護医療院 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

3,820千円 施設数 

共生型サービス事業所の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

・通所介護事業所（地域密着型通所介護事業所を含

む。） 

・短期入所生活介護事業所（介護予防短期入所生活介護

事業所を含む。） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

1,130千円 事業所数 

注）いずれの事業の介護施設等も、定員規模は問わない。 
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（５）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 民有地マッチング事業※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 民有地マッチング事業を実

施するために必要な賃金、旅

費、謝金、会議費、印刷製本

費、備品購入費等 

 
・土地等所有者と介護施設等整備法人等の

マッチング支援 
6,110千円 自治体 

 ・整備候補地等の確保支援 5,000千円 自治体 

 ・地域連携コーディネーターの配置支援 4,890千円 １か所 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

 

（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係

る経費支援事業 
4,710千円 

都道府県知事

が認めた台数

（定員数を上

限とする） 

簡易陰圧装置を設置するた

めに必要な備品購入費、工事

費又は工事請負費及び工事事

務費（工事施工のため直接必

要な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費及び設計監

督料等をいい、その額は、工

事費又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限度額と

する。）。 

ただし、別の負担（補助）

金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は

工事請負費には、これと同等

と認められる委託費及び分担

金及び適当と認められる購入

費等を含む。 

 介護施設等における感染拡大防止のためのゾ

ーニング環境等の整備に係る経費支援事業 
   

 

 

 

・ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設

置によるゾーニング経費支援 

  

1,090千円 １か所 

感染拡大防止のためのゾー

ニング環境等の整備するため

に必要な備品購入費、工事費

又は工事請負費及び工事事務

費（工事施工のため直接必要

な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費及び設計監

督料等をいい、その額は、工

事費又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限度額と

する。）。 

ただし、別の負担（補助）

金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は

工事請負費には、これと同等

と認められる委託費及び分担

金及び適当と認められる購入

費等を含む。  

 

 

 

・従来型個室・多床室のゾーニング経費支援 

 

 

6,540千円 １か所 

 ・家族面会室の整備等経費支援 3,820千円 施設・事業所 

 
介護施設等における多床室の個室化に要する

改修費支援事業 
1,070千円 定員数 

介護施設等における多床室

の個室化に必要な工事費又は

工事請負費及び工事事務費

（工事施工のため直接必要な

事務に要する費用であって、
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旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督

料等をいい、その額は、工事

費又は工事請負費の２．６％

に相当する額を限度額とす

る。）。 

ただし、別の負担（補助）

金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は

工事請負費には、これと同等

と認められる委託費及び分担

金及び適当と認められる購入

費等を含む。 

 

 注）いずれの介護施設等も、定員規模は問わない。 

 

（７）介護職員の宿舎施設整備事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基準 ３ 補助率 ４ 対象経費 

 介護職員の宿舎施設整備事業   特別養護老人ホー

ム等の職員の宿舎の

整備（宿舎の整備と

一体的に整備される

ものであって、都道

府県知事が必要と認

めた整備を含む。）

に必要な工事費又は

工事請負費及び工事

事務費（工事施工の

ため直接必要な事務

に要する費用であっ

て、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印

刷製本費及び設計監

督料等をいい、その

額は、工事費又は工

事請負費の２．６％

に相当する額を限度

額とする。）。 

ただし、別の負担

（補助）金等におい

て別途補助対象とす

る費用を除き、工事

費又は工事請負費に

は、これと同等と認

められる委託費及び

分担金及び適当と認

められる購入費等を

含む。 

 ・特別養護老人ホーム 

介護職員１定員当たりの延べ床面積（バルコ

ニー、廊下、階段等共用部分を含む。）33㎡ 

 

※上記の基準面積は、補助金算出の限度とな

る面積であり、実際の建築面積が上記を下回

る場合には、実際の当該建築面積を基準面積

とする。 

１／３ 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 
・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

 ・認知症高齢者グループホーム 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施設

入居者生活介護の指定を受けるもの） 

 注）いずれの介護施設等も、定員規模は問わない。 
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別記１－２ 

 

介護施設等の整備に関する事業（在宅・施設サービスの整備の加速化分） 

 

１ 目的 

  病床の機能分化及び連携に伴って増加する退院患者に対応しつつ、また、今後急増す

る高齢単身世帯、夫婦のみの世帯、認知症高齢者等が可能な限り住み慣れた地域におい

て継続して日常生活を営むことを可能とするため、地域密着型サービス（介護保険法（平

成９年法律第１２３号）第８条第１４項に規定する地域密着型サービスをいう。）等、地

域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するとともに、一億総活躍社会の

実現に向けて緊急に実施すべき対策等として、平成２７年度補正予算措置による在宅・

施設サービスの整備の加速化・支援を拡充することを目的とする。 

 

２ 対象事業 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業 

ア 地域密着型サービス等整備助成事業 

   （ア）に掲げる施設等（サテライト型居住施設・事業所を含む。）を整備する事業

を対象とする。 

また、土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備す

る事業も対象とする。この場合、施設等運営法人が事業実施に当たって適当な法人であ

ることの確認を行った上で、選定されていることを前提とし、経営が安定的・継続的に

行われるよう、当該法人が以下に掲げる要件を満たしていることを条件とする。 

・ 貸与を受けている不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期

間の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。 

・ 賃借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に賃

借料を支払い得る財源が確保されていること。 

・ 賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法人

が当該賃借料を長期間にわたって安定的に支払可能であると認められること。 

さらに、次に掲げる施設等を合築・併設して整備を行う場合に補助単価の加算を

行うとともに、空き家を活用した地域密着型サービス施設・事業所等を整備する事

業を対象とする。 

なお、障害者や子ども等と交流することにより高齢者が地域において自立した日

常生活を営むことができるよう支援するものである場合については、障害者や子ど

も等が併せて利用する場合であっても対象とする。   

（ア）対象施設等 

ａ 地域密着型（定員２９人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショー
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トステイ用居室（ユニット型を基本としつつ、地域における特別の事情も踏ま

えるものとする。） 

  ｂ 小規模（定員２９人以下）な介護老人保健施設（ユニット型を基本としつつ、

地域における特別の事情も踏まえるものとする。） 

  ｃ 小規模（定員２９人以下）な介護医療院 

  ｄ 小規模（定員２９人以下）な養護老人ホーム（地域で居住できる支援機能を持

つ養護老人ホーム） 

  ｅ 小規模（定員２９人以下）の特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハ

ウス（ユニット型を基本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるものと

する。） 

  ｆ 低所得高齢者の居住対策として「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基

準（平成２０年厚生労働省令第１０７号）」第３４条の規定に定める都市型軽費

老人ホーム（都市型軽費老人ホームの居室面積については、１０．６５㎡（収納

設備を除く）以上とすることが望ましい。） 

  ｇ 認知症高齢者グループホーム 

  ｈ 小規模多機能型居宅介護事業所（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を

含む。以下同じ。） 

  ｉ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

  ｊ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｋ 介護関連施設等に雇用される介護職員等のための施設内保育施設（主として

当該施設又は事業者の職員を対象としたものでなければならない。ただし、施

設職員等の利用に支障のない範囲において、外部の利用も認めて差し支えない。

また、設置場所については、利用の便（近接地、通勤経路）への配慮や障害者や

子ども等と交流等の面から検討することが重要であり、個々の施設により事情

が様々であることから、敷地内の設置に限定されない。） 

ｌ 小規模（定員２９人以下）な介護付きホーム（老人福祉法（昭和２６年法律

第４５号）第２９条第１項に規定される有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１項の登録を受けたサービス付

き高齢者向け住宅（スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付要綱（平成26年３

月 31 日付け国住心第 178 号）に規定するサービス付き高齢者向け住宅整備事業の補

助対象となるものに限る。以下同じ。）であって、特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの）（ただし、北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀

県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、広島県、福岡県、熊

本県における整備に限る。） 

（イ）整備区分 
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「整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。（（５）の事

業を除き、以下同じ。） 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創   設 

（開 設） 

新たに施設等を整備すること。（空き家等の既存建物

や地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公

有地等）を改修（本体の躯体工事に及ぶかどうかは問

わず、屋内改修（壁撤去等）で工事を伴うもの）して、

施設等を整備する事業を含む。） 

増築（床） 
既存の施設等の現在定員の増員を図るための整備を

すること。 

改   築 

（再開設） 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備するこ

と。（一部改築を含む。）なお、現在定員を維持すること

基本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるものと

する。 

※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存施設等を移転して改築する事業を含む。この

場合、既存施設等を取り壊すがどうかは問わない。 

※３ 改築にあたり定員を見直す場合には、改築後の定員等

について、地域のニーズ等を踏まえたものとなるよう指

定権者とあらかじめ協議すること。 

増 改 築 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備す

ることにあわせて現在定員の増員を図るための整備

をすること。（一部増改築を含む。） 

※１、※２について同上。 

イ 介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

介護の受け皿整備量拡大と老朽化した定員３０人以上の広域型施設の修繕を同時

に進めるため、都道府県計画及び市町村計画に定める介護施設等（特別養護老人ホ

ーム、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護の指定を受けるケ

アハウス、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、介護付

きホーム。いずれも、定員規模及び助成を受けているかは問わない。）を１施設創

設することを条件に、（ア）に掲げる広域型施設１施設の大規模修繕又は耐震化を

行う事業を対象とする。 

なお、創設する介護施設等と大規模修繕又は耐震化を行う広域型施設の場所は、同

一敷地内又は近接の設置に限定されない。 

また、介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の整備主体は同一法人

であることとし、都道府県計画及び市町村計画に沿った介護施設等の創設と広域型施

設の大規模修繕又は耐震化の両方に係る１年から４年程度の範囲内を期間とする整備計画

を定めることとする。介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の実施順序

は問わないが、いずれも令和５年度中に着工することとする。 

（ア）大規模修繕・耐震化の対象施設 
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ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ 広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）の軽費老人ホーム 

（イ）整備区分 

ａ 「大規模修繕」とは、本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、次の表の整備

区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

（１）施設の一部改修 

 

 

 

（２）施設の付帯設備の改造 

 

 

 

（３）施設の冷暖房設備の設置等 

 

 

 

 

（４）避難経路等の整備 

 

 

 

 

（５）環境上の条件等により必要とな

った施設の一部改修 

 

 

 

（６）消防法及び建築基準法等関係法

令の改正により新たにその規定

に適合させるために必要となる

改修 

一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修

が必要となった浴室、食堂等の改修工事や外壁、

屋上等の防水工事等施設の改修工事 

 

一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修

が必要となった給排水設備、電気設備、ガス設

備、消防用設備等付帯設備の改造工事 

 

気象状況により特に必要とされる熱中症対策等

のための施設の冷暖房設備の新規設置工事及び

一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修

が必要となった冷暖房設備の改造工事 

 

居室と避難通路（バルコニー）等との段差の解

消を図る工事や自力避難が困難な者の居室を避

難階へ移すための改修等防災対策に配慮した施

設の内部改修工事 

 

① 活火山周辺の降灰地域等における施設の換

気設備整備や窓枠改良工事等 

② アスベストの処理工事及びその後の復旧等

関連する改修工事 

 

消防法設備等(スプリンクラー設備等を除く。)
について、消防法令等が改正されたことに伴い、

新たに必要となる設備の整備 
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（７）消融雪設備整備 

 

 

 

 

（８）土砂災害等に備えた施設の一部

改修等 

 

 

（９）施設の改修整備 

 

 

 

（１０）その他施設における大規模な

修繕等 

 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７

３号）第２条第２項の規定に基づき指定された

豪雪地域に所在する施設の安全確保上、必要な

消融雪設備の整備 

 

都道府県等が土砂災害等の危険区域等として指

定している区域に設置されている施設の防災対

策上、必要な補強改修工事や設備の整備等 

 

施設事業を行う場合に必要な、既存建物（賃貸

物件を含む。）のバリアフリー化工事等、施設等

の基盤整備を図るための改修工事 

 

特に必要と認められる上記に準ずる工事 

（注） 一定年数は、おおむね１０年とする。 

 

ｂ 「耐震化」とは、本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わず、次の表の整備区分

ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

耐震化 地震防災対策上倒壊等の危険性のある施設等の

耐震補強のために必要な補強改修工事 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業 

災害レッドゾーン（都市計画法（昭和43年法律第100号）第33条第１項第８号におい

て規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土地。以下同じ）に所在する老朽化

等した広域型介護施設等の移転改築を行う事業を対象とする。 

（対象施設） 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用 

居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ  広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける  

もの。なお、移転に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・ケアハウス（特定施設入居者  

生活介護の指定を受けないもの）から施設類型をケアハウス（特定施設入居者生活介 
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護の指定を受けるもの）に変更する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高 

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの。ただし、北海 

道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、 

福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌 

山県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築を行う事業を対象

とする。 

（ア）災害イエローゾーン 

災害イエローゾーンとは、次のいずれかに該当する区域とする。 

ａ 土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律

第57号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

ｂ 浸水想定区域等 

浸水想定区域等に該当する区域は、次の区域とする。 

（ａ）水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項又は第２項の洪水浸水想定区域、

同法第14条の２第１項又は第２項の雨水出水浸水想定区域、同法第14条の３第１

項の高潮浸水想定区域 

（ｂ）津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第10条第３項第２

号の津波浸水想定に定める浸水の区域、同法第53条第１項の津波災害警戒区域 

（ｃ）特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和3年法律第31号）に

よる改正前の特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第32条第１項

の都市洪水想定区域、同法第32条第２項の都市浸水想定区域 

（イ）対象施設 

広域型介護施設等とは、次のいずれかに該当する施設とする。 

ａ 広域型（定員３０人以上）の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用

居室 

ｂ 広域型（定員３０人以上）の介護老人保健施設 

ｃ 広域型（定員３０人以上）の介護医療院 

ｄ 広域型（定員３０人以上）の養護老人ホーム 

ｅ 広域型（定員３０人以上）のケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの。なお、改築に伴い、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型・ケアハウス（特定施設入居者生

活介護の指定を受けないもの）から施設類型をケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの）に変更する場合も対象とする。） 

ｆ 広域型（定員３０人以上）の介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高
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齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの。ただし、北海

道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山

県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限る。） 

（ウ）対象事業 

災害イエローゾーンに所在する次のいずれかに該当する広域型介護施設等の改築を行

う事業を対象とする。 

ａ 対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から事業開始までのいずれかの

時点において、対象施設の当該事業用地に土砂災害警戒区域又は浸水想定区域等の指

定がなく、本事業への申請時点において、対象施設の当該事業用地が、土砂災害警戒

区域又は浸水想定区域等で浸水した場合に想定される水深（以下、「浸水深」という。

なお、津波災害警戒区域の場合は、津波防災地域づくりに関する法律第53条第２項に

規定される基準水位をいう。）が１メートル以上に指定されている場合 

ｂ 浸水想定区域等に所在する対象施設の建物新築工事契約時、建物購入契約時等から

事業開始までのいずれかの時点において、対象施設の当該事業用地の浸水深が１メー

トル未満であって、本事業への申請時点において、浸水深が１メートル以上となって

いる場合 

（エ）整備内容 

原則、災害イエローゾーンから災害イエローゾーン外への移転改築事業を対象とする。

ただし、次の全てに該当する場合には、災害イエローゾーンにおける現地改築（対象施

設の当該事業用地での改築をいう。一部改築を含む。以下同じ。）事業についても対象

とすることができる。 

ａ 災害イエローゾーン外での新たな事業用地の取得が困難であること、又は、移転に

より、対象施設に勤務する職員の確保が困難となるおそれが高いこと。 

ｂ 対象施設の移転により、当該施設が所在する区域において都道府県の介護保険事業

支援計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来に

わたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 対象施設又は対象施設が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想

定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な

避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画となっていること。 

ｄ 現地改築に合わせ、当該施設が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定

される被災リスクに対して、非常災害対策計画、避難確保計画等の改定が行われる計

画となっていること。 

ｅ 当該施設について、過去に本事業を活用した現地改築を実施していないこと。 
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（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

ア 介護施設等の施設開設準備経費支援事業 

介護施設等の開設時から安定した、質の高いサービスを提供するための体制整備

等を支援するため、施設等の開設時（改築による再開設時を含む。）や既存施設の増

床の際に必要な初度経費（設備整備、職員訓練期間中の雇上げ（最大６ヶ月間）、職

員募集経費、開設のための普及啓発経費、その他事業の立ち上げに必要な経費）を支

援する事業を対象とする。 

イ 介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援 

介護施設等において、（１）イ（イ）の表中（１）又は（２）に該当する大規模修

繕（助成を受けているかは問わない。）を実施する際に、別記２の（32）ロの介護ロ

ボット導入支援事業及びハのＩＣＴ導入支援事業において対象となっている機器等

を導入するために必要な経費を支援する事業を対象とする。 

なお、本事業においては、介護ロボット・ＩＣＴ以外の設備整備、職員訓練期間中

の雇上げ（最大６ヶ月間）、職員募集経費、開設のための普及啓発経費等は対象とな

らない。 

また、事業実施にあたっての導入計画の策定及び導入効果の報告については、令和２

年４月14日老高発0414第１号・老振発0414第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長・振

興課長通知「地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保に関する事業）における「管理

者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施について」の別紙１・別紙２を準用

する。 

 

（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業 

   施設等用地の確保を容易にし、特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、用地

確保のための定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払い

として授受されたものに限る。）を支援する事業を対象とする。 

また、地域の実情に合わせて、普通借地権設定でも可能とするが、この場合、当該用

地に整備される施設等の経営が安定的・継続的に行われるよう、当該施設等運営法人

が以下に掲げる要件を満たしていることを条件とする。 

・ 貸与を受けている不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期間

の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。 

・ 賃借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に賃借

料を支払い得る財源が確保されていること。 

・ 賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法人が

当該賃借料を長期間にわたって安定的に支払可能であると認められること。 

さらに、本体施設（特別養護老人ホーム等）を整備する際に、合築・併設施設（定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等）を整備する場合においては、当該敷地につい
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ても補助対象とする。 

なお、介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特

定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）を整備する際に、本事業を活用する場合

は、北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

新潟県、福井県、山梨県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県における整備に限るものとする。 

 

（４）民有地マッチング事業 

介護施設等の整備等を促進するため、土地等所有者と介護施設等を運営する法人等（以下「介

護施設等整備法人等」という。）のマッチングを行うための経費の補助を行い、都市部を中心と

した用地不足への対応を図ることを目的とする。 

 実施主体は、都道府県及び市町村(特別区を含む。以下同じ。)（以下「都道府県等」という。） 

とする。なお、都道府県等が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 委託により事業を実施する場合は、適切な地域で介護施設等の整備が行われるよう、都道府

県等において地域の介護の需給状況を十分に把握した上で委託すること。 

ア 土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援 

土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行うため、土地等所有者から整備候

補地等を募集し、当該候補地等での介護施設等整備を希望する法人の公募・選考等を行う。 

（ア）介護施設等の整備のために提供が可能な土地等について公募等により募集し、介護施設

等の実施に適当な場所（地域の介護ニーズの状況、立地、土地の広さ、各種関係法令との

整合性に問題がない等）であることの確認を行った上で、選定を行うこと。 

（イ）（ア）で選定された介護施設等整備候補物件において、介護施設等の整備を希望する法

人を公募等により募集し、事業実施に当たって適当な法人（過去の決算書、監査の結果に

重大な指摘がない等）であることの確認を行った上で、選定を行うこと。 

（ウ）土地等所有者及び介護施設等整備法人等の公募に当たっては、公募条件やマッチング後

の整備要件や手続き等について、予め周知しておくこと。 

（エ）選定した土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行い、交渉可能な物件及

び連絡先等について紹介をすること。 

（オ）本事業の趣旨は、介護の需要の多い地域及び利便性の高い地域での整備を推進する目的

で、土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチングを行うものであるため、両者の選

定・交渉可能な相手の紹介後の具体の契約締結については、当事者間で実施することを原

則とする。 

イ 整備候補地等の確保支援 

介護施設等の設置が可能な土地等の確保のため、地域の不動産事業者・金融機関・関係団

体等と連携するなどにより、土地等の所有者を把握し、介護施設等の用に供する土地等とし

ての活用に向けた働きかけを行うことにより、整備候補地等の確保に向けた取組を行う。 
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（ア）介護施設等の用に供する土地等の積極的な掘り起こしを行うため、地域の不動産事業者・

金融機関・関係団体等を含めた協議会の設置や担当職員の配置を行うこと。 

（イ）介護施設等の用に供する土地等としての活用に向けた働きかけを行う際には、市町村の

整備計画と整合するよう、立地や土地の広さ等、必要な要件を明らかにした上で行うこと。 

（ウ）実施に当たっては、地域の不動産事業者・金融機関・関係団体等と連携し適切な整備候

補地等を把握した上で個々に当該土地等の所有者に働きかけるほか、民間事業者の資産活

用セミナー、個別相談会、説明会・施設見学会を活用するなど効率的な事業実施に努める

こと。 

（エ）土地等の所有者への説明に当たっては、介護施設等の用に供することが決定した後の手

続きや、各種の補助制度や税制等について説明を行うことが望ましいこと。 

（オ）介護施設等の用に供することが決定した際には、アの活用その他適切な方法で介護施設

等設置法人等とのマッチングや紹介を行うとともに、介護施設等の整備が円滑に進むよう

支援すること。 

ウ 地域連携コーディネーターの配置支援 

介護施設等の設置や増設に向けた地域住民との調整、介護施設等設置後における施設利用

希望者の介護施設等への接続支援、地域活動への参加、利用者等への相談援助の実施など、

介護施設等の設置、運営の円滑化を推進するためのコーディネーターを都道府県、市町村又

は介護施設等に配置する。 

（ア）本事業の実施に当たっては、担当職員を配置すること。 

（イ）コーディネーターは、地域住民との調整や施設利用希望者の介護施設等への接続支援等

の実施に当たっては、都道府県及び市町村の整備計画や地域の介護の受け皿の状況に関す

る情報の共有など都道府県及び市町村と連携するととともに、都道府県及び市町村は必要

に応じ介護施設等の支援を行うこと。 

（ウ）他の補助金等により人件費の補助が行われている職員については、本事業の補助対象と 

はしない。 

 

（５）介護職員の宿舎施設整備事業 

介護人材（外国人を含む。）を確保するため、イに掲げる介護施設等（いずれも、定員規

模は問わない。）の事業者が当該介護施設に勤務する職員（職種は問わず、幅広く対象）の

宿舎を整備するための費用の一部を補助することにより、介護職員が働きやすい環境を整備す

ることを目的とする。 

ア 対象事業 

（ア）地域の実情や利用者のニーズに応じて柔軟に整備できるよう、宿舎の定員規模や設備

（居室類型、入居者の１人当たりの居室の床面積や台所、浴室、便所及び洗面設備

等）は問わない。ただし、補助対象となるのは、イに掲げる介護施設等（建築中の

ものを含む。）に勤務する職員数分の定員規模までであって、１定員当たりの延べ
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床面積（バルコニー、廊下、階段等共用部分を含む。）３３㎡以下を助成配分基準

とする。なお、土地の買収又は整地に要する費用、設備整備に係る経費は対象とし

ないものとする。 

（イ）家賃設定については、居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を

勘案し、近傍（原則として本事業で整備する宿舎の所在する市町村内の地域内とする。）

類似の家賃と比較して低廉なものとすること。 

（ウ）設置場所については、利用の便（近接地、通勤経路）の面等から検討するもので

あり、個々の施設により事情が様々であることから、敷地内又は近隣の設置に限定

されない。 

（エ）入居者については、イに掲げる介護施設等に勤務する職員なければならない。た

だし、当該介護施設等の職員の利用に支障のない範囲（定員規模の２割以内）にお

いて、当該職員の家族等やイに掲げる以外の介護保険・老人福祉関連施設・事業所

（サービス付き高齢者向け住宅を含む。）に勤務する職員に限り、その利用を認め

て差し支えない。 

（オ）土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事

業も対象とする。この場合、施設等運営法人が事業実施に当たって適当な法人である

ことの確認を行った上で、選定されていることを前提とする。また、宿舎の管理及び

活用が適切に行われるよう、貸付を受ける施設等運営法人は、本事業で整備する宿

舎所有者から宿舎を一括して借り上げ入居者に転貸することを条件とする。 

イ 対象施設等 

（ア）特別養護老人ホーム 

（イ）介護老人保健施設 

（ウ）介護医療院 

（エ）特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス 

（オ）認知症高齢者グループホーム 

（カ）小規模多機能型居宅介護事業所 

（キ）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（ク）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（ケ）介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定

施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

ウ 整備区分 

「整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創   設 

新たに宿舎を整備すること。 

※ 空き家等の既存建物を買収することが建物を新築

することより効率的であると認められる場合におい

て、当該建物を買収して、宿舎を整備する事業を含
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む。 

※ 空き家等の既存建物を改修（本体の躯体工事に及

ぶかどうかは問わず、屋内改修（壁撤去等）で工事を

伴うもの）して、宿舎を整備する事業を含む。 

増   築 
既存の宿舎の現在定員の増員を図るための整備をする

こと。 

改   築 

現在定員の増員を行わずに、既存の宿舎を取り壊して、

新たに宿舎を整備すること。（一部改築を含む。） 

※１ 取壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存宿舎を移転して改築する事業を含む。この

場合、既存宿舎を取り壊すかどうかは問わない。 

増 改 築 
既存の宿舎を取り壊して、新たに宿舎を整備するのに

あわせて現在定員の増員を図るための整備をするこ

と。（一部増改築を含む。）※１、※２について同上。 

改   修 
既存の宿舎を本体の躯体工事に及ぶかどうかは問わ

ず、屋内改修（壁撤去等）で工事を伴うものであること。 

 

３ 助成額の算定方法 

（１）算定方法 

都道府県計画に記載された事業について、別表１－２の第１欄に定める施設等の区

分ごとに、第２欄に定める配分基礎単価に第３欄に定める単位の数を乗じて得た額と

第４欄に定める対象経費の実支給額とを比較して少ない方の額を助成額とする。 

ただし、「定期借地権設定のための一時金の支援事業」及び「介護職員の宿舎施設整

備事業」については、別表１－２の（３）及び（５）の第１欄に定める施設等の区分ご

とに、第２欄に定める配分基準により算定した額と第４欄に定める対象経費の実支給

額とを比較して少ない方の額に、第３欄に定める補助率を乗じて得た額を助成額とす

る。 

また、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

  

（２）財政上の特別措置 

   上記２の対象事業のうち（１）の事業の助成額については、次表の第１欄に定める区

分につき、第２欄に定める対象施設が都道府県計画に記載される場合には、当該施設

の種類ごとに、３の（１）により算定した額に第３欄に定める加算率を乗じて得た額を

加算することができるものとする。 

ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

１ 区 分 ２ 対象施設の種類 ３ 加算額 

公害の防止に関する事業に係る国の財
政上の特別措置に関する法律（昭和４６
年法律第７０号）第２条に規定する公害

・特別養護老人ホーム 
・ケアハウス 
 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．１０を
乗じて得た額 
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（３）豪雪地帯対策特別措置法及び離島等による特例 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の規定に基づき

防止対策事業として行う場合   
 

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律
第１４号）第４条に規定する沖縄振興計
画に基づく事業として行う場合 

・特別養護老人ホーム 
 
 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．５０を
乗じて得た額 
 

地震防災対策強化地域における地震対
策緊急整備事業に係る国の財政上の特別
措置に関する法律（昭和５５年法律第６
３号）第２条に規定する地震対策緊急整
備事業計画に基づいて実施される事業の
うち、同法別表第１に掲げる社会福祉施
設（木造施設の改築として行う場合） 

・特別養護老人ホーム 
 
 
 
 
 
 
 
 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．３０を
乗じて得た額 
 
 
 
 
 
 

地震防災対策特別措置法（平成７年法
律第１１１号）第２条に規定する地震防
災緊急事業五箇年計画に基づいて実施さ
れる事業のうち、同法別表第１に掲げる
社会福祉施設（木造施設の改築として行
う場合） 

・特別養護老人ホーム 
 
 
 
 
 
 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．３０を
乗じて得た額 
 
 
 
 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の
推進に関する特別措置法（平成２５年法
律第８７号）第１２条第１項に規定する
津波避難対策緊急事業計画に基づいて実
施される事業のうち、同項第４号に基づ
き政令で定める施設（取壊し費用含む） 

・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・ケアハウス 
・認知症高齢者グループ
ホーム 
・小規模多機能型居宅介
護事業所 
・看護小規模多機能型居
宅介護事業所 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．３２を
乗じて得た額 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に
係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法（平成16年法律第27号）第11条第１
項に規定する津波避難対策緊急事業計画
に基づいて実施される事業のうち、同項
第４号に基づき政令で定める施設（取壊
し費用含む） 

・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・ケアハウス 
・認知症高齢者グループ
ホーム 
・小規模多機能型居宅介
護事業所 
・看護小規模多機能型居
宅介護事業所 

別表１－２の第２欄に定め
る配分基礎単価に０．３２を
乗じて得た額 
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指定された特別豪雪地帯又は離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、奄美群島振興開

発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４

４年法律第７９号）若しくは沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）に基づく離島

等に所在する場合は、（１）及び（２）により算定された当該額に０．０８を乗じて得

た額を加算することができるものとする。 

ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

４ その他 

（１）介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事業の選定に当たっ

ては、次のものを優先的に盛り込むよう配慮するものとする。 

ア 施設利用者に対するサービス提供に止まらず、広く地域に開かれた在宅福祉の推進拠点

としての機能を果たすもの。 

イ 都市部における用地取得の困難性に鑑み、地方公共団体が土地を貸与するものや施設の

高層化を図るなど高齢者が利用する施設を中心市街地等の利用しやすい場所に整備するも

のや、文教施設等の利用も含め各種施設の合築、併設を行うこと等により土地の有効活用

等を図るもの。 

ウ 過疎、山村、離島地域等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営が確保できるも

の。 

エ 災害レッドゾーンや災害イエローゾーンに所在する施設の移転改築整備を行うもの。 

オ 入所者等の精神的なゆとりと安らぎのある生活環境づくりや資源循環型社会の構築に寄

与していくため、施設の木造化、内装等への木材の利用、木製品の利用等を行うもの。 

カ 内閣府による地域再生計画の評価結果を踏まえ、地域経済の活性化、地域における雇用

機会の創出その他の地域の活力の再生の総合的かつ効果的な推進に資するものと認められ

るもの。 

キ 都市再生特別措置法を踏まえ、医療・福祉・商業等の生活サービス機能や居住の集約・誘

導により持続可能なまちづくりを進めるためのコンパクトシティ形成に向けた取組に資す

るもの。 

（２）災害レッドゾーンや災害イエローゾーンにおける施設等の移転改築整備等が進むよう、以下

のとおりの取扱いとする。 

ア 介護施設等の整備に関する事業に係る都道府県計画及び市町村計画の事業の選定に当た

っては、４（１）エの事業を他の事業より、優先的に盛り込むよう配慮すること。 

イ 災害レッドゾーンにおいて介護施設等の新規整備を行う場合には、防災対策工事により、

事業開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから外れることが見込まれる場合等を除き、

原則、介護施設等の整備に関する事業による補助の対象としないこと。 

ウ 災害イエローゾーンにおいて、介護施設等の新規整備を行う場合には、防災対策工事に

より、事業開始時点で当該建設地が災害イエローゾーンから外れることが見込まれる場合
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等を除き、原則、介護施設等の整備に関する事業による補助の対象としないこと。ただし、

次に掲げる場合には補助の対象とすることができる。 

（ア）土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａか

らｄの全てに該当すること 

（イ）浸水深１メートル未満の浸水想定区域等の場合は、次のｃ及びｄに該当すること 

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生

活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の

取得が困難であること。 

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエローゾ

ーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において

市区町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難にな

り、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエロ

ーゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための

対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画となって

いること。 

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定によ

り想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計

画となっていること。 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施設等については、

２（１）アの事業の対象としないこと。 

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型介護施設等につい

ては、２（１）エの事業の対象としないこと。 
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別表１－２ 配分基礎単価 

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 地域密着型サービス施設等の整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 地域密着型特別養護

老人ホーム等の整備

（施設の整備と一体的

に整備されるものであ

って、都道府県知事が

必要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び工

事事務費（工事施工の

ため直接必要な事務に

要する費用であって、

旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及

び設計監督料等をい

い、その額は、工事費

又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限

度額とする。）。 

  ただし、別の負担

（補助）金等において

別途補助対象とする費

用を除き、工事費又は

工事請負費には、これ

と同等と認められる委

託費及び分担金及び適

当と認められる購入費

等を含む。 

  
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設され

るショートステイ用居室 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・小規模な介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数 

  ・小規模な介護医療院 25,000～61,000千円 施設数 

  ・小規模な養護老人ホーム 2,600千円 整備床数 

  
・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介

護の指定を受けるもの） 
2,000～4,880千円 整備床数 

  ・都市型軽費老人ホーム 1,950千円 整備床数 

  ・認知症高齢者グループホーム 15,000～36,600千円 施設数 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600千円 施設数 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 6,470千円 施設数 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 15,000～36,600千円 施設数 

  ・施設内保育施設 13,000千円 施設数 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム

又はサービス付き高齢者向け住宅であって、

特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

2,000～4,880千円 整備床数 

介護施設等の合築等    

  

  

・別記１-２の２の（１）アの事業対象施設と

合築・併設 

合築・併設する施設それぞれ上記の 

配分基礎単価に1.05を乗じた額 
上記に準ずる 

空き家を活用した整備※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額   

  ・認知症高齢者グループホーム 

9,710千円 施設数 
  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模

修繕・耐震化整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 ・特別養護老人ホーム 

1,230千円 

 
整備床数 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 ・養護老人ホーム 

 ・軽費老人ホーム 

災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等

の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ

用居室 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数  
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 介護医療院 25,000～61,000千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受け

るもの） 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

 
介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き

高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設

等の移転改築整備※ 
※以下の範囲で都道府県知事が定める額  

 
特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ

用居室 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

 介護老人保健施設 25,000～61,000千円 施設数  

 介護医療院 25,000～61,000千円 施設数  

 養護老人ホーム 2,600千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

 
ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受け

るもの） 
2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

 

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き

高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

2,000～4,880千円 

整備床数 
※移転後床数。ただ

し、増員分は対象

外。 

 

注）施設数単位で助成する施設等について、新規開設時に一度助成を受けている場合であっても、増床する場合には、配分基礎単価を平均利用定員で割るな

ど、合理的な方法を用いて算出した額で助成することができる。 
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（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費  特別養護老人ホー

ム等の円滑な開所や

既存施設の増床、介

護療養型医療施設か

ら介護老人保健施設

への転換の際に必要

な需用費、使用料及

び賃借料、備品購入

費（備品設置に伴う

工事請負費を含

む）、報酬、給料、

職員手当等、共済

費、賃金、旅費、役

務費、委託料又は工

事請負費。 

  定員30名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

  ・特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 

914千円 定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

  ・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 

 

 
・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け

住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

  定員29名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ

用居室 

914千円 

定員数 

※小規模多機能型居

宅介護事業所及び看

護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっ

ては、宿泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 15,300千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 458千円 
定員数 

  ・小規模な養護老人ホーム 458千円 

  ・施設内保育施設 4,580千円 施設数 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行うロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費 

 特別養護老人ホー

ム等の大規模修繕の

際にあわせて行う、

介護ロボット・ＩＣ

Ｔの導入に必要な経

費（令和２年４月

14日老高発0414第

１号・老振発0414

第１号厚生労働省老

健局高齢者支援課

長・振興課長通知

「地域医療介護総合

確保基金（介護従事

者の確保に関する事

業）における「管理

者等に対する雇用管

理改善方策普及・促

進事業」の実施につ

いて」の別紙１・別

紙２を準用する）。 

  定員30名以上の広域型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

  ・特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 

458千円 定員数 

  ・介護老人保健施設 

  ・介護医療院 

  ・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

  ・養護老人ホーム 

 
 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け

住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

  定員29名以下の地域密着型施設等※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 
 

・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ

用居室 

458千円 

定員数 

※小規模多機能型居

宅介護事業所及び看

護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっ

ては、宿泊定員数と

する。 

  ・小規模な介護老人保健施設 

  ・小規模な介護医療院 

 
 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

  ・認知症高齢者グループホーム 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 
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  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 7,630千円 施設数 

  ・都市型軽費老人ホーム 229千円 
定員数 

  ・小規模な養護老人ホーム 229千円 

  ・施設内保育施設 2,290千円 施設数 

 

（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業 

１ 区 分 ２ 配分基準 ３ 補助率 ４ 対象経費 

【本体施設】 

当該施設等を整備する用地

に係る国税局長が定める路

線価（路線価が定められて

いない地域においては、固

定資産税評価額に国税局庁

が定める倍率を乗じた額

等、都道府県知事が定める

合理的な方法による額）の

２分の１ 

１／２ 

 定期借地権設定に際して授

受される一時金であって、借地

代の前払いの性格を有するも

の（当該一時金の授受により、

定期借地権設定期間中の全期

間又は一部の期間の地代の引

き下げが行われていると認め

られるもの）。 

 定員30名以上の広域型施設 

 
・特別養護老人ホーム及び併設されるショート

ステイ用居室 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 
・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

 ・養護老人ホーム 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービ

ス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居

者生活介護の指定を受けるもの） 

 定員29名以下の地域密着型施設等 

 
・地域密着型特別養護老人ホーム及び併設され

るショートステイ用居室 

 ・小規模な介護老人保健施設 

 ・小規模な介護医療院 

 
・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介

護の指定を受けるもの） 

 ・認知症高齢者グループホーム 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・都市型軽費老人ホーム 

 ・小規模な養護老人ホーム 

 ・施設内保育施設 

・小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又

はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定

施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

【合築・併設施設】 

 定員29名以下の地域密着型施設等 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ・認知症対応型デイサービスセンター 

 ・介護予防拠点 

 ・地域包括支援センター 
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 ・生活支援ハウス 

 ・緊急ショートステイ 

 

（４）民有地マッチング事業 
   

１ 区 分 ２ 配分基礎単価 ３ 単位 ４ 対象経費 

 民有地マッチング事業※ ※以下の範囲で都道府県知事が定める額 

 民有地マッチング事業を

実施するために必要な賃

金、旅費、謝金、会議費、

印刷製本費、備品購入費等 

 ・土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援 6,110千円 自治体 

 ・整備候補地等の確保支援 5,000千円 自治体 

 ・地域連携コーディネーターの配置支援 4,890千円 １か所 

 注）介護施設等とは、（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業の対象施設をいう。 

 

（５）介護職員の宿舎施設整備事業 
  

１ 区 分 ２ 配分基準 ３ 補助率 ４ 対象経費 

 介護職員の宿舎施設整備事業   特別養護老人ホー

ム等の職員の宿舎の

整備（宿舎の整備と

一体的に整備される

ものであって、都道

府県知事が必要と認

めた整備を含む。）

に必要な工事費又は

工事請負費及び工事

事務費（工事施工の

ため直接必要な事務

に要する費用であっ

て、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印

刷製本費及び設計監

督料等をいい、その

額は、工事費又は工

事請負費の２．６％

に相当する額を限度

額とする。）。 

ただし、別の負担

（補助）金等におい

て別途補助対象とす

る費用を除き、工事

費又は工事請負費に

は、これと同等と認

められる委託費及び

分担金及び適当と認

められる購入費等を

含む。 

 ・特別養護老人ホーム 

介護職員１定員当たりの延べ床面積（バルコニ

ー、廊下、階段等共用部分を含む。）33㎡ 

 

※上記の基準面積は、補助金算出の限度となる

面積であり、実際の建築面積が上記を下回る場

合には、実際の当該建築面積を基準面積とする。 

１／３ 

 ・介護老人保健施設 

 ・介護医療院 

 
・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

 ・認知症高齢者グループホーム 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー

ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施設

入居者生活介護の指定を受けるもの） 

 注）いずれの介護施設等も、定員規模は問わない。 
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別記２ 

 

介護従事者の確保に関する事業 

 

１ 目的 

  本事業は、地域の実情に応じて、多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・

処遇の改善等の観点から、介護人材の確保のための計画を実行するために、都道府県

に設置する地域医療介護総合確保基金を充てて実施するものである。 

 

２ 対象事業 

  事業実施にあたっては、都道府県が直接実施できるほか、市区町村への補助により

実施することも可能となっている。 

 

【基盤構築を行うための事業】 

（１）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

都道府県単位で介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取組を実施するため、

①施策の検討に当たっては事前調査・関係者へのヒアリング等の実施、行政や職

能団体、事業者団体のみならず一般企業（経済団体）、教育機関、ＰＴＡ、メディ

アなどで構成されるプラットフォーム（協議会等（認知症に関する取組を推進す

る官民協働による協議会（地方版認知症官民協議会）を含む）を設置し、普及啓

発・情報提供、人材確保・育成、労働環境改善、認知症施策等に関する取組の計

画立案を行うとともに、②検討した施策を実現するため、関係機関・団体との連

携・協働の推進、③施策の実施にあたっては、横断的な施策の総合調整の実施や

介護ロボットやＩＣＴなど専門的な知識を必要とする施策に係る有識者からの助

言などの経費に対して助成する。 

なお、介護分野で働く看護職員、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ等の確保・定着へ向けた取

組も対象となる。 

   

（２）市区町村介護人材確保プラットホーム構築事業 

    市区町村単位で介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取組を推進するため、

関係機関・団体との連携を図り、施策の検討、推進及び評価等を行うための協議

会の設置等のための経費に対して助成する。 

 

（３）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

介護人材確保に取り組む事業者に対する認証評価制度の構築・実施のための経費

に対して助成する。 
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【参入促進に資する事業】 

（４）地域における介護のしごと魅力発信事業 

   「介護の３つの魅力（「楽しさ」、「広さ」、「深さ」）」について、介護業界や地域

住民・地域のコミュニティからの情報を、都道府県が支援・コーディネ－トし、学

生の将来の職業選択に大きな影響を及ぼす進路指導担当者や保護者も含めた、多様

な年齢層に向け発信するための経費や地域の教育資源等を活用した地域住民に対

する基礎的な介護技術の講習会等の実施のための経費に対し助成する。 

 

（５）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業 

  将来の担い手たる若者（小中学生・高校生・大学生・就活中の者等）や、地域の

潜在労働力である主婦層、第２の人生のスタートを控えた中高年齢者層、障害者等、

地域の労働市場等の動向等に応じたターゲットごとに、介護現場における職場体験

事業を実施するための経費に対し助成する。 

 

（６）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業 

イ 助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

   高齢者を含む生活支援の担い手の養成等を行うための経費に対し助成する。 

なお、本事業は、一定程度専門的な生活支援サービスや市町村をまたぐ広域的

な活動の場合など、単独の市町村だけでは養成が困難なものについて、広域的な

観点から都道府県等がその養成を行う場合に対象となる。 

 

  ロ 地域の支え合い・助け合い活動継続のための事務手続き等支援事業 

地域の支え合い・助け合い活動の継続のために必要な書類作成等が難しい住民

組織等に対して、「事務お助け隊」が各種事務作業の支援や必要な助言を行うこ

とで、その活動の継続や活性化を支援するための経費に対して助成する。 

 

  ハ 介護人材確保のためのボランティアポイント活用推進事業 

    若者層、中年齢層、子育てを終えた層、高齢者層など各層の者が、介護分野へ

の研修参加及び介護の周辺業務等へのボランティア活動を行うことに対して、

ポイントを付与することにより介護分野での社会参加・就労的活動を推進する

ための経費に対して助成する。 

 

（７）介護福祉士養成課程に係る介護実習支援事業 

介護実習受入施設・事業所に対し、介護実習の円滑化のための支援を行うための

経費に対し助成する。 
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（８）介護未経験者に対する研修支援事業 

   介護業界への参入を希望する多様な人材や初任段階における介護職員が、チーム

ケアの一員として質の高い介護サービス提供の担い手たり得るよう、介護職員初任

者研修等の基本的な知識・技術を習得するための研修や介護福祉士養成施設におけ

る介護福祉士資格取得を目指すための学習、介護福祉士資格取得に係る実務者研修

等に要する経費に対し助成（他制度において支援を受けている者は除く。)する。 

 

（９）ボランティアセンターとシルバー人材センター等の連携強化事業 

   社会活動（ボランティア）を通じて介護分野に関心を持った中高年高齢者の就労

を促進するため、ボランティアセンター、シルバー人材センター及び都道府県福祉

人材センター等を構成員とする協議会等の設置により、関係者の連携のもと、地域

の実情に応じた取組を総合的に推進するための経費に対して助成する。 

 

（10）介護事業所でのインターンシップ・職場体験の導入促進 

高校生や大学生等の介護事業所へのインターンシップの実施に係る経費や小中

学生等の夏休み等を活用した職場体験の実施に係る経費に対し助成する。 

 

（11）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業 

訪問介護職員等の確保を図るため、都道府県福祉人材センターによるマッチング

を通じて就労し、働きながら介護職員初任者研修の修了を目指す者への研修受講等

に要する経費に対し助成する。 

 

（12）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業 

以下の、ロの実施に当たって、その他必要な事項については、別に定めるものと

する。 

イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業 

   若者・女性・中高年齢者など、それぞれの人材層ごとの働き方の希望等に応じた、

きめ細やかなマッチングを行うため、都道府県福祉人材センター等に介護現場の実

情や雇用管理等に知見を有する者（キャリア支援専門員）を配置し、 

・ 求人側への訪問等による求人条件の改善指導 

・ 求職者のニーズ把握による多様な条件（賃金、勤務時間、入職後の昇進条件等）

の提示 

・ 入職後のフォローアップによる定着促進と今後のマッチング強化のための、施

設・事業所への訪問や就職者からの相談の受付 

を行うための経費に対し助成する。 
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また、過疎地域等の人口減少地域において、他地域からのＩ・Ｕ・Ｊターンを促

すための取組も含めた、在宅サービスを中心とした介護人材確保対策を実施するた

めの経費に対し助成する。 

 ロ 介護現場における多様な働き方導入モデル事業 

   多様化・複雑化する介護ニーズに限られた人材で対応していくため、「多様な人

材層（若者・女性・高齢者）」をターゲットとした「多様な働き方（朝夕のみ、夜間

のみ、季節限定のみの勤務、兼業・副業、選択的週休三日制等）」による効率的な

事業運営を実践するために必要な経費に対して助成する。 

 ハ 介護助手等普及推進事業 

   都道府県福祉人材センターに「介護助手等普及推進員」を配置して、市町村の福

祉部局や市町村社会福祉協議会等を巡回して周知活動を行い、介護助手等希望者の

掘り起こしを行うとともに、介護事業所への介護助手等の導入の働きかけを行うこ

とにより、都道府県福祉人材センターの各地域における活動を強化するために必要

な経費に対して助成する。 

 

（13）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支援事業 

 イ 介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支援事業 

介護未経験者の介護分野への参入のきっかけを作るとともに、介護分野で働く際

の不安を払拭するため、介護に関する入門的な知識・技術を習得するための研修を

実施し、研修受講後の介護施設等とのマッチングまでの一体的な支援に必要な経費

に対して助成する。 

 

ロ 介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業 

元気高齢者等をターゲットに、介護分野への関心を持つきっかけとなるセミナー

を実施し、希望者を入門的研修等の受講へ誘導するとともに、介護助手等として介

護施設・事業所へのマッチングまで一体的に実施する経費に対して助成する。 

 

 ハ 介護の周辺業務等の体験支援 

   介護に関する入門的研修の受講者（以下「介護入門者」という。）等に対する、

身体介護以外の支援（掃除、配膳、見守り等。以下「周辺業務」という。）等に関す

る体験的職場研修（体験前の説明会や OJT 研修を含む。）、身体介護と周辺業務の整

理や介護入門者等への指導等に関する相談員の派遣等の実施のための経費に対し

て助成する。 

 

 ニ 生活援助従事者研修の受講支援等からマッチングまでの一体的支援事業 

訪問介護分野における介護人材のすそ野の拡大を推進するため、生活援助従事者
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研修に係る受講支援等から研修受講後の訪問介護事業所とのマッチングまでの一

体的な支援に必要な経費に対して助成する。 

 

（14）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業 

介護福祉士養成施設において、将来の介護現場を担う人材となることが期待され

る介護福祉士国家資格の取得を目指す若年世代や留学生の確保に向けた取組の強

化や、介護福祉士養成課程のカリキュラム外の取組として、留学生に対する日本語

学習等の課外授業の実施に必要な経費に対して助成する。 

 

（15）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業 

 以下の、イ、ロの実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定

めるものとする。 

イ 外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業 

介護の専門職である介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生を支援するた

め、介護施設等による奨学金の給付等に係る経費の一部について助成する。 

ロ 外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業 

介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生や１号特定技能外国人の受入れを

円滑に進めるため、介護福祉士養成施設と留学希望者、また、介護施設等と特定

技能１号による就労希望者等とのマッチングを適切に行うために必要な経費に

ついて助成する。 

 

（16）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

以下の、イ、ロの実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定

めるものとする。 

  イ 福祉系高校修学資金貸付事業 

若者の介護分野への参入促進を行うため、福祉系高校の学生に対して修学や就

職の準備に必要な経費について、返済免除付きの支援金の貸付を行うために必

要な経費について助成する。 

  ロ 介護分野就職支援金貸付事業 

他分野から介護職への参入促進を行うため、他業種で働いていた者等が介護分

野における介護職として就職する際に、返済免除付きの支援金の貸付を行うた

めに必要な経費について助成する。 

 

（17）共生型サービスの普及促進に関する事業 

共生型サービスの普及に必要な施策を実施する際の経費について助成する。 

  ＜共生型サービスの普及にあたり実施が想定される取組（例）＞ 
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  ① 共生型サービスの普及にあたっての課題把握・普及計画の立案 

  ② 介護保険サービス事業所等に対する共生型サービスに関する相談会・研修会等

の開催 

  ③ 共生型サービス事業所等への見学会の開催 

  ④ 介護保険サービス事業所・障害福祉サービス事業所、介護支援専門員・相談支

援専門員との意見交換会の開催 

 

【資質の向上に資する事業】 

（18）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

  イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

    中堅職員に対するチームケアのリーダーとして必要となるマネジメント能力

等の向上に係る研修や、医療的ケア・認知症ケアなどに係る専門的な技術や多職

種協働のため必要となる知識等を修得するための研修の実施のための経費に対

し助成する。 

    さらに、各施設･事業所における、介護職員のキャリアアップに係る助言・支

援（人事考課や賃金制度を含めた職員面談等）を行う職員を育成するための研修

の実施のための経費に対し助成する。 

    また、小規模事業者の共同による人材育成環境整備を行うための経費に対し助

成する。 

   

ロ 介護キャリア段位におけるアセッサー講習受講支援事業 

介護職員の資質向上と介護事業所における OJT の推進を図るため、介護キャリ

ア段位におけるアセッサー講習を受講するための経費に対し助成する。 

 

  ハ 介護支援専門員資質向上事業 

介護保険制度において、高齢者の尊厳を保持し、自立支援に資するサービス提

供を行うためのケアプラン作成業務を担う介護支援専門員を対象とした法定研

修の実施のための経費に対し助成する。 

また、小規模の居宅介護支援事業所の介護支援専門員のように、ＯＪＴの機会

が十分でない介護支援専門員に対して、地域の経験豊かな主任介護支援専門員が

同行して指導・支援を行う研修を実施することや、ケアプラン点検の実施にあた

り、専門職である主任介護支援専門員が同行するなどして職員をサポートするこ

とにより、地域全体で介護支援専門員の資質向上の取組を推進するための経費に

対し助成する。 

 

（19）喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 
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医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者への対応強化と、介護人材のキャリアアッ 

プ・定着促進を図るため、新規に喀痰吸引等の登録研修機関を開設する際の初度経 

費に対し助成する。 

 

（20）介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業 

   研修実施主体が、介護施設や介護事業所に赴き実施する出前研修や、研修受講者

が事業所近隣で集合して行う研修を実施するための経費に対し助成する。（本項に

おける他の事業で助成される経費を除く。） 

 

（21）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

介護職員の質の向上とキャリアパスを図る観点から、現任職員が多様な研修に参

加することが可能となるよう、研修受講中の代替要員確保のための経費に対し助成

する。 

 

（22）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

   潜在介護福祉士に対する、所在情報の把握と多様な情報提供、技術の再修得のた

めの研修、マッチング段階における職場体験の実施等、円滑な再就業を支援するた

めの経費に対し助成する。 

 

（23）離職した介護人材のニーズ把握のための実態調査事業 

離職した介護人材に対する再就職支援に際し、地域の経済・人口動態や労働市場

の状況等に即した効果的な情報発信を行うため、離職した介護人材のニーズ把握等

のための実態調査の経費に対し助成する。 

 

（24）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

  イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

介護サービス事業所の管理者、医師、歯科医師、薬剤師、看護師等に対して、

認知症ケアに必要な知識や技術などを習得させ、認知症高齢者に対する介護サー

ビスの質の向上を図るための次に示す研修等の経費に対し助成する。 

   （イ）認知症介護実践者等養成研修事業 

   （ロ）認知症地域医療支援事業 

   （ハ）認知症初期集中支援チーム員研修 

   （ニ）認知症地域支援推進員研修 

   （ホ）BPSD ケアプログラムアドミニストレーター養成研修 

 

  ロ チームオレンジコーディネーター研修等事業 
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チームオレンジの活動の中核的な役割を担うコーディネーター等を養成する

ための経費に対して助成する。 

 

（25）地域における認知症施策の底上げ・充実のための重点支援事業 

都道府県が認知症施策推進大綱（令和元年６月 18 日認知症施策推進関係閣僚 

会議決定）に関連する認知症施策について、地域における施策の実施状況等を踏ま

えたうえで、計画的に取組の充実や質の向上を図るために必要な経費に対し助成す

る。 

 

（26）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事業 

地域包括ケアシステムの構成要素である生活支援の担い手やサービスの開発等

を行う人材（生活支援コーディネーター）育成等のほかそれを全体で調整する地域

包括支援センター職員及び医療・介護連携を推進するための人材（医師、歯科医師、

薬剤師、保健師、看護師、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ、管理栄養士等）の資質向上を支援す

るための経費に対し助成する。 

 

（27）権利擁護人材育成事業 

   イ 認知症高齢者等権利擁護人材育成事業 

認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や

日常生活上の金銭管理など、成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制

度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人

材の育成を総合的に推進するための経費に対し助成する。 

 

ロ 介護相談員育成に係る研修支援事業 

都道府県やボランティアの養成に取り組む公益団体等が介護相談員を育成す

るための研修を実施する経費に対して助成する。 

 

（28）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

   都道府県又は市町村単位の県医師会又は郡市区等医師会及びリハビリテーショ

ン関連団体などが、専門職種に対して研修等を実施することにより、介護予防の推

進に資する指導者を育成するための経費に対し助成する。 

 

（29）介護施設等における防災リーダー養成等支援事業 

介護施設等における防災リーダー（介護施設等における防災対策の中心となる職

員を指し、役職等を問わない）の養成等を目的として、都道府県における介護職員

等向けの防災研修の実施や公益団体等が実施する介護職員等向けの防災研修の受
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講支援のほか、都道府県における介護施設等からの防災に関する相談を受ける防災

相談窓口を設置するために必要な経費に対して助成する。 

 

（30）外国人介護人材研修支援事業 

外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、都道府

県が外国人介護人材の介護技能向上のための集合研修等を実施するための経費を

助成する。 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定めるも

のとする。 

 

（31）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

経済連携協定（EPA）又は交換公文に基づき入国し、介護施設等で就労しながら介護

福祉士国家資格の取得を目指す者が介護福祉士国家試験に合格できるよう、受入施設

における日本語及び介護分野の専門知識に係る学習の支援に対する経費を助成する。 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定めるものと

する。 

 

【労働環境・処遇の改善に資する事業】 

（32）介護職員長期定着支援事業 

イ 介護職員に対する悩み相談窓口設置事業 

介護職員からの職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を設置し、業務経

験年数の長い介護福祉士や心理カウンセラー等が相談支援を行うなど介護職員の

離職を防止するための経費に対して助成する。 

 

ロ 介護事業所におけるハラスメント対策推進事業 

介護事業所における利用者等からのハラスメント対策を推進するため、実態調

査、各種研修、ヘルパー補助者の同行など、総合的なハラスメント対策を講じて

介護職員の離職を防止するための経費に対して助成する。 

 

ハ 若手介護職員交流推進事業 

    若手介護職員（経験年数概ね３年未満）が一堂に会し、介護施設・事業所を超

えた職員同士のネットワークを構築するとともに、介護職の魅力を再確認するな

どの取組を推進することにより、若手介護職員の離職を防止するための経費に対

して助成する。 

（33）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

介護事業者に対し、新人介護職員の定着に資する制度実施のための研修を行い、
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早期離職防止と定着促進による介護サービスの質の向上を図るための経費に対し

助成する。 

 

（34）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

 以下の、ロ、ハ、ニの実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知

に定めるものとする。 

  イ 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

・ 介護事業者の各種制度（労働法規（賃金、労働時間、安全衛生、育児・介護

休業制度等）の理解促進 

・ 女性が働き続けることのできる職場づくりの推進 

・ ＩＣＴ活用による介護従事者の負担軽減や、迅速な利用者情報の共有化によ

る事務作業省力化等のベストプラクティスの普及 

など、具体的な雇用管理改善の取組みを実施するための経費に対し助成する。   

 

  ロ 介護ロボット導入支援事業 

  職場環境の改善（介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護従

事者が継続して就労するための環境整備）に向けて、介護事業所が介護ロボット

を導入するための経費に対し助成する。 

 

ハ ＩＣＴ導入支援事業 

介護分野におけるＩＣＴ化を抜本的に進めるため、ＩＣＴを活用して介護記録

から請求業務までが一気通貫となること等を要件として、介護ソフト及びタブレ

ット端末等を導入するための経費に対し助成する。 

 

二 介護生産性向上推進総合事業 

  介護現場において、生産性向上の取組を進めるためには、一つの介護事業者の

みの自助努力だけでは限界があり、発信力のあるモデル事業所を地域で育成し、

周辺に取組を伝播させていくことが重要である。この取組を自治体が主導し、地

域の福祉関係者はもとより、雇用や教育などの多様な関係者とも連携しながら、

地域全体で取組を推進していく必要がある。 

このため、都道府県が主体となって、生産性向上に資するワンストップ型の総

合相談センターの設置、関係機関との協議会（介護現場革新会議）の実施等の取

組を実施するための経費に対し助成する。 

 

ホ 介護事業所における両立支援等環境整備事業 

  介護事業所で働く職員の出産・育児・介護等と仕事の両立を支援し、女性や若
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者にとって働きやすい職場環境を構築するために必要な研修、普及啓発及び個別

の事業所への助言等を行うための経費に対して助成する。 

 

（35）雇用管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 

   介護人材の資質向上や定着促進に資する効果的な新人教育やキャリアパスの設 

定等に取り組む先進的な介護事業者を都道府県ごとに評価・表彰するための経費に 

対し助成する。 

 

（36）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 

   介護施設・事業所における保育施設等の運営（複数の介護事業者による共同実施

も含む）のための経費に対し助成する。 

なお、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）第 116 条の規定に基づ

く両立支援等助成金（事業所内保育施設設置・運営等支援助成金）又は子ども・子

育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 59 条の 2第 1項の規定に基づく仕事・子

育て両立支援事業（企業主導型 保育事業助成金）の支給を受けている介護施設・

事業所については、当該助成金の受給年度については、本事業による財政支援は受

けられないことに留意されたい。 

 

（37）介護サービス事業者等の職員に対する育児支援（ベビーシッター派遣等）事業 

介護サービス事業者及び介護保険施設に勤務する子育て中の介護職員等が、ベビ

ーシッターの派遣などの育児支援サービスを利用する場合に、当該事業所がその費

用の一部を負担する際の経費に対し助成する。 

 

（38）子育て支援のための代替職員のマッチング事業 

介護分野で短期間・短時間の勤務を可能とするため、子育てをしながら働き続け

ようとする介護職員の代替要員を介護施設・事業所等のニーズに応じてマッチング

させる「介護職員子育て応援人材ステーション」を設置・運営するための経費に対

し助成する。 

 

（39）外国人介護人材受入施設等環境整備事業 

外国人介護人材を受入れる（予定を含む）介護施設等において、多言語翻訳機の

導入等のコミュニケーション支援、介護福祉士の資格取得を目指す外国人職員への

学習支援、メンタルヘルスケア等の生活支援を行うことにより、外国人介護人材の

受入環境整備を推進するための経費に対して助成する。また、介護福祉士養成施設

において留学生に適切な教育・指導を行うための教員の質の向上に資する取組に必

要な経費に対して助成する。 
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なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に通知に定めるも

のとする。 

 

（40）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供

体制確保事業 

新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確

保するとともに、介護に従事する者が安心・安全に業務を行うことができるよう

感染症が発生した介護サービス事業所・施設等の職場環境の復旧・改善を支援す

る。 

また、都道府県において、平時から都道府県単位の介護保険施設等の関係団体

等と連携・調整し、緊急時に備えた応援体制を構築するとともに、介護サービス

事業所・施設等で新型コロナウイルスの感染者が発生した場合などに、地域の他

の介護サービス事業所・施設等と連携して当該事業所・施設等に対する支援を実

施するために必要な経費に対して助成する。 

なお、事業実施に当たって、その他必要な事項については、別に定めるものと

する。 

 

 

【離島・中山間地域等に対する事業】 

（41）離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業 

      人口減少や高齢化が 急速に進んでいる離島や中山間地域等における介護人材

の確保に向けた取組を支援するため、①地域外からの就職の促進（赴任旅費、引

越等に係る費用の助成）、地域外での採用活動の支援や先進自治体等からのアドバ

イザーの招聘、②介護従事者の資質向上の推進、③高齢者の移動を支援する担い

手の確保を行うために必要な経費に対して助成する。 



 

1 

 

別記３ 

 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 

１ 目的 

  2024 年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始までの間に、地域で

の医療提供体制を確保しつつ、医師の労働時間短縮を強力に進めていくため、必要かつ

実効的な施策を講じる必要があり、特に勤務医が働きやすく働きがいのある職場づくり

に向けて、他職種も含めた医療機関全体の効率化や勤務環境改善の取り組みとして、チ

ーム医療の推進やＩＣＴ等による業務改革を進めていくことを目的とする。 

 

２ 対象事業 

 ○地域医療勤務環境改善体制整備事業 

   地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県

知事が認める（１）に掲げる医療機関が行う（２）の事業を対象とする。 

 （１）対象医療機関 

  次のいずれかを満たす医療機関であって「４ 交付要件」を満たすもの。ただし、

診療報酬により令和２年度改定で新設された地域医療体制確保加算を取得している

場合は対象としない。 

① 救急医療に係る実績として、救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによ

る搬送件数が、年間で 1000 件以上 2000 件未満であり、地域医療に特別な役割

がある医療機関 

② 救急医療に係る実績として、救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによ

る搬送件数が、年間で 1000 件未満の医療機関のうち、次のいずれかに当てはま

る医療機関 

ア 夜間・休日・時間外入院件数が、年間で 500 件以上であり、地域医療に特

別な役割がある医療機関 

イ 離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しな

いなど、特別な理由の存在する医療機関 

③ 地域医療の確保に必要な医療機関であって、次のいずれかに当てはまる医療機

関 

ア 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働

く医療を提供している場合 

イ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一

定の実績と役割がある場合など、５疾病５事業で重要な医療を提供している

場合 



 

2 

 

④ その他在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関 

 

   ※①及び②の救急医療に係る実績は、1月から 12 月までの 1年間における実績とす

る。 

なお、医療提供に関する実績については、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた診 

療報酬の臨時的な取扱いに準じるものとする。 

 

 （２）対象事業 

   医師の労働時間短縮に向けた取組として、４の（３）における医療機関が作成した

「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」に基づく取組を総合的に実施

する事業。 

 

３ 補助対象経費 

  「２（２）対象事業」に定めた総合的な取組に要する経費に対して補助を行う。 

   ※診療報酬により医師事務作業補助体制加算及び看護補助加算を取得している場

合、その加算の対象範囲において更に本事業の対象とすることはできないが、そ

の加算を取得していない場合又は加算を取得していてもその加算対象とならな

い範囲においては本事業の対象とすることができる。 

 

４ 交付要件 

  次の（１）～（４）のいずれをも満たすこと。 

  （１）勤務医の負担の軽減及び処遇の改善のため、勤務医の勤務状況の把握とその改善

の必要性等について提言するための責任者を配置すること。 

  （２）月の時間外・休日労働が 80時間を超える医師を雇用している若しくは雇用を予

定している医療機関で、労働基準法第 36 条に規定される労働組合若しくは労働

者の代表と結ぶ協定（以下「36協定」という。）において全員又は一部の医師の

年の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えていること又は全員若しく

は一部の医師の年の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えた 36協定の

締結に向けた見直しを予定若しくは検討していること。 

ただし、他の医療機関へ医師派遣を行うことによって当該派遣される医師の労働時間

が、やむを得ず長時間となる医療機関及び当該派遣医師を受け入れる医療機関については、

年の時間外・休日労働時間の上限が960時間を超えた36協定の締結や締結の検討を行う

ことについての要件は適用しない。 

※派遣受入医療機関においては、様式２「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制」の

（１）イ（オ）に派遣元となる医療機関名を記載すること。 

（３）2024 年までに 
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    ・Ｂ水準、連携Ｂ水準の指定を予定している医療機関（各水準に求められている条件を 

満たす医療機関に限る。）については、各水準の対象となる業務に従事する 医師は、 

年の時間外・休日労働時間が1860時間以下、それ以外の医師は年の時間外・休日労 

働時間が960時間以下 

・前記以外の医療機関については、年の時間外・休日労働時間が 960 時間以下   

となるよう次の①・②に留意し、当該保険医療機関内に多職種からなる役割分担推

進のための委員会又は会議を設置し、「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資す

る計画」を作成すること。また、当該委員会等は、当該計画の達成状況の評価を行

う際、その他適宜必要に応じて開催していること。 

① 現状の勤務医の勤務状況等を把握し、問題点を抽出した上で、具体的な取組み内

容と目標達成年次等を含めた恒久的な勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資

する計画とするとともに、定期的に評価し、見直しを行うこと。 

② 計画の作成に当たっては、次に掲げるア～キの項目を踏まえ検討した上で、必要

な事項を記載すること。 

    ア 医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役割分担の具体的

内容（例えば、初診時の予診の実施、静脈採血等の実施、入院の説明の実施、

検査手順の説明の実施、服薬指導など） 

    イ 勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施 

    ウ 前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間の一定時間の休息時間の確保（勤務間

インターバル） 

    エ 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 

    オ 当直翌日の業務内容に対する配慮 

    カ 交替勤務制・複数主治医制の実施 

    キ 育児・介護休業法第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条の規定による

措置を活用した短時間正規雇用医師の活用 

   ※実際に労働時間が短縮していることを都道府県が毎年、本補助金の実績報告時に

確認すること 

  （４）勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項を当該保険医療機関内に

掲示する等の方法で公開すること。  

 

５ 算定方法等 

  （１）当該医療機関が病床機能報告により都道府県へ報告している最大使用病床数（療

養病床除く。２（１）③において「精神科救急」を根拠とする対象医療機関の場合

は病床機能報告における同時点での精神科病床の最大使用病床数とする。）１床当

たり、１３３千円を標準単価（※）とし、当該病床数に乗じて得た額を補助額の基

準とし、３の経費に対してそれぞれ（２）の補助率を乗じて得た額とを比較して少
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ない方の額を助成額とする。 

        ただし、報告している病床数が２０床未満の場合は、２０床として算定する。 

   

※前年度に当該事業を活用していない医療機関に限り、１床当たりの標準単価を266 

千円まで可とする。（令和３年度限りの措置） 

（２）３のうち、資産の形成につながる費用については事業者負担を、必ず求めるもの

とする。 

  （３）また、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

  

 

（参考）医師の働き方改革に関する検討会報告書（平成 31 年３月 28 日 医師の働き方改

革に関する検討会）抜粋 

 

（地域医療確保暫定特例水準の対象医療機関） 

（中略） 

○ ①地域医療の観点から必須とされる機能は、医療の公共性、不確実性、高度の専門性等の観点

から、以下を基本とする。 

（ア） 救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療

ニーズに対応するために整備しているもの（例：二次・三次救急医療機関、在宅医療にお

いて特に積極的な役割を担う医療機関） 

（イ） 政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計画において計画的な確保を図

っている「５疾病・５事業（※）」 

（ウ） 特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替するこ

とが困難な医療機関・医師（例：高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管

理、児童精神科等） 

※ ５疾病・５事業：がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患の

「５疾病」、救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小児

医療の「５事業」 

 

○ 上記（ア）～（ウ）のような機能について、国として一定の客観的な要件を整理した上で、地

域の個別事情を踏まえながらも恣意的な適用とならないよう定めることが必要であり、具体的

には以下のとおりとする。 

＜（ア）（イ）の観点から＞ 

ⅰ 三次救急医療機関  
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・

時間外入院件数500件以上」 かつ「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な

役割を担うと位置付けられた医療機関」 

ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関 
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ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と

認める医療機関 

 （例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供す

る医療機関、へき地において中核的な役割を果たす医療機関 

※ 以上について、時間外労働の実態も踏まえると、あわせて約1,500程度と見込まれ

る。 

 

＜（ウ）の観点から＞ 

特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困

難な医療を提供する医療機関 

（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等 

 

 

以上 



様式１ 

地域医療勤務環境改善体制整備事業申請書 

医療機関名  

住所  

代表者（管理者）名  

担当者名・連絡先 

役職・氏名 連絡先 

電話番号 

メールアドレス 

 

（実績等） 

１ 当該事業に係る最

大使用病床数 

医療法上の病床種別 

病床機能報告により都道府県へ報
告している最大使用病床数 
※精神科救急を根拠とする場合は同報告と同時点の

精神科病床数 

一般病床    床 

    床 

合計    床 

２ 救急用の自動車等

による搬送実績 

救急用の自動車等による搬送実績 

期間：（    ）年１月～12月※病床機能報告と期間が異なる 

上記期間における救急用の自動車等による搬送件数： 

（      ）件 

３ その他診療実績 

 ※２において救急用の自

動車等による搬送実績

が1000件未満の場合

は右欄のいずれに該当

するかチェックの上記

載（内容について説明

が記載仕切れない場合

には別紙として差し支

えない） 

□②ア 夜間・休日・時間外入院件数 （     ）件 

期間：（    ）年１月～12月※病床機能報告と期間が異なる 

□②イ 離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療

機関が存在しないなど 

  実績等（                    ） 

□③ア 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等 

   実績等（                    ） 

□③イ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療 

   実績等（                    ） 

□④ その他在宅医療 

  実績等（                    ） 

４ 病院勤務医の負担

の軽減及び処遇の改

善に資する体制 

様式２に記載すること。 

〔記載上の注意〕  

 １  「２」については、申請を行う年度の前年１年間（2020年度に届け出る場合は、2019年

１月～12月の１年間）の救急用の自動車等による搬送件数を記載すること。  

なお、医療提供に関する実績については、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた診

療報酬の臨時的な取扱いに準じるものとする。 

２ 様式２を添付すること。 



様式２

新規申請時の状況について記載する事項

　（□には、適合する場合「✓」を記入すること）

（１）　勤務医の勤務時間及び当直を含めた夜間の勤務状況の把握

ア　医療機関に勤務する医師数 常勤： （　　　　　　　　）名 非常勤： 　（　　　　　　　　）名

（令和　　　年　　月　　日時点） 宿日直（＊１）を担当する医師数：（　　　　　　　　）名（うち非常勤（　　　　　　　　）名）

＊１ 宿日直については、平日の平均的な１日における体制を記載すること）

イ　勤務医の勤務状況の把握等（令和　　　年　　月分）

(ア)　勤務時間の具体的な把握方法 □　タイムカード、ＩＣカード

□　その他

　（具体的に：               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ）

(イ)　勤務時間以外についての勤務状況（＊２）の把握内容

□　年次有給休暇取得率 □　時短勤務実施者（＊３）数

□　育児休業・介護休業の取得率 □　その他

　（具体的に：               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ）

＊２  前年度の実績を記載。

＊３ 所定労働時間をあらかじめ減じた勤務体制としている者

（ウ） 超過勤務時間（時間／月）（＊４）

平均： （　　　　　　　　）時間／月 80時間／月以上の者の人数： （　　　　　　）名

最大： （　　　　　　　　）時間／月 155時間／月以上の者の人数： （　　　　　　）名

最小： （　　　　　　　　）時間／月

＊４ 常勤医における値を記載。

 ＊４ 超過勤務時間： 法定休日以外の日において１日につき８時間を超えて労働した時間並びに１週について40時間を超えて

　　　労働した時間数及び法定休日（週に１日、又は、４週につき４日付与する義務あり）において労働した時間の総和

（エ） 宿日直（回／月） 平均： （　　　　　　　　）回／月

最大： （　　　　　　　　）回／月

最小： （　　　　　　　　）回／月

連日当直を実施した者の人数及び回数： （　　　　　　）名・のべ（　　　　　　）回

（オ） その他（自由記載・補足等）

（２）　勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制

ア　勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する責任者　 氏名：　　　　　　　　　　　 職種：

イ　多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議 開催頻度：　　　　　回／年

参加人数：平均　　　　　　人／回

参加職種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ウ　勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画 □　計画策定 （初回の策定年月日：　　　　年　　月　　日）

（直近の更新年月日：　　　　年　　月　　日）

□　職員に対する計画の周知

エ　勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項の公開 □　医療機関内に掲示する等の方法で公開

（３）　勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画の具体的な取組内容

(ア)～(ク)の項目を踏まえ検討し、必要な事項を記載すること（記載した事項に✓すること）。（※申請時に提出すること。）

□　（ア）　医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役割分担の具体的内容

□　（イ）　勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施 □　（ウ）　勤務間インターバルの確保

□　（エ）　予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 □　（オ）　当直翌日の業務内容に対する配慮

□　（カ）　主治医制の見直しの実施 □　（キ）　短時間正規雇用医師の活用

□　（ク）　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※ その他取組の例： 所定労働時間内での病状説明の励行に係る掲示　等

（４）　（３）の取組内容に要する経費

医師に関する３６協定締結状況　　※該当する項目を○で囲む。

　　　（　 960時間超で締結済み  　・　  960時間超で締結予定  　・　  締結検討中  　・　  他院と通算して長時間 　）

〔記載上の注意〕
１　（３）は検討した取組内容について１つ以上選択すること。
２　（４）は補助対象経費が複数ある場合は欄を適宜追加又は別紙として添付すること。

合計

補助対象経費 支出内容

勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制

□　出席簿又は管理簿等の用紙による記録（上司等による客観的な確認あり）

　　（具体的な公開方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

資産形成
有無

所要見込額 補助対象額
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別記４  

 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 

 

 

１ 目的 

  地域医療構想（医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第２項第７号に規定する「地

域医療構想」をいう。以下同じ。）の実現に向けた取組を支援することを目的とする。 

 

（１）単独支援給付金支給事業 

病院又は診療所であって療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をい

う。）又は一般病床（同項第５号に規定する一般病床をいう。）を有するもの（以下「医療

機関」という。）が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実

施する場合、減少する病床数に応じた給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に

向けた取組を支援することを目的とする。 

 

（２）統合支援給付金支給事業 

複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実

施し統合する場合、当該統合に参加する医療機関に給付金を支給することにより、地域医療

構想の実現に向けた取組を支援することを目的とする。 

 

（３）債務整理支援給付金支給事業 

複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実

施し統合する場合、当該統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を、統合後に存続

する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の、当該融資に係る利子の全部又は一部に相

当する額に係る給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する

ことを目的とする。 

 

２ 対象事業 

（１）単独支援給付金支給事業 

平成 30 年度病床機能報告において、平成 30 年７月１日時点の病床機能について、高度急

性期機能、急性期機能及び慢性期機能（以下「対象３区分」という。）と報告した病床数の

減少を伴う病床機能再編に関する計画（以下「単独病床機能再編計画」という。）を作成し

た医療機関の開設者又は開設者であった者を支給対象とした事業であって、次のすべての支

給要件を満たすものとする。なお、地域医療構想の実現を目的としたものではない病床機能

再編（経営困難等を踏まえた自己破産による廃院）は支給の対象とはならない。 
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① 単独病床機能再編計画について、地域医療構想調整会議（同法第 30 条の 14 第１項に規

定する「協議の場」をいう。以下同じ。）の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を

踏まえ、都道府県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めたものであるこ

と。  

② 病床機能再編を行う医療機関における病床機能再編後の対象３区分の許可病床数が、平

成 30 年度病床機能報告における対象３区分として報告された稼働病床数の合計の 90％以

下であること。 

 

（２）統合支援給付金支給事業 

平成 30 年度病床機能報告において、平成 30 年７月１日時点の病床機能について、対象３

区分と報告した病床数の減少を伴う、次のすべてを満たす統合計画に参加する医療機関（以

下「統合関係医療機関」という。）の開設者を支給対象とした事業であって、次のすべての

支給要件を満たすものとする。 

① 統合計画について、地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見

を踏まえ、都道府県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めたものである

こと。 

② 統合関係医療機関のうち１以上の病院が廃止（有床診療所化又は無床診療所化も含む。）

となること。 

③ 統合後、統合関係医療機関のうち１以上の医療機関が運営されていること。 

④ 令和８年３月31日までに統合が完了する計画であり、すべての統合関係医療機関が計画

に合意していること。 

⑤ 統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少すること。 

 

（３）債務整理支援給付金支給事業 

地域医療構想の実現に資する統合計画に参加し、統合後に存続している医療機関であって、

統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために金融機関から新たに融資

を受けた医療機関（以下「承継医療機関」という。）の開設者を支給対象とした事業であっ

て、次のすべての支給要件を満たすものとする。 

① 地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、都道府県

が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めた統合計画による統合後に存続し

ている医療機関であること。（（２）統合支援給付金支給事業による統合関係医療機関と

して認められていること。） 

② 統合関係医療機関のうち１以上の病院が廃止（有床診療所化又は無床診療所化も含む。）

となること。 

③ 統合後、統合関係医療機関のうち１以上の医療機関が運営されていること。 

④ 統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために金融機関から新たに
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融資を受けていること。 

⑤ 金融機関から取引停止処分を受けていないこと。 

⑥ 国税、社会保険料又は労働保険料を滞納していないこと。 

 

３ 助成額の算定方法 

（１）単独支援給付金支給事業 

① 平成30年度病床機能報告において、対象３区分として報告された病床の稼働病床数の合

計から一日平均実働病床数（対象３区分の許可病床数に対象３区分の病床稼働率を乗じた

数）までの間の病床数の減少について、対象３区分の病床稼働率に応じ、減少する病床１

床当たり下記の表の額を支給する。病床稼働率については、平成 30 年度病床機能報告の数

値を用いて算出するものとする。なお、平成 30 年度病床機能報告から令和２年４月１日ま

でに病床機能再編や休棟等により稼働病床数に変更があった医療機関については、平成 30

年度病床機能報告時の対象３区分の稼働病床数又は令和２年４月１日時点の対象３区分の

稼働病床数のいずれか少ない方を基準とすること。   

病床稼働率 減少する場合の１床当たりの単価 

５０％未満 １，１４０千円 

５０％以上６０％未満 １，３６８千円 

６０％以上７０％未満 １，５９６千円 

７０％以上８０％未満 １，８２４千円 

８０％以上９０％未満 ２，０５２千円 

９０％以上 ２，２８０千円 

② 一日平均実働病床数以下まで病床数が減少する場合は、一日平均実働病床数以下の病床

数の減少については、１床当たり2,280千円を交付する。 

③ 上記①及び②の算定に当たっては、以下の病床数を除くこと。 

・ 回復期機能、介護医療院に転換する病床数 

・ 過去に令和２年度病床機能再編支援補助金における地域医療構想を推進するための

病床削減支援給付金及び本事業の支給対象となった病床数 

・ 同一開設者の医療機関へ病床を融通した場合、その融通した病床数 

 

（２）統合支援給付金支給事業 

① 統合関係医療機関ごとに、平成30年度病床機能報告において、対象３区分として報告さ

れた病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数までの間の病床数の減少について、

対象３区分の病床稼働率に応じ、減少する病床１床当たり下記の表に基づいて算出された

額の合計額を支給する。病床稼働率については、平成 30 年度病床機能報告の数値を用いて

算出するものとする。なお、平成 30 年度病床機能報告から令和２年４月１日までに病床機

能再編や休棟等により稼働病床数に変更があった医療機関については、平成 30 年度病床機
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能報告時の対象３区分の稼働病床数又は令和２年４月１日時点の対象３区分の稼働病床数

のいずれか少ない方を基準とすること。 

病床稼働率 減少する場合の１床当たりの単価 

５０％未満 １，１４０千円 

５０％以上６０％未満 １，３６８千円 

６０％以上７０％未満 １，５９６千円 

７０％以上８０％未満 １，８２４千円 

８０％以上９０％未満 ２，０５２千円 

９０％以上 ２，２８０千円 

② 一日平均実働病床数以下まで病床数が減少する場合は、一日平均実働病床数以下の病床

数の減少については、１床あたり2,280千円を支給する。 

③ 上記①及び②の算定に当たっては、統合関係医療機関間の病床融通数、回復期機能への

転換病床数及び介護医療院への転換病床数を除く。 

④ 「重点支援区域の申請について」（令和２年１月 10 日付け医政地発 0110 第 1 号厚生労

働省医政局地域医療計画課長通知）に基づく重点支援区域として指定された統合関係病院

等医療機関については、上記①及び②により算定された金額に 1.5 を乗じて算定された額

の合計額を支給する。 

 

（３）債務整理支援給付金支給事業 

承継医療機関が統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために、金融

機関から新たに受けた融資に対する利子の総額。ただし、融資期間は20年、元本に対する利

率は年0.5％を上限として算定する。 

 

４ 支給方法 

（１）単独支援給付金支給事業 

ア．申請及び支給の方法 

① 給付金の支給を受けようとする医療機関は、開設地の都道府県に対し、以下の書類を添 

えて申請を行う。 

ⅰ 単独支援給付金支給申請書兼口座振込依頼書 

ⅱ 単独病床機能再編計画（令和８年３月31日までのものに限る。） 

ⅲ 病床稼働率算出の根拠となる平成30年度病床機能報告の写し又は令和元年度の病床機能

報告の写し等 

ⅳ 過年度に申請した単独支援給付金支給申請書兼口座振込依頼書の写し（過年度に「令和 

２年度病床機能再編支援補助金における令和２年度地域医療構想を推進するための病床削

支援給付金」又は「地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事

業のうち単独支援給付金支給事業」により支給を受けている場合に限る。） 
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ⅴ 病床融通に関する概要（地域医療連携推進法人による病床融通や医療法第30条の４第10

項に基づく複数の公的医療機関等を含めた再編統合の特例等、複数の医療機関の病床機能

の分化・連携の取組により病床を融通する場合に限る。） 

② 都道府県は、地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ

た上で、審査を行い、支給の申請を受けた単独病床機能再編計画が地域医療構想の実現に向

けて必要な取組であるかの判断を行う。 

③ 判断の結果、都道府県が必要と認め、支給を承認した場合には、当該医療機関に対して給

付金を支給する。 

イ．申請受付開始日及び申請期限 

① 都道府県は、給付金の支給について、可能な限り速やかに開始できるよう努めた上で、申

請受付開始日を決定するものとする。 

② 申請期限は、都道府県医療審議会の開催日程等を踏まえ、都道府県において定める。 

 

（２）統合支援給付金支給事業 

ア．申請及び支給の方法 

① 統合後も存続する医療機関から本給付金に関する事務を一括して取り扱う医療機関（以下

「代表医療機関」という。）を定めるものとし、統合関係医療機関を代表して代表医療機関を

通じて、開設地の都道府県に対し、以下の書類を添えて申請を行う。 

ⅰ 統合支援給付金支給申請書兼口座振込依頼書 

ⅱ 統合計画（代表医療機関以外の統合関係医療機関の副署があるもの） 

（以下の項目を必ず含むこととする） 

 ・ 統合に関する合意の内容（合意日、統合後の医療体制、移転を伴う場合は立地等） 

 ・ 統合に関するスケジュール 

 ・ 統合に関する資金計画（廃止となる医療機関に残債がある場合はその処理計画） 

ⅲ 病床稼働率算出の根拠となる平成30年度病床機能報告の写し又は令和元年度の病床機能

報告の写し 

② 都道府県は、地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ

た上で、審査を行い、統合関係医療機関から支給の申請を受けた統合計画が地域医療構想の

実現に向けて必要な取組であるかの判断を行う。 

③ 判断の結果、都道府県が必要と認め、支給を承認した場合には、代表医療機関に対して給

付金を支給する。 

④ 代表医療機関は、他の統合関係医療機関に対する給付金の分配について、他の統合関係医

療機関と協議を行うものとする。 

イ．申請受付開始日及び申請期限 

① 都道府県は、給付金の支給について、可能な限り速やかに開始できるよう努めた上で、申

請受付開始日を決定するものとする。 
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② 申請期限は、都道府県医療審議会の開催日程等を踏まえ、都道府県において定める。 

③ 判断の結果、都道府県が必要と認め、支給を承認した場合には、代表医療機関に対して給

付金を支給する。 

④ 代表医療機関は、他の統合関係医療機関に対する給付金の分配について、他の統合関係医

療機関と協議を行うものとする。 

 

（３）債務整理支援給付金支給事業 

ア．申請及び支給の方法 

① 給付金の支給を受けようとする承継医療機関は、開設地の都道府県に対し、以下の書類を

添えて申請を行う。 

ⅰ 債務整理支援給付金支給申請書兼口座振込依頼書 

ⅱ 承継医療機関と廃止となる医療機関間の残債引継に関する申合せ書及び引継債務の明細

及び公認会計士等による意見聴取書（別添「手続実施結果報告書」）。なお、引継債務の明

細には、必ず以下の事項の記載を含むこと。 

・ 借入金 

   債務の内容や用途（事業用資産の取得、運転資金など）を記載し、借入申込書、金銭

消費貸借契約書等を添付すること。 

・ 買掛金、未払金などその他の債務 

  債務の内容、金額、相手先を記載すること。 

ⅲ 統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために、金融機関から新た

に受けた融資の貸付契約書（廃止医療機関の残債の返済に関する融資である旨の記載があ

ること。）の写し及びこれに係る償還年次表 

ⅳ 国税の納税証明書、社会保険料納入証明書及び労働保険料等納入証明書 

ⅴ 医療機関統合支援給付金の申請を行っている場合はその申請書の写し、既に交付決定を

受けている場合は、交付決定通知書の写し 

② 都道府県は、審査の上、給付金を支給する。なお、医療機関統合支援給付金の統合関係医

療機関ではない場合は対象とすることはできない。 

イ．申請受付開始日及び申請期限 

① 都道府県は、給付金の支給について、可能な限り速やかに開始できるよう努めた上で、申

請受付日を決定するものとする。 

② 申請期限は必要な事務手続きの期間等を考慮して都道府県において定める。 

 

５ 給付金の返還  

（１）単独支援給付金支給事業    

都道府県知事は、給付金の支給を受けた開設者又は開設者であった者が、以下の①から③

に定める事項のいずれかに該当する場合、支給を行った給付金の全額又は一部の返還を求め
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ること。 

① 単独病床機能再編計画に記載の内容について達成が見込めなくなった場合 

② 給付金の支給を受けた日から令和８年３月31日までの間に、同一の構想区域（医療法第

30 条の４第２項第７号に規定する構想区域をいう。以下同じ。）に開設する医療機関におい

て、対象３区分の許可病床数を増加させた場合（ただし、特定の疾患にり患する者が多く

なる等の事情により、厚生労働大臣及び都道府県知事が特に認める場合に許可病床数を増

加させる場合はこの限りではない。） 

③ 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合 

 

（２）統合支援給付金支給事業 

都道府県知事は、給付金の支給を受けた統合関係医療機関が、以下の①から③に定める事

項のいずれかに該当する場合、支給を行った給付金の全額又は一部の返還を求めること。 

① 統合計画に記載の内容について達成が見込めなくなった場合 

② 統合関係医療機関が、給付金の支給を受けた日から令和８年３月31日までの間に対象３

区分の許可病床数を増加させた場合（ただし、特定の疾患にり患する者が多くなる等の事

情により、厚生労働大臣及び都道府県知事が特に認める場合に許可病床数を増加させる場

合はこの限りではない。） 

③ 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合 

 

（３）債務整理支援給付金支給事業 

① 都道府県知事は、給付金の支給を受けた開設者が、以下のⅰ又はⅱに定める事項に該当

する場合、支給を行った給付金全額の返還を求めること。 

ⅰ 給付金の支給を受けた日から令和８年３月31日までの間に、同一の構想区域に開設す

る医療機関において対象３区分の許可病床数を増加させた場合（ただし、特定の疾患に

り患する者が多くなる等の事情により、厚生労働大臣及び都道府県知事が特に認める場

合に許可病床数を増加させる場合はこの限りではない。） 

ⅱ 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合 

② 給付金の支給を受けた開設者は、本給付の支給を受けた後、融資先の変更や繰り上げ返

済等により本給付申請時の元本の年率（上限0.5％）を下回ることとなり、新たな年率適用

後の給付金残額が当初の年率を踏まえた給付金残額と比して上回ることとなった場合、差

額を都道府県知事へ返還すること。 



 

（別葉１） 

第 号 

  年   月   日 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 殿 

 

都道府県 知 事  

   

 

医療介護総合確保法に基づく○○年度都道府県計画の事業完了報告について 

 

 

標記について、○○年度都道府県計画における地域医療介護総合確保基金管理運営

要領の第３の（１）の①、②、④及び⑥の全ての事業が完了したことから、関係書類

を添えて次のとおり報告する。 

 

１ ○○年度都道府県計画における地域医療介護総合確保基金管理運営要領の第３

の（１）の①、②、④及び⑥の全ての事業が完了した日 

   ○○年○○月○○日 

 

２ 交付精算額 

（１）医療介護提供体制改革推進交付金 金                    円 

（２）地域医療対策支援臨時特例交付金 金                    円 

 

３ 添付書類 

  地域医療介護総合確保基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告書（写） 

（事業完了年度分） 

  



 

（別葉２） 

第 号 

  年   月   日 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 殿 

 

都道府県 知 事  

   

 

医療介護総合確保法に基づく○○年度都道府県計画の事業完了報告について 

 

 

標記について、○○年度都道府県計画における地域医療介護総合確保基金管理運営

要領の第３の（１）の③及び⑤の全ての事業が完了したことから、関係書類を添えて

次のとおり報告する。 

 

１ ○○年度都道府県計画における地域医療介護総合確保基金管理運営要領の第３

の（１）の③及び⑤の全ての事業が完了した日 

   ○○年○○月○○日 

 

２ 交付精算額 

（１）医療介護提供体制改革推進交付金 金                    円 

（２）地域介護対策支援臨時特例交付金 金                    円 

 

３ 添付書類 

  地域医療介護総合確保基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告書（写） 

（事業完了年度分） 

  



 

（別葉３） 

第 号 

  年   月   日 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 殿 

 

都道府県 知 事  

   

 

地域医療介護総合確保基金の精算完了後の納付等について 

 

 

標記について、次のとおり納付等が生じたので報告する。 

 

 

１ 納付等が生じた基金の交付年度  ○○年度 

２ 納付等が生じた事業名    

３ 納付額 

（１）医療介護提供体制改革推進交付金 金                    円 

（２）地域医療対策支援臨時特例交付金 金                    円 

（３）地域介護対策支援臨時特例交付金 金                    円 

４ 添付書類 

・ 原因・経緯等の概要をまとめた資料 

 



（別紙様式１）

厚生労働大臣　殿

○○○都道府県知事　

１　基金保管実績

(病床機能分化・連携推進事業)

年度当初保管額

（Ａ）

円

円

(在宅医療推進事業)

年度当初保管額

（Ａ）

円

円

(医療従事者確保事業)

年度当初保管額

（Ａ）

円

円

(勤務医労働時間短縮事業)

年度当初保管額

（Ａ）

円

円

２　基金運用実績

(病床機能分化・連携推進事業)

利息額

円

円

(在宅医療推進事業)

利息額

円

円

(医療従事者確保事業)

利息額

円

円

(勤務医労働時間短縮事業)

利息額

円

円

※基金の保有形態別に、収入の種別により記載する他、内訳を添付すること。

３　基金事業実施状況

（１）○○年度基金積み立て分

(ア)事業実施計画 （単位：円）

●●年度実事業費

基金充当額

消費税増収分 上乗せ分

合　計

（イ）都道府県計画に掲げる目標のうち、本年度達成予定状況

※都道府県計画に記載のある場合は記入不要

（ウ）基金の保有割合及び算定根拠

円

円

円

円

（２）○○年度基金積み立て分

(ア)事業実施計画 （単位：円）

●●年度実事業費

基金充当額

消費税増収分 上乗せ分

合　計

（イ）都道府県計画に掲げる目標のうち、本年度達成予定状況

※都道府県計画に記載のある場合は記入不要

事業者等負
担額都道府県負担分（1/3）

国負担分（2/3）

事業者等負
担額都道府県負担分（1/3）

国負担分（2/3）

年度末保管額（Ｃ）
（●●＋１）年度以降の事業
実施に要する見込計（Ｄ）

保有割合（％） （保有割合の算定根拠）
（「１ 基金保管実績(病床機能分化・連携推進事業)」のうち、
○○年度積み立て分） （Ｃ／Ｄ）

　今後、事業が完了するまでに必要となる補助見込額に対する年度末保管
額（運用益を含む）の割合

※基金の保管額が、基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大
であるかを確認するため、基金の保有割合を記載するもの。保有割合が
100％を上回る場合には、原則として、過大となる金額を国庫に納付する。

円 ％

（「１ 基金保管実績(在宅医療推進事業)」のうち、○○年度積
み立て分）

円 ％

（「１ 基金保管実績(医療従事者確保事業)」のうち、○○年度
積み立て分）

円

合計額 円

区分 事業名
事業者名（施設名等（開設者名を

含む））
●●年度実施事

業内容

●●年度
事業予定額
（計画時）

合計額 円

基金の保有区分 差益額

円

基金の保有区分 差益額

円

合計額 円

合計額 円

基金の保有区分 差益額

円

基金の保有区分 差益額

円

円 円

合計額 円 円

合計額 円 円

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

円 円

円 円

合計額 円 円

番 号

年 月 日

地域医療介護総合確保基金管理運営要領に基づく●●年度事業実施状況報告について（病床機能分化・連携推進事業、在宅医療推進事業、医療従事者確保事業及び勤務医労働時間短縮事業）

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

円 円

合計額 円 円

円 ％

（「１ 基金保管実績(勤務医労働時間短縮事業)」のうち、○○
年度積み立て分）

％

区分 事業名
事業者名（施設名等（開設者名を

含む））
●●年度実施事

業内容

●●年度
事業予定額
（計画時）



（ウ）基金の保有割合及び算定根拠

円

円

円

円

４　添付資料
　（１）当該年度の歳入歳出決算（見込）書抄本
　（２）その他参考となる資料

円 ％

　今後、事業が完了するまでに必要となる補助見込額に対する年度末保管
額（運用益を含む）の割合

※基金の保管額が、基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大
であるかを確認するため、基金の保有割合を記載するもの。保有割合が
100％を上回る場合には、原則として、過大となる金額を国庫に納付する。

円 ％

（「１ 基金保管実績(在宅医療推進事業)」のうち、○○年度積
み立て分）

円 ％

（「１ 基金保管実績(医療従事者確保事業)」のうち、○○年度
積み立て分）

年度末保管額（Ｃ）
（●●＋１）年度以降の事業
実施に要する見込計（Ｄ）

保有割合（％） （保有割合の算定根拠）
（「１ 基金保管実績(病床機能分化・連携推進事業)」のうち、
○○年度積み立て分） （Ｃ／Ｄ）

円 ％

（「１ 基金保管実績(勤務医労働時間短縮事業)」のうち、○○
年度積み立て分）



（別紙様式２）

厚生労働大臣　殿

○○○都道府県知事　

１　基金保管実績
（介護施設等整備事業）

年度当初保管額
（Ａ）

円
円

（介護従事者確保事業）
年度当初保管額

（Ａ）
円
円

２　基金運用実績
（介護施設等整備事業）

利息額
円
円

（介護従事者確保事業）
利息額

円
円

※基金の保有形態別に、収入の種別により記載する他、内訳を添付すること。

３　基金事業実施状況
（１）○○年度基金積み立て分

(ア)事業実施計画 （単位：円）

●●年度実事業費

基金充当額

消費税増収分 上乗せ分

合　計

（イ）都道府県計画に掲げる目標のうち、本年度達成予定状況

※都道府県計画に記載のある場合は記入不要

（ウ）基金の保有割合及び算定根拠

円

円

（２）○○年度基金積み立て分
(ア)事業実施計画 （単位：円）

●●年度実事業費

基金充当額

消費税増収分 上乗せ分

合　計

（イ）都道府県計画に掲げる目標のうち、本年度達成予定状況

※都道府県計画に記載のある場合は記入不要

（ウ）基金の保有割合及び算定根拠

円

円

４　添付資料
　（１）当該年度の歳入歳出決算（見込）書抄本
　（２）介護施設等の整備に関する事業の実施状況について（別添様式１）
　（３）●●年度における介護施設等の整備に関する事業の整備状況等について（別添様式２-１～２-６）
　（４）その他参考となる資料

（「１ 基金保管実績（介護従事者確保事
業）」のうち、○○年度積み立て分）

円 ％

年度末保管額（Ｃ） （●●＋１）年度以降の事業
実施に要する見込計（Ｄ）

保有割合（％） （保有割合の算定根拠）

（「１ 基金保管実績（介護施設等整備事
業）」のうち、○○年度積み立て分） （Ｃ／Ｄ） 　今後、事業が完了するまでに必要となる補助見込額に対する年度末保

管額（運用益を含む）の割合

※基金の保管額が、基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大
であるかを確認するため、基金の保有割合を記載するもの。保有割合が
100％を上回る場合には、原則として、過大となる金額を国庫に納付する。

円 ％

事業者等負
担額都道府県負担分（1/3）

国負担分（2/3）

　今後、事業が完了するまでに必要となる補助見込額に対する年度末保
管額（運用益を含む）の割合

※基金の保管額が、基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大
であるかを確認するため、基金の保有割合を記載するもの。保有割合が
100％を上回る場合には、原則として、過大となる金額を国庫に納付する。

円 ％

（「１ 基金保管実績（介護従事者確保事
業）」のうち、○○年度積み立て分）

円 ％

区分 事業名
事業者名（施設名等（開設者名を

含む））
●●年度実施事

業内容

●●年度
事業予定額
（計画時）

事業者等負
担額都道府県負担分（1/3）

国負担分（2/3）

年度末保管額（Ｃ） （●●＋１）年度以降の事業
実施に要する見込計（Ｄ）

保有割合（％） （保有割合の算定根拠）

（「１ 基金保管実績（介護施設等整備事
業）」のうち、○○年度積み立て分） （Ｃ／Ｄ）

合計額 円

区分 事業名
事業者名（施設名等（開設者名を

含む））
●●年度実施事

業内容

●●年度
事業予定額
（計画時）

合計額 円

基金の保有区分 差益額
円

円

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）
円 円

合計額 円 円

基金の保有区分 差益額

円 円
合計額 円 円

番 号
年 月 日

地域医療介護総合確保基金管理運営要領に基づく●●年度事業実施状況報告について（介護施設等整備事業及び介護従事者確保事業）

基金の保有区分
年度内異動額 年度末保管額

（Ｂ） （Ａ－Ｂ）



（別添様式１）
都道府県名：

（１）地域密着型サービス等整備助成事業

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

人 人 人 人 人 人 人

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

人 人 人 人 人 人 人

認知症高齢者グループホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

看護小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

認知症対応型デイサービスセンター

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

人 人 人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

空き家を活用した整備分

定員数計（※１の合計）

認知症対応型デイサービスセンター

介護予防拠点

地域包括支援センター

生活支援ハウス

緊急ショートステイの整備（※１）

施設内保育施設

小規模な介護付きホーム（有料老人ホー
ム又はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の指定
を受けるもの）（※１）

金額小計

看護小規模多機能型居宅介護事業所

施設種別

地域密着型特別養護老人ホーム（※１）

地域密着型特別養護老人ホームに併設さ
れるショートステイ用居室（※１）

小規模な介護老人保健施設

小規模な介護医療院

小規模な養護老人ホーム（※１）

小規模なケアハウス（特定施設入居者生
活介護の指定を受けるもの）（※１）

都市型経費老人ホーム（※１）

認知症高齢者グループホーム

小規模多機能型居宅介護事業所

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所



特別養護老人ホーム

人 人 人 人 人 人 人

介護老人保健施設

人 人 人 人 人 人 人

介護医療院

人 人 人 人 人 人 人

養護老人ホーム

人 人 人 人 人 人 人

軽費老人ホーム

人 人 人 人 人 人 人

定員数計

人 人 人 人 人 人 人

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

特別養護老人ホーム（※２）

人 人 人 人 人 人 人

特別養護老人ホームに併設される
ショートステイ用居室（※２）

人 人 人 人 人 人 人

介護老人保健施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護医療院

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

養護老人ホーム（※２）

人 人 人 人 人 人 人

ケアハウス（特定施設入居者生活介
護の指定を受けるもの）（※２）

人 人 人 人 人 人 人
介護付きホーム（有料老人ホーム又
はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の
指定を受けるもの）（※２） 人 人 人 人 人 人 人

定員数計（※２の合計）

人 人 人 人 人 人 人

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

金額計

介護施設等の創設を条件に行う広域型施
設の大規模修繕・耐震化整備事業

災害レッドゾーンに所在する老朽化した広
域型介護施設の移転改築整備事業



（２）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

特別養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

特別養護老人ホームに併設される
ショートステイ用居室（※１）

人 人 人 人 人 人 人

介護老人保健施設（※１）

人 人 人 人 人 人 人

介護医療院

人 人 人 人 人 人 人

ケアハウス（特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）（※１）

人 人 人 人 人 人 人

養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人
介護付きホーム（有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を
受けるもの）（※１） 人 人 人 人 人 人 人

訪問介護ステーション（大規模化やサ
テライト型事業所の設置）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

地域密着型特別養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

地域密着型特別養護老人ホームに併
設されるショートステイ用居室（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な介護老人保健施設（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な介護医療院

人 人 人 人 人 人 人

小規模なケアハウス（特定施設入居者
生活介護の指定を受けるもの）（※１）

人 人 人 人 人 人 人

認知症高齢者グループホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模多機能型居宅介護事業所（※１）

人 人 人 人 人 人 人

看護小規模多機能型居宅介護事業所
（※１）

人 人 人 人 人 人 人
小規模な介護付きホーム（（有料老人
ホーム又はサービス付き高齢者向け住
宅であって、特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）（※１） 人 人 人 人 人 人 人

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

都市型経費老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

施設内保育施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

定員数計（※１の合計）

人 人 人 人 人 人 人

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

定員数計

人 人 人 人 人 人 人

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

施設種別

　　　　介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備に必要な経費　※施設種別欄については、転換した介護老人保健施設等の名称を記載すること



特別養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

特別養護老人ホームに併設される
ショートステイ用居室（※１）

人 人 人 人 人 人 人

介護老人保健施設（※１）

人 人 人 人 人 人 人

介護医療院

人 人 人 人 人 人 人

ケアハウス（特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）（※１）

人 人 人 人 人 人 人

養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人
介護付きホーム（有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を
受けるもの）（※１） 人 人 人 人 人 人 人

地域密着型特別養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

地域密着型特別養護老人ホームに併
設されるショートステイ用居室（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な介護老人保健施設（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な介護医療院

人 人 人 人 人 人 人

小規模なケアハウス（特定施設入居者
生活介護の指定を受けるもの）（※１）

人 人 人 人 人 人 人

認知症高齢者グループホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模多機能型居宅介護事業所（※１）

人 人 人 人 人 人 人

看護小規模多機能型居宅介護事業所
（※１）

人 人 人 人 人 人 人
小規模な介護付きホーム（有料老人
ホーム又はサービス付き高齢者向け住
宅であって、特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）（※１） 人 人 人 人 人 人 人

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

都市型経費老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

小規模な養護老人ホーム（※１）

人 人 人 人 人 人 人

施設内保育施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

定員数計（※１の合計）

人 人 人 人 人 人 人

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

介護予防拠点

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

金額計

　　　　介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費

　　　　介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組に必要な経費



（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業
都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

【本体施設（※１）】

特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護老人保健施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護医療院

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

ケアハウス（特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

養護老人ホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所
介護付きホーム（有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を
受けるもの） か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

地域密着型特別養護老人ホーム及び
併設されるショートステイ用居室

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模な介護老人保健施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模な介護医療院

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模なケアハウス（地域密着型特定
施設入居者生活介護の指定を受ける
もの）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

認知症高齢者グループホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

看護小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

都市型経費老人ホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模な養護老人ホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

施設内保育施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所
小規模な介護付きホーム（（有料老人
ホーム又はサービス付き高齢者向け住
宅であって、特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの） か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

【合築・併設施設】

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

認知症対応型デイサービスセンター

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護予防拠点

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

地域包括支援センター

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

生活支援ハウス

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

緊急ショートステイ

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

本体施設計（※１の合計）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

施設種別



（４）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

特別養護老人ホーム
人 人 人 人 人 人 人

介護老人保健施設
人 人 人 人 人 人 人

介護医療院
人 人 人 人 人 人 人

介護療養型医療施設の改修により転換した
施設

人 人 人 人 人 人 人

ユニット化定員数計
人 人 人 人 人 人 人

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

定員数計
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

特別養護老人ホーム
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護老人保健施設
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護医療院
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

養護老人ホーム
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

軽費老人ホーム
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

認知症高齢者グループホーム
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模多機能型居宅介護事業所
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

看護小規模多機能型居宅介護事業所
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサー
ビス付き高齢者向け住宅であって、特定施
設入居者生活介護の指定を受けるもの） か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

施設数計
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

通所介護事業所（地域密着型通所介護事業
所を含む。）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

短期入所生活介護事業所（介護予防短期入
所生活介護事業所を含む。）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模多機能型居宅介護事業所
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

看護小規模多機能型居宅介護事業所
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

事業所数計
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
金額計

施設種別

　　　　特別養護老人ホーム及び併設されるショー
　　　　トステイ用居室（多床室）のプライバシー保
　　　　護のための改修

　　　　既存施設のユニット化改修

　　　　介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備　※施設種別欄については、転換した介護老人保健施設等の名称を記載すること

金額小計

　　　　介護施設等の看取り環境の整備

　　　　共生型サービス事業所の整備



（５）民有地マッチング事業
都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

土地等所有者と介護施設等整備法人
等のマッチング支援（マッチング数）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

整備候補地等の確保支援（確保数）
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

地域連携コーディネーターの配置支援
（配置数）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

事業区分



（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

簡易陰圧装置設置経費支援
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

ユニット型施設の各ユニットへの玄関室
設置によるゾーニング経費支援

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

従来型個室・多床室のゾーニング経費支援
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

家族面会室の整備経費支援
か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

多床室の個室化改修支援
人 人 人 人 人 人 人

金額小計
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

介護施設等における多床室の個室化に要する改修費支援事業

金額計

介護施設等における感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業

事業区分

介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業



（７）介護職員の宿舎施設整備事業
都道府県名：

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 合計

特別養護老人ホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護老人保健施設

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

介護医療院

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

ケアハウス（特定施設入居者生活介護
の指定を受けるもの）

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

認知症高齢者グループホーム

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事
業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

看護小規模多機能型居宅介護事業所

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所
介護付きホーム（有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を
受けるもの） か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

整備か所数計

か所 か所 か所 か所 か所 か所 か所

金額計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）同一年度において当初予算と補正予算を区別して記入すること。

（注）複数の施設の介護職員用の宿舎を整備する場合は、両方の施設種別に計上すること。

施設種別



（別添様式2-1）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく整備状況について（地域密着型サービス等整備助成事業分） 都道府県名：

管内
市町村名

事業区分 施設種別 整備区分
定員数
（人）

着工(予定)
年月日

設置主体名 運営主体名
施設・
事業所名

定員数
（人）

総事業費
（千円）

延床面積
（㎡）

竣工
年月日

補助単価
（千円）

補助額　計
（千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（地域密着型サービス等整備助成事業）」の対象施設について、記載すること。
・管内の市町村（指定都市、中核市、特別区を含む）ごと、かつ、施設種別ごとに、定員数等を記載すること（基金・交付金を活用せず事業者が全額自己財源によって整備するものを含む）。
・「Ａ　整備の計画（年度当初）」欄には、年度当初の整備計画について、「Ｂ　整備の実績（決算時）」欄には、基金の決算時の整備実績について記載すること。
・「Ａ　整備の計画（年度当初）」に記載した定員数等に対して、設置主体等が複数あるような場合は、当該番号に枝番号を付して、列を追加して追記すること（例：番号1-1,1-2）。
・「事業区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１及び別記１－２の２の（１）のア、イ又はウの事業を記載すること。
・「整備区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１及び別記１－２の２の（１）のアの事業については、「創設」、「増築（床）」、「改築」、「増改築」のいずれかを記載し、
　地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１及び別記１－２の２の（１）のイの事業については、「大規模修繕」又は「耐震化」を記載すること。
・「定員数（人）」欄は、小規模多機能型居宅介護事業所は宿泊定員を記載すること。
・「着工(予定)年月日」欄には、工事に着工する年月日（予定）を記載すること。
・「設置主体名」「運営主体名」欄は、法人名等を記載すること。
・「施設・事業所名」欄は、施設等の名称を記載すること。
・「総事業費（千円）」欄は、設計監理料を除いた金額を記載すること。
・「延床面積（㎡）」欄は、当該建物について記載すること。
・「竣工年月日」欄には、当該建物が完成した年月日を記載すること。なお、決算時に当該建物が未完成であり、事業が継続中の場合は記載を要さず、その旨備考欄へ記載すること。
・「補助単価（千円）」欄には、地域密着型特別養護老人ホーム及び軽費老人ホーム（ケアハウス、29名以下）は１床あたり単価を、それ以外は１施設あたり単価を記載すること。なお、全額自己財源の場合、記載を要しないこと。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。なお、全額自己財源の場合は、記載を要せず、また、基金による補助額の合計は、（１）表と一致させること。
・「事業区分」欄に地域密着型サービス施設等事業整備事業を記載した場合、「備考」欄には、合築・併設の場合には「ア」を、空き家を改修した場合には「イ」を記載すること。
・「事業区分」欄に介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業を記載した場合、「備考」欄には、創設する介護施設等の施設種別と整備（予定）年度を記載すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番号

Ａ　整備の計画（年度当初） Ｂ　整備の実績（決算時）
当該事業のための基金積立年

度
備　考



（別添様式2-2）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく執行状況について 都道府県名：
（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業及び定期借地権設定のための一時金の支援事業分）

管内
市町村名

事業区分 施設種別 設置主体名 運営主体名
施設・
事業所名

定員数
（人）

着工等（予定）
年月日

事業開始
年月日

総事業費
（千円）

補助単価
（千円）

補助額　計
（千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業及び定期借地権設定のための一時金の支援事業分）」の対象施設について、記載すること。
・管内の市町村（指定都市、中核市、特別区を含む）ごと、かつ、施設種別ごとに、定員数等を記載すること。
・「事業区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１及び別記１－２の２の（２）のア～ウ又は別記１－１及び別記１－２の２の（３）の事業を記載すること。
・「設置主体名」「運営主体名」欄は、法人名等を記載すること。
・「施設・事業所名」欄は、施設等の名称を記載すること。
・「定員数（人）」欄は、小規模多機能型居宅介護事業所は宿泊定員を記載すること。
・「着工(予定)年月日」欄には、当該施設等の開設準備等に必要となる期間の開始日を記載すること。

・「総事業費（千円）」欄は、設計監理料を除いた金額を記載すること。
・「補助単価（千円）」には、「事業区分」で定めている補助単価を記載すること。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。
・「定期借地権設定のための一時金の支援事業」分の「備考」欄には、本体施設の場合は「ア」を、合築・併設施設の場合は「イ」を記入すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番号

事業の実績（決算時）
当該事業のための基金積立年

度
備　考

　　・「事業開始年月日」欄には、当該施設の事業の開始年月日を記載すること。



（別添様式2-3）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく執行状況について（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業） 都道府県名：

管内
市町村名

事業区分 施設種別 改修等の種別 設置主体名 運営主体名
施設・
事業所名

定員数
（人）

総事業費
（千円）

延床面積
（㎡）

着工（予定）
年月日

竣工
年月日

補助単価
（千円）

補助額　計
（千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業）」の対象施設について、記載すること。
・管内の市町村（指定都市、中核市、特別区を含む）ごと、かつ、施設種別ごとに、定員数等を記載すること。
・「事業区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（４）のア～オの事業を記載すること。
・「施設種別」欄は、介護療養型医療施設の転換に関する事業の場合は、転換後の施設名を記載すること。
・「改修等の種別」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（４）のアの事業については、「個室→ユニット」又は「多床室（ユニット型個室的多床室を含む）→ユニット」を記載し、
　別記１－１の２の（４）のウの事業については、「創設」、「改築」、「改修」のいずれかを記載すること。
・「設置主体名」「運営主体名」欄は、法人名等を記載すること。
・「施設・事業所名」欄は、施設等の名称を記載すること。
・「定員数（人）」「延床面積（㎡）」欄は、改修事業の場合については、改修を行った床数及びその延べ床面積について記載すること。
・「総事業費（千円）」欄は、設計監理料を除いた金額を記載すること。
・「着工(予定)年月日」欄には、工事に着工する年月日（予定）又は、当該施設等の開設準備に必要となる期間の開始日等を記載すること。
・「竣工年月日」欄には、当該建物が完成した年月日を記載すること。なお、決算時に当該建物が未完成であり、事業が継続中の場合は記載を要さず、その旨備考欄へ記載すること。
・「補助単価（千円）」には、「事業区分」で定めている補助単価を記載すること。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番号

整備の実績（決算時）
当該事業のための基金積立年

度
備　考



（別添様式2-４）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく執行状況について（民有地マッチング事業） 都道府県名：

管内
市町村名

事業区分

整備候補
地等

応募数（か
所）

整備候補
地等

選定数（か
所）

介護施設
等整備法
人等応募
数

介護施設
等整備法
人等選定
数

マッチング
数（か所）

整備決定
数（か所）

整備候
補地確
保数（か
所）

取組内容 配置場所 配置主体
配置人
数（人）

事業内容
事業開始
年月日

総事業費
（千円）

補助単価
（千円）

補助額　計
（千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（民有地マッチング事業）」の実施状況について、記載すること。
・管内の市町村（指定都市、中核市、特別区を含む）ごとに記載すること。
・「事業区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（５）のア～ウの事業又は別記１－２の２の（４）のア～ウの事業を記載すること。
・事業区分に応じて「土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援」、「整備候補地等の確保支援」又は「地域連携コーディネーターの配置支援」欄及び「共通」欄を記載すること。
・「取組内容」欄は、取組内容を具体的かつ簡潔に記載するとともに、取組内容が分かる資料を添付すること。
・「配置場所」欄はコーディネーターを配置している場所（市町村、介護施設等）を記載すること。
・「配置主体」欄はコーディネーターを雇用している主体を記載すること。
・「事業内容」欄はコーディネーターの業務内容について、以下から当てはまるものを記入すること。（複数選択可）また、オを選択する場合は、具体的な内容を（）で記載すること。
　　　ア．地域住民との調整　イ．介護施設等への接続支援　ウ．地域活動への参加　エ．保護者等への相談援助　オ．その他（　　　　　　　）

　　・「事業開始年月日」欄には、当該施設の事業の開始年月日を記載すること。
・「補助単価（千円）」には、「事業区分」で定めている補助単価を記載すること。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番号

整備の実績（決算時）

当該事業のための基金積立年
度

備　考

整備候補地等の確保支援土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援共通 地域連携コーディネーターの配置支援 共通



（別添様式2-5）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく執行状況について（介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業） 都道府県名：

共通

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業）」の実施状況について、記載すること。
・「事業区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（６）のア～ウの事業を記載すること。
・事業区分に応じて、「簡易陰圧装置設置経費支援」、「ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング経費支援」、「従来型個室・多床室のゾーニング経費支援」、「家族面会室の整備経費支援」、「多床室の個室化に要する改修費支援」のいずれかの欄及び「共通」欄を記載すること。
・「対象施設種別」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（６）のア～ウそれぞれの（イ）に定める対象施設等を記載すること。
・「事業開始年月日」欄には、当該施設の事業の開始年月日を記載すること。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番
号

当該事業の
ための基金
積立年度

備　考

簡易陰圧装置設置経費支援 共通

事業区分 施設・事業所名 施設種別
所在

市区町村
名

施設・事業所名施設種別
所在

市区町村
名

整備の実績（決算時）

カ所数
総事業費
（千円）

補助額
計

（千円）
台数

事業開始
年月日

家族面会室の整備経費支援

施設・事業所名

多床室の個室化に要する改修費支援

施設種別
所在

市区町村
名

施設・事業所名 定員数

ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置による
ゾーニング経費支援

施設種別
所在

市区町村
名

施設・事業所名

従来型個室・多床室のゾーニング経費支援

施設種別
所在

市区町村
名

カ所数



（別添様式2-6）

■○○年度における「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づく執行状況について（介護職員の宿舎施設整備事業） 都道府県名：

管内
市町村名

対象施設種別 整備区分 設置主体名 運営主体名
施設・
事業所名

対象施設の
定員数
（人）

宿舎施設の
定員数
（人）

総事業費
（千円）

延床面積
（㎡）

竣工
年月日

補助基準額
（千円）

補助額　計
（千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計

・「地域医療介護総合確保基金（介護職員の宿舎施設整備事業）」の対象施設について、記載すること。
・管内の市町村（指定都市、中核市、特別区を含む）ごと、かつ、対象施設種別ごとに、定員数等を記載すること。
・「対象施設種別」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（７）のイ及び別記１－２の２の（５）のイに定める対象施設等を記載すること。
・「整備区分」欄は、地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記１－１の２の（７）のウ及び別記１－２の２の（５）のウに定める整備区分を記載すること。
・「設置主体名」「運営主体名」欄は、法人名等を記載すること。
・「施設・事業所名」欄は、宿舎を利用する職員が勤務する施設等の名称を記載すること。
・「定員数（人）」「延床面積（㎡）」欄は、改修事業の場合については、改修を行った床数及びその延べ床面積について記載すること。
・「総事業費（千円）」欄は、設計監理料を除いた金額を記載すること。
・「竣工年月日」欄には、当該建物が完成した年月日を記載すること。なお、決算時に当該建物が未完成であり、事業が継続中の場合は記載を要さず、その旨備考欄へ記載すること。
・「補助基準額（千円）」には、別表１－１の（７）及び別表１－２の（５）の第１欄に定める施設等の区分ごとに、第２欄に定める配分基準により算定した額と第４欄に定める対象経費の実支給額とを比較して少ない方の額を記載すること。
・「補助額　計（千円）」欄には、補助金の額を記載すること。
・行が不足する場合は、追加すること。また、計算式等が設定されているため、列の追加等の書式変更は行わないこと。
・当該表は、電子媒体でも提出すること。

番号

整備の実績（決算時）
当該事業のための基金積立年

度
備　考


